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○ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定
に伴う実施上の留意事項について（平成18年３月31日老計発0331005・老振発0331005・老老発0331018、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課
長連名通知）（抄）

（変更点は下線部）

改 正 前 改 正 後

第一 届出手続きの運用 第一 届出手続の運用

１ 届出の受理 １ 届出の受理

⑴ 届出書類の受取り ⑴ 届出書類の受取り

指定事業者（他市町村に所在する指定事業者を含む。）側から 指定事業者（他市町村に所在する指定事業者を含む。）側から

統一的な届出様式及び添付書類により、サービス種類ごとの１件 統一的な届出様式及び添付書類により、サービス種類ごとの１件

書類の提出を受けること（ただし、同一の敷地内において複数種 書類の提出を受けること（ただし、同一の敷地内において複数種

類のサービス事業を行うときは一括提出も可とする。）。 類のサービス事業を行うときは一括提出も可とする。）。

⑵ 要件審査 ⑵ 要件審査

届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜 届出書類を基に、要件の審査を行い、補正が必要な場合は適宜

補正を求めること。この要件審査に要する期間は原則として２週 補正を求めること。この要件審査に要する期間は原則として２週

間以内を標準とし、遅くても概ね１月以内とすること（相手方の 間以内を標準とし、遅くてもおおむね１月以内とすること（相手

補正に要する時間は除く。）。 方の補正に要する時間は除く。）。

⑶ 届出の受理 ⑶ 届出の受理

要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応 要件を満たしている場合は受理し、要件を充足せず補正にも応

じない場合は、不受理として１件書類を返戻すること。 じない場合は、不受理として１件書類を返戻すること。

⑷ 国保連合会等への通知 ⑷ 国保連合会等への通知

市町村が届出を受理した場合は、その旨を届出者に通知すると 市町村が届出を受理した場合は、その旨を届出者に通知すると

ともに、都道府県に情報を提供すること。都道府県は、その旨を ともに、都道府県に情報を提供すること。都道府県は、その旨を

国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）に通知 国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）に通知

すること。なお、事業者が複数の都道府県にまたがって指定を受 すること。なお、事業者が複数の都道府県にまたがって指定を受

けている場合、事業所が所在しない他の都道府県は、事業所が所 けている場合、事業所が所在しない他の都道府県は、事業所が所

在する都道府県に対し届出の情報を提供すること。これを受けて、 在する都道府県に対し届出の情報を提供すること。これを受けて、

事業所が所在する都道府県は、その情報を事業所が所在する都道 事業所が所在する都道府県は、その情報を事業所が所在する都道

府県の国保連合会に通知すること。 府県の国保連合会に通知すること。

⑸ 届出に係る加算等の算定の開始時期 ⑸ 届出に係る加算等の算定の開始時期

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認 定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認

知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護若しくは複合型サ 知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護若しくは看護小規

ービス又は介護予防認知症対応型通所介護若しくは介護予防小規 模多機能型居宅介護又は介護予防認知症対応型通所介護若しくは



- 2 -

模多機能型居宅介護における届出に係る加算等（算定される単位 介護予防小規模多機能型居宅介護における届出に係る加算等（算

数が増えるものに限る。以下同じ。）については、適正な支給限 定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）については、

度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業者等に対する周知期 適正な支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業者等に

間を確保する観点から、届出が毎月15日以前になされた場合には 対する周知期間を確保する観点から、届出が毎月15日以前になさ

翌月から、16日以降になされた場合には翌々月から、算定を開始 れた場合には翌月から、16日以降になされた場合には翌々月から、

するものとすること。ただし、平成24年４月から算定を開始する 算定を開始するものとすること。ただし、平成27年４月から算定

加算等の届出については、前記にかかわらず、同年３月25日以前 を開始する加算等の届出については、前記にかかわらず、同年４

になされていれば足りるものとする。 月１日以前になされていれば足りるものとする。

認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同 認知症対応型共同生活介護若しくは介護予防認知症対応型共同

生活介護（いずれも短期利用型を含む。）、地域密着型特定施設入 生活介護（いずれも短期利用型を含む。）、地域密着型特定施設入

居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に 居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護に

おける届出に係る加算等については、届出が受理された日が属す おける届出に係る加算等については、届出が受理された日が属す

る月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月） る月の翌月（届出が受理された日が月の初日である場合は当該月）

から算定を開始するものとする。 から算定を開始するものとする。

２ 届出事項の公開 ２ 届出事項の公開

届出事項については市町村において閲覧に供するほか、事業者に 届出事項については市町村において閲覧に供するほか、事業者に

おいても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになるこ おいても利用料に係る情報として事業所内で掲示することになるこ

と。 と。

３ 届出事項に係る事後調査の実施 ３ 届出事項に係る事後調査の実施

届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後 届出事項については、その内容が適正であるかどうか、適宜事後

的な調査を行うこと。 的な調査を行うこと。

４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場 ４ 事後調査等で届出時点で要件に合致していないことが判明した場

合の届出の取扱い 合の届出の取扱い

① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないこ ① 事後調査等により、届出時点において要件に合致していないこ

とが判明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該 とが判明し、所要の指導の上なお改善がみられない場合は、当該

届出の受理の取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該 届出の受理の取消しを行うこと。この場合、取消しによって当該

届出はなかったことになるため、加算については、当該加算全体 届出はなかったことになるため、加算については、当該加算全体

が無効となるものであること。当該届出に関してそれまで受領し が無効となるものであること。当該届出に関してそれまで受領し

ていた介護給付費は不当利得になるので返還措置を講ずることは ていた介護給付費は不当利得になるので返還措置を講ずることは

当然であるが、不正・不当な届出をした指定事業者に対しては、 当然であるが、不正・不当な届出をした指定事業者に対しては、

厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪 厳正な指導を行い、不正・不当な届出が繰り返し行われるなど悪

質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。 質な場合には、指定の取消しをもって対処すること。

② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至る ② また、改善がみられた場合においても、要件に合致するに至る

までは当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致して までは当該加算等は算定しないことはもちろん、要件に合致して

いないことが判明した時点までに当該加算等が算定されていた場 いないことが判明した時点までに当該加算等が算定されていた場
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合は、不当利得になるので返還措置を講ずること。 合は、不当利得になるので返還措置を講ずること。

５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い ５ 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場 事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場

合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかに 合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかに

その旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定 その旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定

されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないもの されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないもの

とする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定につい とする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定につい

て請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は て請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は

不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然である 不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然である

が、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。 が、悪質な場合には指定の取消しをもって対処すること。

６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還 ６ 利用者に対する利用者負担金の過払い分の返還

４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業 ４又は５により不当利得分を市町村へ返還することとなった事業

所においては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護 所においては、市町村への返還と同時に、返還の対象となった介護

給付費に係る利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞ 給付費に係る利用者が支払った利用者負担金の過払い分を、それぞ

れの利用者に返還金に係る計算書を付して返還すること。その場合、 れの利用者に返還金に係る計算書を付して返還すること。その場合、

返還に当たっては利用者等から受領書を受け取り、施設において保 返還に当たっては利用者等から受領書を受け取り、施設において保

存しておくこと。 存しておくこと。

第二 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項 第二 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項

１ 通則 １ 通則

⑴ 算定上における端数処理について ⑴ 算定上における端数処理について

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小 算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小

数点以下）の端数については「切り捨て」とする。 数点以下）の端数については「切り捨て」とする。

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合 なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合

成コードを基本として作成しており、その合成単位数は、既に端 成コードを基本として作成しており、その合成単位数は、既に端

数処理をした単位数（整数値）である。 数処理をした単位数（整数値）である。

⑵ サービス種類相互の算定関係について ⑵ サービス種類相互の算定関係について

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しく 特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しく

は地域密着型特定施設入居者生活介護を受けている間については、 は地域密着型特定施設入居者生活介護を受けている間については、

その他の指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介 その他の指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る介

護給付費（居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないものであ 護給付費（居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないものであ

ること。ただし、指定特定施設入居者生活介護又は認知症対応型 ること。ただし、指定特定施設入居者生活介護又は認知症対応型

共同生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担 共同生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担

により、その利用者に対してその他の居宅サービス又は地域密着 により、その利用者に対してその他の居宅サービス又は地域密着

型サービスを利用させることは差し支えないものであること。ま 型サービスを利用させることは差し支えないものであること。ま

た、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間につ た、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間につ
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いては、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテー いては、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテー

ション、通所介護費及び通所リハビリテーション費並びに定期巡 ション、通所介護費及び通所リハビリテーション費並びに定期巡

回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護、認知症対 回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護、認知症対

応型通所介護、小規模多機能型居宅介護及び複合型サービス費は 応型通所介護、小規模多機能型居宅介護及び複合型サービス費は

算定しないものであること。 算定しないものであること。

なお、小規模多機能型居宅介護を受けている間については、訪 なお、小規模多機能型居宅介護を受けている間については、訪

問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び 問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び

福祉用具貸与費を除く指定居宅サービス並びに指定地域密着型サ 福祉用具貸与費を除く指定居宅サービス並びに指定地域密着型サ

ービスに係る費用の額は算定しないものであること。 ービスに係る費用の額は算定しないものであること。

なお、複合型サービスを受けている間については、訪問リハビ なお、看護小規模多機能型居宅介護を受けている間については、

リテーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与費を除く 訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸

指定居宅サービス並びに指定地域密着型サービスに係る費用の額 与費を除く指定居宅サービス並びに指定地域密着型サービスに係

は算定しないものであること。 る費用の額は算定しないものであること。

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場 また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場

合は、訪問サービスの所定単位数は算定できない。 合は、訪問サービスの所定単位数は算定できない。

⑶ 施設外泊時等における地域密着型サービスの算定について ⑶ 施設外泊時等における地域密着型サービスの算定について

施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介 施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介

護療養型医療施設の試行的退所を行っている場合には、地域密着 護療養型医療施設の試行的退所を行っている場合には、地域密着

型サービスは算定できない。 型サービスは算定できない。

⑷ 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱い ⑷ 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱い

について について

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを 利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを

原則とする。ただし、連携型定期巡回・随時対応型訪問介護看護 原則とする。ただし、連携型定期巡回・随時対応型訪問介護看護

又は夜間対応型訪問介護と訪問看護を、同一利用者が同一時間帯 又は夜間対応型訪問介護と訪問看護を、同一利用者が同一時間帯

に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、 に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、

同一時間帯に利用することが介護のために必要があると認められ 同一時間帯に利用することが介護のために必要があると認められ

る場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位 る場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位

数が算定される。 数が算定される。

⑸ 入所等の日数の数え方について ⑸ 入所等の日数の数え方について

① 入居又は入所の日数については、原則として、入所等した日 ① 入居又は入所の日数については、原則として、入所等した日

及び退所等した日の両方を含むものとする。 及び退所等した日の両方を含むものとする。

② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期 ② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期

入所療養介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、地域 入所療養介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、地域

密着型介護老人福祉施設、特定施設又は介護保険施設（以下② 密着型介護老人福祉施設、特定施設又は介護保険施設（以下②

及び③において「介護保険施設等」という。）の間で、又は隣 及び③において「介護保険施設等」という。）の間で、又は隣
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接若しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互 接若しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互

に職員の兼務や施設の共用等が行われているものの間で、利用 に職員の兼務や施設の共用等が行われているものの間で、利用

者等が一の介護保険施設等から退所等をしたその日に他の介護 者等が一の介護保険施設等から退所等をしたその日に他の介護

保険施設等に入所等する場合については、入所等の日は含み、 保険施設等に入所等する場合については、入所等の日は含み、

退所等の日は含まれない。したがって、例えば、短期入所生活 退所等の日は含まれない。したがって、例えば、短期入所生活

介護の利用者がそのまま指定地域密着型介護老人福祉施設に入 介護の利用者がそのまま指定地域密着型介護老人福祉施設に入

所したような場合は、入所に切り替えた日については短期入所 所したような場合は、入所に切り替えた日については短期入所

生活介護費は算定しない。 生活介護費は算定しない。

③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施 ③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施

設等と同一敷地内にある病院若しくは診療所の病床であって医 設等と同一敷地内にある病院若しくは診療所の病床であって医

療保険の診療報酬が適用されるもの（以下「医療保険適用病床」 療保険の診療報酬が適用されるもの（以下「医療保険適用病床」

という。）又は当該介護保険施設等と隣接若しくは近接する敷 という。）又は当該介護保険施設等と隣接若しくは近接する敷

地における病院若しくは診療所の医療保険適用病床であって当 地における病院若しくは診療所の医療保険適用病床であって当

該介護保険施設等との間で相互に職員の兼務や施設の共用等が 該介護保険施設等との間で相互に職員の兼務や施設の共用等が

行われているもの（以下③において「同一敷地内等の医療保険 行われているもの（以下③において「同一敷地内等の医療保険

適用病床」という。）に入院する場合（同一医療機関内の転棟 適用病床」という。）に入院する場合（同一医療機関内の転棟

の場合を含む。）は、介護保険施設等においては退所等の日は の場合を含む。）は、介護保険施設等においては退所等の日は

算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院し 算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院し

たその日に介護保険施設等に入所等する場合（同一医療機関内 たその日に介護保険施設等に入所等する場合（同一医療機関内

の転棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては入所等 の転棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては入所等

の日は算定されない。 の日は算定されない。

④ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の ④ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の

員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成12年厚生省告 員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成12年厚生省告

示第27号。以下「通所介護費等の算定方法」という。）の適用 示第27号。以下「通所介護費等の算定方法」という。）の適用

に関する平均利用者数等の算定においては、入所等した日を含 に関する平均利用者数等の算定においては、入所等した日を含

み、退所等した日は含まないものとする。 み、退所等した日は含まないものとする。

⑹ 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について ⑹ 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について

① 小規模多機能型居宅介護及び複合型サービスについて当該事 ① 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護に

業所の登録定員を上回る高齢者を登録させている場合、並びに ついて当該事業所の登録定員を上回る高齢者を登録させている

認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護及び地域密 場合、並びに認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介

着型介護老人福祉施設入所者生活介護について当該事業所又は 護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について当

施設の利用者等の定員を上回る利用者等を入所等させている場 該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る利用者等を入所等

合（いわゆる定員超過利用の場合）においては、介護給付費の させている場合（いわゆる定員超過利用の場合）においては、

減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法において、定員 介護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法に

超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているとこ おいて、定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかに
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ろであるが、適正なサービスの提供を確保するための規定であ しているところであるが、適正なサービスの提供を確保するた

り、定員超過利用の未然防止を図るよう努めるものとする。 めの規定であり、定員超過利用の未然防止を図るよう努めるも

のとする。

② この場合の登録者、利用者又は入所者（以下「利用者等」と ② この場合の登録者、利用者又は入所者（以下「利用者等」と

いう。）の数は、１月間（暦月）の利用者等の数の平均を用い いう。）の数は、１月間（暦月）の利用者等の数の平均を用い

る。この場合、１月間の利用者等の数の平均は、当該月の全利 る。この場合、１月間の利用者等の数の平均は、当該月の全利

用者等の延数を当該月の日数で除して得た数とする。この平均 用者等の延数を当該月の日数で除して得た数とする。この平均

利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げるもの 利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げるもの

とする。 とする。

③ 利用者等の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超 ③ 利用者等の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超

過利用の基準に該当することとなった事業所又は施設について 過利用の基準に該当することとなった事業所又は施設について

は、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、 は、その翌月から定員超過利用が解消されるに至った月まで、

利用者等の全員について、所定単位数が通所介護費等の算定方 利用者等の全員について、所定単位数が通所介護費等の算定方

法に規定する算定方法に従って減算され、定員超過利用が解消 法に規定する算定方法に従って減算され、定員超過利用が解消

されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。 されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。

④ 市町村長は、定員超過利用が行われている事業所又は施設に ④ 市町村長は、定員超過利用が行われている事業所又は施設に

対しては、その解消を行うよう指導すること。当該指導に従わ 対しては、その解消を行うよう指導すること。当該指導に従わ

ず、定員超過利用が２月以上継続する場合には、特別な事情が ず、定員超過利用が２月以上継続する場合には、特別な事情が

ある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。 ある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。

⑤ 災害（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について ⑤ 災害（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護について

は、虐待を含む。）の受入れ等やむを得ない理由による定員超 は、虐待を含む。）の受入れ等やむを得ない理由による定員超

過利用については、当該定員超過利用が開始した月（災害等が 過利用については、当該定員超過利用が開始した月（災害等が

生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続する 生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継続する

ことがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む。）の翌月 ことがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む。）の翌月

から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由が から所定単位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由が

ないにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続し ないにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態が継続し

ている場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減 ている場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減

算を行うものとする。 算を行うものとする。

⑺ 常勤換算方法による職員数の算定方法について ⑺ 常勤換算方法による職員数の算定方法について

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設におい 暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設におい

て常勤の職員が勤務すべき時間で除することによって算定するも て常勤の職員が勤務すべき時間で除することによって算定するも

のとし、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。なお、やむ のとし、小数点第２位以下を切り捨てるものとする。なお、やむ

を得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に１割の範 を得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に１割の範

囲内で減少した場合は、１月を超えない期間内に職員が補充され 囲内で減少した場合は、１月を超えない期間内に職員が補充され

れば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。 れば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。
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⑻ 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について ⑻ 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について

① 認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対 ① 認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対

応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地 応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び複合型サービス 域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び看護小規模多機

については、当該事業所又は施設の職員の配置数が、人員基準 能型居宅介護については、当該事業所又は施設の職員の配置数

上満たすべき員数を下回っているいわゆる人員基準欠如に対し、 が、人員基準上満たすべき員数を下回っているいわゆる人員基

介護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法に 準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通所介護費

おいて、人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかに 等の算定方法において、人員基準欠如の基準及び単位数の算定

しているところであるが、これは、適正なサービスの提供を確 方法を明らかにしているところであるが、これは、適正なサー

保するための規定であり、人員基準欠如の未然防止を図るよう ビスの提供を確保するための規定であり、人員基準欠如の未然

努めるものとする。 防止を図るよう努めるものとする。

② 人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等 ② 人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等

は、当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月31日を は、当該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月31日を

もって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用いる（ただ もって終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用いる（ただ

し、新規開設又は再開の場合は推定数による。）。この場合、利 し、新規開設又は再開の場合は推定数による。）。この場合、利

用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数（小規模多機能 用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数（小規模多機能

型居宅介護及び複合型サービスについては、１日ごとの同時に 型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護については、１日

通いサービスの提供を受けた者の数の最大値を合計したもの） ごとの同時に通いサービスの提供を受けた者（短期利用居宅介

を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数 護費を算定する者を含む。）の数の最大値を合計したもの）を

等の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものと 当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数等

する。 の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとす

る。

③ 看護・介護職員の人員基準欠如については、 ③ 看護・介護職員の人員基準欠如については、

イ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場 イ 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場

合には、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月 合には、その翌月から人員基準欠如が解消されるに至った月

まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の

算定方法に規定する算定方法に従って減算され、 算定方法に規定する算定方法に従って減算され、

ロ １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基 ロ １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基

準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員につい 準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員につい

て所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法 て所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法

に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準 に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員基準

を満たすに至っている場合を除く。）。 を満たすに至っている場合を除く。）。

ハ 小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介 ハ 小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介

護事業所及び複合型サービス事業所については、指定地域密 護事業所及び複合型サービス事業所については、指定地域密

着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平 着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平
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成18年厚生労働省令第34号。以下「指定地域密着型サービス 成18年厚生労働省令第34号。以下「指定地域密着型サービス

基準」という。）第63条第１項に規定する小規模多機能型居 基準」という。）第63条第１項に規定する小規模多機能型居

宅介護従業者（通いサービス及び訪問サービスの提供に当た 宅介護従業者（通いサービス及び訪問サービスの提供に当た

る者に限る。）、同規則第90条第１項に規定する介護従業者及 る者に限る。）、同令第90条第１項に規定する介護従業者及び

び同規則第171条第１項に規定する複合型サービス従業者（通 同令第171条第１項に規定する看護小規模多機能型居宅介護

いサービス及び訪問サービスの提供に当たる者に限る。）は 従業者（通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる者に

前記イ及びロにより取り扱うこととする。なお、小規模多機 限る。）は前記イ及びロにより取り扱うこととする。なお、

能型居宅介護従業者及び複合型サービス従業者については、 小規模多機能型居宅介護従業者及び看護小規模多機能型居宅

指定地域密着型サービス基準第63条第４項の看護師又は准看 介護従業者については、指定地域密着型サービス基準第63条

護師の人員基準欠如に係る減算の取扱いは④、同条第１項の 第４項の看護師又は准看護師の人員基準欠如に係る減算の取

夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を行う職員並びに同条第７ 扱いは④、同条第１項の夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を

項に規定するサテライト型小規模多機能型居宅介護事業所（以 行う職員並びに同条第７項に規定するサテライト型小規模多

下「サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所」という。） 機能型居宅介護事業所（以下「サテライト型小規模多機能型

の訪問サービスの提供に当たる職員並びに指定地域密着型サ 居宅介護事業所」という。）の訪問サービスの提供に当たる

ービス基準第171条第１項の夜間及び深夜の勤務並びに宿直 職員並びに指定地域密着型サービス基準第171条第１項の夜

勤務を行う職員の人員基準欠如に係る減算の取扱いは⑤を参 間及び深夜の勤務並びに宿直勤務を行う職員の人員基準欠如

照すること。 に係る減算の取扱いは⑤を参照すること。

④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月 ④ 看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月

から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全 から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全

員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算 員について所定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算

定方法に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員 定方法に従って減算される（ただし、翌月の末日において人員

基準を満たすに至っている場合を除く。）。小規模多機能型居宅 基準を満たすに至っている場合を除く。）。小規模多機能型居宅

介護事業所並びに複合型サービス事業所における介護支援専門 介護事業所並びに看護小規模多機能型居宅介護事業所における

員及びサテライト型小規模多機能型居宅介護事業所における指 介護支援専門員及びサテライト型小規模多機能型居宅介護事業

定地域密着型サービス基準第63条第12項に規定する研修修了者 所における指定地域密着型サービス基準第63条第12項に規定す

並びに認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当 る研修修了者並びに認知症対応型共同生活介護事業所における

者が必要な研修を修了していない場合及び認知症対応型共同生 計画作成担当者が必要な研修を修了していない場合及び認知症

活介護事業所における計画作成担当者のうち、介護支援専門員 対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者のうち、介

を配置していない場合についても、同様の取扱いとする。ただ 護支援専門員を配置していない場合についても、同様の取扱い

し、都道府県（指定都市を含む。以下同じ。）における研修の とする。ただし、都道府県（指定都市を含む。以下同じ。）に

開催状況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等により人員基 おける研修の開催状況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等

準欠如となった場合に、小規模多機能型居宅介護事業所及び複 により人員基準欠如となった場合に、小規模多機能型居宅介護

合型サービス事業所にあっては介護支援専門員を、認知症対応 事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっては介護

型共同生活介護事業所にあっては計画作成担当者を新たに配置 支援専門員を、認知症対応型共同生活介護事業所にあっては計

し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に研修の申込を 画作成担当者を新たに配置し、かつ、市町村からの推薦を受け



- 9 -

行い、当該介護支援専門員又は当該計画作成担当者が研修を修 て都道府県に研修の申込を行い、当該介護支援専門員又は当該

了することが確実に見込まれるときは、当該研修を修了するま 計画作成担当者が研修を修了することが確実に見込まれるとき

での間は減算対象としない取扱いとする。なお、当該介護支援 は、当該研修を修了するまでの間は減算対象としない取扱いと

専門員又は当該計画作成担当者が受講予定の研修を修了しなか する。なお、当該介護支援専門員又は当該計画作成担当者が受

った場合は、通常の減算の算定方法に従って、人員基準欠如が 講予定の研修を修了しなかった場合は、通常の減算の算定方法

発生した翌々月から減算を行うこととするが、当該介護支援専 に従って、人員基準欠如が発生した翌々月から減算を行うこと

門員等が研修を修了しなかった理由が、当該介護支援専門員等 とするが、当該介護支援専門員等が研修を修了しなかった理由

の急な離職等、事業所の責に帰すべき事由以外のやむを得ない が、当該介護支援専門員等の急な離職等、事業所の責に帰すべ

ものである場合であって、当該離職等の翌々月までに、研修を き事由以外のやむを得ないものである場合であって、当該離職

修了することが確実に見込まれる介護支援専門員等を新たに配 等の翌々月までに、研修を修了することが確実に見込まれる介

置したときは、当該研修を修了するまでの間は減算対象としな 護支援専門員等を新たに配置したときは、当該研修を修了する

い取扱いとすることも差し支えない。 までの間は減算対象としない取扱いとすることも差し支えない。

⑤ 地域密着型サービス基準第63条第１項及び第171条第１項の夜 ⑤ 地域密着型サービス基準第63条第１項及び第171条第１項の夜

間及び深夜の勤務又は宿直勤務を行う職員並びにサテライト型 間及び深夜の勤務又は宿直勤務を行う職員並びにサテライト型

指定小規模多機能型居宅介護事業所の訪問サービスの提供に当 指定小規模多機能型居宅介護事業所の訪問サービスの提供に当

たる小規模多機能型居宅介護従業者の人員基準欠如については、 たる小規模多機能型居宅介護従業者の人員基準欠如については、

ある月において以下のいずれかの事態が発生した場合に、その ある月において以下のいずれかの事態が発生した場合に、その

翌月において利用者等の全員について、減算することとする。 翌月において利用者等の全員について、減算することとする。

イ 当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着 イ 当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着

型サービス基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続 型サービス基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続

して発生した場合 して発生した場合

ロ 当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着 ロ 当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着

型サービス基準に定める員数に満たない事態が４日以上発生 型サービス基準に定める員数に満たない事態が４日以上発生

した場合 した場合

⑥ 市町村長は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員 ⑥ 市町村長は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員

の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指導すること。 の増員、利用定員等の見直し、事業の休止等を指導すること。

当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、 当該指導に従わない場合には、特別な事情がある場合を除き、

指定の取消しを検討するものとする。 指定の取消しを検討するものとする。

⑼ 夜勤体制による減算について ⑼ 夜勤体制による減算について

① 認知症対応型共同生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設 ① 認知症対応型共同生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護については、夜勤を行う職員の員数が基準に満 入所者生活介護については、夜勤を行う職員の員数が基準に満

たない場合の所定単位数の減算に係る規定（厚生労働大臣が定 たない場合の所定単位数の減算に係る規定（厚生労働大臣が定

める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成12年厚生省 める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成12年厚生省

告示第29号。以下「夜勤職員基準」という。））を置いていると 告示第29号。以下「夜勤職員基準」という。））を置いていると

ころであるが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者 ころであるが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者
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等のニーズに対応し、適正なサービスの提供を確保するための 等のニーズに対応し、適正なサービスの提供を確保するための

規定であり、夜勤を行う看護職員又は介護職員の員数不足の未 規定であり、夜勤を行う看護職員又は介護職員の員数不足の未

然防止を図るよう努めるものとする。 然防止を図るよう努めるものとする。

② 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算について ② 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算について

は、ある月において以下のいずれかの事態が発生した場合に、 は、ある月において以下のいずれかの事態が発生した場合に、

その翌月において利用者等の全員について、所定単位数が減算 その翌月において利用者等の全員について、所定単位数が減算

されることとする。 されることとする。

イ 夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前５時までの時間を含 イ 夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前５時までの時間を含

めた連続する16時間をいい、原則として事業所又は施設ごと めた連続する16時間をいい、原則として事業所又は施設ごと

に設定するものとする）において夜勤を行う職員数が夜勤職 に設定するものとする）において夜勤を行う職員数が夜勤職

員基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続して発生 員基準に定める員数に満たない事態が２日以上連続して発生

した場合 した場合

ロ 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定 ロ 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定

める員数に満たない事態が４日以上発生した場合 める員数に満たない事態が４日以上発生した場合

③ 夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数について ③ 夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数について

は、⑻②を準用すること。この場合において「小数点第２位以 は、⑻②を準用すること。この場合において「小数点第２位以

下」とあるのは「小数点以下」と読み替えるものとすること。 下」とあるのは「小数点以下」と読み替えるものとすること。

④ 市町村長は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、夜 ④ 市町村長は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、夜

勤を行う職員の確保を指導し、当該指導に従わない場合は、指 勤を行う職員の確保を指導し、当該指導に従わない場合は、指

定の取消しを検討すること。 定の取消しを検討すること。

⑽ 新設、増床又は減床の場合の利用者数等について ⑽ 新設、増床又は減床の場合の利用者数等について

人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては、 人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては、

イ 新設又は増床分のベッドに関して、前年度において１年未満 イ 新設又は増床分のベッドに関して、前年度において１年未満

の実績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。） の実績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）

の利用者数等は、新設又は増床の時点から６月未満の間は、便 の利用者数等は、新設又は増床の時点から６月未満の間は、便

宜上、ベッド数の90％を利用者数等とし、新設又は増床の時点 宜上、ベッド数の90％を利用者数等とし、新設又は増床の時点

から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全利用者等 から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全利用者等

の延数を６月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時 の延数を６月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時

点から１年以上経過している場合は、直近１年間における全利 点から１年以上経過している場合は、直近１年間における全利

用者等の延数を１年間の日数で除して得た数とする。 用者等の延数を１年間の日数で除して得た数とする。

ロ 減床の場合には、減床後の実績が３月以上あるときは、減床 ロ 減床の場合には、減床後の実績が３月以上あるときは、減床

後の延利用者数を延日数で除して得た数とする。 後の延利用者数を延日数で除して得た数とする。

⑾ 市町村が独自に定める介護報酬の設定 ⑾ 市町村が独自に定める介護報酬の設定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護費、 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型訪問介護費、

小規模多機能型居宅介護費及び複合型サービス費については、介 小規模多機能型居宅介護費及び複合型サービス費については、介
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護保険法第42条の２第４項の規定に基づき、厚生労働大臣が定め 護保険法第42条の２第４項の規定に基づき、厚生労働大臣が定め

る基準により算定した額の範囲内で、市町村が通常の報酬よりも る基準により算定した額の範囲内で、市町村が通常の報酬よりも

高い報酬（以下「市町村独自報酬」という。）を算定できること 高い報酬（以下「市町村独自報酬」という。）を算定できること

としている。この取扱いについては、厚生労働大臣が定める指定 としている。この取扱いについては、厚生労働大臣が定める指定

地域密着型サービス費の額の限度に関する基準（平成24年厚生労 地域密着型サービス費の額の限度に関する基準（平成24年厚生労

働省告示第119号）に定めるとおりとし、具体的な取扱いについて 働省告示第119号）に定めるとおりとし、具体的な取扱いについて

は次のとおりとする。 は次のとおりとする。

① 市町村独自報酬については、加算方式とし、市町村は当該加 ① 市町村独自報酬については、加算方式とし、市町村は当該加

算に係る要件及び単位数を定めること。 算に係る要件及び単位数を定めること。

② ①の要件については、地域密着型サービス基準に規定された ② ①の要件については、地域密着型サービス基準に規定された

内容を下回る要件としてはならないこと。 内容を下回る要件としてはならないこと。

③ ①の単位数については、一の要件につき50の倍数となる単位 ③ ①の単位数については、一の要件につき50の倍数となる単位

数とし、一の利用者に対して算定される単位数の上限は、定期 数とし、一の利用者に対して算定される単位数の上限は、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護費については500単位、夜間対応 巡回・随時対応型訪問介護看護費については500単位、夜間対応

型訪問介護費については300単位、小規模多機能型居宅介護費及 型訪問介護費については300単位、小規模多機能型居宅介護費及

び複合型サービス費については1,000単位を超えてはならないこ び複合型サービス費については1,000単位を超えてはならないこ

と。 と。

④ ①の要件について、指定地域密着型サービスに要する費用の ④ ①の要件について、指定地域密着型サービスに要する費用の

額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第126号。以下 額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第126号。以下

「報酬告示」という。）に規定する加算の要件を下回る要件と 「報酬告示」という。）に規定する加算の要件を下回る要件と

する場合、報酬告示において定める当該加算に係る単位数を超 する場合、報酬告示において定める当該加算に係る単位数を超

えることは認められないこと。 えることは認められないこと。

⑤ 市町村は、市町村独自報酬を定めるに当たっては、あらかじ ⑤ 市町村は、市町村独自報酬を定めるに当たっては、あらかじ

め市町村に設置された地域密着型サービス運営委員会等を活用 め市町村に設置された地域密着型サービス運営委員会等を活用

するなど、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係 するなど、当該市町村が行う介護保険の被保険者その他の関係

者の意見を反映させ、学識経験を有する者の知見の活用を図る 者の意見を反映させ、学識経験を有する者の知見の活用を図る

ために必要な措置を講じなければならないこと。 ために必要な措置を講じなければならないこと。

⑥ 市町村は、市町村独自報酬を設定したときは、その内容を公 ⑥ 市町村は、市町村独自報酬を設定したときは、その内容を公

表し、当該市町村が指定した定期巡回・随時対応型訪問介護看 表し、当該市町村の長が指定した定期巡回・随時対応型訪問介

護事業所、夜間対応型訪問介護事業所、小規模多機能型居宅介 護看護事業所、夜間対応型訪問介護事業所、小規模多機能型居

護事業所又は複合型サービス事業所に周知するとともに、各都 宅介護事業所又は看護小規模多機能型居宅介護事業所に周知す

道府県の国民健康保険団体連合会に対し報告を行うこと。 るとともに、各都道府県の国民健康保険団体連合会に対し報告

を行うこと。

⑿ 「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について ⑿ 「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について

① 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判 ① 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判
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定基準」の活用について」（平成５年10月26日老健第135号厚生 定基準」の活用について」（平成５年10月26日老健第135号厚生

省老人保健福祉局長通知）に規定する「認知症高齢者の日常生 省老人保健福祉局長通知）に規定する「認知症高齢者の日常生

活自立度」（以下「日常生活自立度」という。）を用いる場合の 活自立度」（以下「日常生活自立度」という。）を用いる場合の

日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治 日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治

医意見書（以下この号において「判定結果」という。）を用い 医意見書（以下この号において「判定結果」という。）を用い

るものとする。 るものとする。

② ①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サー ② ①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サー

ビス計画又は各サービスのサービス計画に記載するものとする。 ビス計画又は各サービスのサービス計画に記載するものとする。

また、主治医意見書とは、「要介護認定等の実施について」（平 また、主治医意見書とは、「要介護認定等の実施について」（平

成21年９月30日老発0930第５号厚生労働省老健局長通知）に基 成21年９月30日老発0930第５号厚生労働省老健局長通知）に基

づき、主治医が記載した同通知中「３主治医の意見の聴取」に づき、主治医が記載した同通知中「３主治医の意見の聴取」に

規定する「主治医意見書」中「３心身の状態に関する意見 ⑴ 規定する「主治医意見書」中「３心身の状態に関する意見 ⑴

日常生活の自立度等について ・認知症高齢者の日常生活自立 日常生活の自立度等について ・認知症高齢者の日常生活自立

度」欄の記載をいうものとする。なお、複数の判定結果がある 度」欄の記載をいうものとする。なお、複数の判定結果がある

場合にあっては、最も新しい判定を用いるものとする。 場合にあっては、最も新しい判定を用いるものとする。

③ 医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて ③ 医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて

同意が得られていない場合を含む。）にあっては、「要介護認定 同意が得られていない場合を含む。）にあっては、「要介護認定

等の実施について」に基づき、認定調査員が記入した同通知中 等の実施について」に基づき、認定調査員が記入した同通知中

「２⑷認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票 「２⑷認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票

（基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記 （基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記

載を用いるものとする。 載を用いるものとする。

⒀ 栄養管理について ⒀ 栄養管理について

介護サービス事業者は、利用者に対し、各利用者の年齢、心身 介護サービス事業者は、利用者に対し、各利用者の年齢、心身

の状況に応じた栄養状態の管理を適切に実施すること。特に、地 の状況に応じた栄養状態の管理を適切に実施すること。特に、地

域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護においては、常勤の管 域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護においては、常勤の管

理栄養士又は栄養士が、各利用者の年齢等に応じて適切な栄養量 理栄養士又は栄養士が、各利用者の年齢等に応じて適切な栄養量

及び内容の食事提供を行う体制を整備し、各利用者の栄養状態に 及び内容の食事提供を行う体制を整備し、各利用者の栄養状態に

あった栄養管理を行うこと。 あった栄養管理を行うこと。

２ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費 ２ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費

⑴ 基本単位の算定について ⑴ 基本単位の算定について

定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定する場合について 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定する場合について

は、月途中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合には、 は、月途中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合には、

所定単位数を日割り計算して得た単位数を算定する。 所定単位数を日割り計算して得た単位数を算定する。

なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定している間 なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護費を算定している間

は、当該利用者に係る、他の訪問サービスのうち、訪問介護費（通 は、当該利用者に係る、他の訪問サービスのうち、訪問介護費（通
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院等乗降介助に係るものを除く。）、訪問看護費（連携型指定定期 院等乗降介助に係るものを除く。）、訪問看護費（連携型指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護を利用している場合を除く。）及 巡回・随時対応型訪問介護看護を利用している場合を除く。）及

び夜間対応型訪問介護費（以下「訪問介護費等」という。）は算 び夜間対応型訪問介護費（以下「訪問介護費等」という。）は算

定しないものとする。この場合において、定期巡回・随時対応型 定しないものとする。この場合において、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の利用を開始した初日における当該利用開始時以前 訪問介護看護の利用を開始した初日における当該利用開始時以前

に提供されたサービスに係る訪問介護費等及び利用終了日におけ に提供されたサービスに係る訪問介護費等及び利用終了日におけ

る当該利用終了時以後に提供されたサービスに係る訪問介護費等 る当該利用終了時以後に提供されたサービスに係る訪問介護費等

は算定できるものとする。 は算定できるものとする。

⑵ 通所系サービス及び短期入所系サービスを利用した場合の取扱 ⑵ 通所系サービス及び短期入所系サービスを利用した場合の取扱

い い

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者が、通所介護、通 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用者が、通所介護、通

所リハビリテーション若しくは認知症対応型通所介護（以下「通 所リハビリテーション若しくは認知症対応型通所介護（以下「通

所系サービス」という。）又は短期入所生活介護若しくは短期入 所系サービス」という。）又は短期入所生活介護若しくは短期入

所療養介護、短期利用共同生活介護、短期利用特定施設入居者生 所療養介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、小規模多機能

活介護若しくは地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護（以 型居宅介護（短期利用居宅介護費を算定する場合に限る。）、短期

下「短期入所系サービス」）を利用した場合の取扱いについては、 利用特定施設入居者生活介護、地域密着型短期利用特定施設入居

次のとおりとする。 者生活介護若しくは看護小規模多機能型居宅介護（短期利用居宅

介護費を算定する場合に限る。）（以下「短期入所系サービス」）

を利用した場合の取扱いについては、次のとおりとする。

① 通所系サービス利用時 ① 通所系サービス利用時

所定単位数から、当該月の通所系サービスの利用日数に注４ 所定単位数から、当該月の通所系サービスの利用日数に注４

に定める単位数を乗じて得た単位数を減じたものを、当該月の に定める単位数を乗じて得た単位数を減じたものを、当該月の

所定単位数とする。 所定単位数とする。

② 短期入所系サービス利用時 ② 短期入所系サービス利用時

短期入所系サービスの利用日数に応じた日割り計算を行う。 短期入所系サービスの利用日数に応じた日割り計算を行う。

具体的には、当該月の日数から、当該月の短期入所系サービス 具体的には、当該月の日数から、当該月の短期入所系サービス

の利用日数（退所日を除く。）を減じて得た日数に、サービス の利用日数（退所日を除く。）を減じて得た日数に、サービス

コード表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)又は(Ⅱ) コード表の定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)又は(Ⅱ)

の日割り単価を乗じて得た単位数を、当該月の所定単位数とす の日割り単価を乗じて得た単位数を、当該月の所定単位数とす

る。 る。

⑶ 訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護 ⑶ 訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護

看護費(Ⅰ)の取扱い 看護費(Ⅰ)の取扱い

① 「通院が困難な利用者」について ① 「通院が困難な利用者」について

「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサー 「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサー

ビスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきとい ビスが担保されるのであれば、通院サービスを優先すべきとい
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うことである。 うことである。

訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介 訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介

護看護費(Ⅰ)は「通院が困難な利用者」に対して算定すること 護看護費(Ⅰ)は「通院が困難な利用者」に対して算定すること

とされているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上 とされているが、通院の可否にかかわらず、療養生活を送る上

での居宅での支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの での居宅での支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの

結果、訪問看護サービスの提供が必要と判断された場合は訪問 結果、訪問看護サービスの提供が必要と判断された場合は訪問

看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護 看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護

費(Ⅰ)を算定できるものである。 費(Ⅰ)を算定できるものである。

② 訪問看護指示の有効期間について ② 訪問看護指示の有効期間について

訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介 訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介

護看護費(Ⅰ)は、主治の医師の判断に基づいて交付された指示 護看護費(Ⅰ)は、主治の医師の判断に基づいて交付された指示

書の有効期間内に訪問看護サービスを行った場合に算定する。 書の有効期間内に訪問看護サービスを行った場合に算定する。

③ 理学療法士等の訪問について ③ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について

理学療法士等による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護は、

としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、 その訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心

看護職員の代わりに訪問させるという位置付けのものである。 としたものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるとい

う位置付けのものである。

なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、看 なお、言語聴覚士による訪問において提供されるものは、看

護業務の一部として提供するものであるため、言語聴覚士の業 護業務の一部として提供するものであるため、言語聴覚士の業

務のうち保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）の規 務のうち保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）の規

定にかかわらず業とすることができるとされている診療の補助 定にかかわらず業とすることができるとされている診療の補助

行為（言語聴覚士法（平成９年法律第132号）第42条第１項） 行為（言語聴覚士法（平成９年法律第132号）第42条第１項）

に限る。 に限る。

④ 末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて ④ 末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて

末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（厚生労 末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（厚生労

働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成24年厚生労働省 働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成27年厚生労働省

告示第95号。以下「95号告示」という。）第４号を参照のこと。） 告示第94号。以下「利用者等告示」という。）第４号を参照の

の患者については、医療保険の給付の対象となるものであり、 こと。）の患者については、医療保険の給付の対象となるもの

訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護 であり、訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型

看護費(Ⅰ)は算定しない。なお、月途中から医療保険の給付の 訪問介護看護費(Ⅰ)は算定しない。なお、月途中から医療保険

対象となる場合又は月途中から医療保険の給付の対象外となる の給付の対象となる場合又は月途中から医療保険の給付の対象

場合には、医療保険の給付の対象となる期間に応じて日割り計 外となる場合には、医療保険の給付の対象となる期間に応じて

算を行うこととする（具体的な計算方法については、主治の医 日割り計算を行うこととする（具体的な計算方法については、

師の特別な指示があった場合の取扱いに準じることとするので、 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱いに準じることと

⑽を参照されたい。）。なお、医療保険の給付の対象となる期間 するので、⑽を参照されたい。）。なお、医療保険の給付の対象
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については、主治の医師による指示に基づくものとする。 となる期間については、主治の医師による指示に基づくものと

する。

⑤ 居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に ⑤ 居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に

准看護師以外の看護師等により訪問看護サービスが行われた場 准看護師以外の看護師等により訪問看護サービスが行われた場

合の取扱い 合の取扱い

居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている 居宅サービス計画上、准看護師が訪問することとされている

場合に、事業所の事情により准看護師以外の看護師等が訪問す 場合に、事業所の事情により准看護師以外の看護師等が訪問す

る場合については、所定単位数に100分の98を乗じて得た単位数 る場合については、所定単位数に100分の98を乗じて得た単位数

を算定すること。 を算定すること。

また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問 また、居宅サービス計画上、准看護師以外の看護師等が訪問

することとされている場合に、准看護師が訪問する場合につい することとされている場合に、准看護師が訪問する場合につい

ては、准看護師が訪問する場合の単位数（所定単位数の100分の ては、准看護師が訪問する場合の単位数（所定単位数の100分の

98）を算定すること。 98）を算定すること。

⑷ 特別地域定期巡回・随時対応型訪問介護看護加算について ⑷ 特別地域定期巡回・随時対応型訪問介護看護加算について

注５の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具 注５の「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具

の保管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」と の保管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライト事業所」と

いう。）とし、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サ いう。）とし、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サ

テライト事業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の本 テライト事業所が離島等に所在する場合、本体事業所を業務の本

拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者による定期巡 拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者による定期巡

回・随時対応型訪問介護看護は加算の対象とならず、サテライト 回・随時対応型訪問介護看護は加算の対象とならず、サテライト

事業所を業務の本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従 事業所を業務の本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者による定期巡回・随時対応型訪問介護看護は加算の対象とな 業者による定期巡回・随時対応型訪問介護看護は加算の対象とな

るものであること。 るものであること。

サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテ サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテ

ライト事業所を本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従 ライト事業所を本拠とする定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者を明確にするとともに、当該サテライト事業所からの提供し 業者を明確にするとともに、当該サテライト事業所からの提供し

た具体的なサービスの内容等の記録を行い、管理すること。 た具体的なサービスの内容等の記録を行い、管理すること。

⑸ 注６の取扱い ⑸ 注６の取扱い

① ⑷を参照のこと。 ① ⑷を参照のこと。

② 実利用者数は前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実 ② 実利用者数は前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実

利用者数をいうものとする。 利用者数をいうものとする。

③ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始、 ③ 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始、

又は再開した事業所を含む。）については、直近の３月におけ 又は再開した事業所を含む。）については、直近の３月におけ

る１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。したがっ る１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。したがっ

て、新たに事業を開始、又は再開した事業者については、四月 て、新たに事業を開始、又は再開した事業者については、四月
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目以降届出が可能となるものであること。 目以降届出が可能となるものであること。

平均実利用者数については、毎月ごとに記録するものとし、 平均実利用者数については、毎月ごとに記録するものとし、

所定の利用者数を上回った場合については、直ちに第一の５の 所定の利用者数を上回った場合については、直ちに第一の５の

届出を提出しなければならない。 届出を提出しなければならない。

④ 当該加算を算定する事業所は、その旨について利用者に事前 ④ 当該加算を算定する事業所は、その旨について利用者に事前

に説明を行い、同意を得てサービスを行う必要があること。 に説明を行い、同意を得てサービスを行う必要があること。

⑹ 注７の取扱い ⑹ 注７の取扱い

注７の加算を算定する利用者については、指定地域密着型サー 注７の加算を算定する利用者については、指定地域密着型サー

ビス基準第３条の19第３項に規定する交通費の支払いを受けるこ ビス基準第３条の19第３項に規定する交通費の支払いを受けるこ

とはできないこととする。 とはできないこととする。

⑺ 緊急時訪問看護加算について ⑺ 緊急時訪問看護加算について

① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から ① 緊急時訪問看護加算については、利用者又はその家族等から

電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応で 電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応で

きる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が訪問 きる体制にある事業所において、当該事業所の看護師等が訪問

看護サービスを受けようとする者に対して、当該体制にある旨 看護サービスを受けようとする者に対して、当該体制にある旨

及び計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った 及び計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行う場

場合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を得た場合 合には当該加算を算定する旨を説明し、その同意を得た場合に

に加算する。 加算する。

② 緊急時訪問看護加算については、介護保険の給付対象となる ② 緊急時訪問看護加算については、介護保険の給付対象となる

訪問看護サービスを行った日の属する月の所定単位数に加算す 訪問看護サービスを行った日の属する月の所定単位数に加算す

るものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合には、 るものとする。なお当該加算を介護保険で請求した場合には、

同月に訪問看護及び複合型サービスを利用した場合の当該各サ 同月に訪問看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場

ービスにおける緊急時訪問看護加算並びに同月に医療保険にお 合の当該各サービスにおける緊急時訪問看護加算並びに同月に

ける訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における24時間連 医療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護にお

絡体制加算及び24時間対応体制加算は算定できないこと。 ける24時間連絡体制加算及び24時間対応体制加算は算定できな

いこと。

③ 緊急時訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業 ③ 緊急時訪問看護加算は、一人の利用者に対し、一か所の事業

所に限り算定できる。このため、緊急時訪問看護加算に係る訪 所に限り算定できる。このため、緊急時訪問看護加算に係る訪

問看護サービスを受けようとする利用者に説明するに当たって 問看護サービスを受けようとする利用者に説明するに当たって

は、当該利用者に対して、他の事業所から緊急時訪問看護加算 は、当該利用者に対して、他の事業所から緊急時訪問看護加算

に係る訪問看護を受けていないか確認すること。 に係る訪問看護を受けていないか確認すること。

④ 緊急時訪問看護加算の届出は利用者や居宅介護支援事業所が ④ 緊急時訪問看護加算の届出は利用者や居宅介護支援事業所が

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を選定する上で必要 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を選定する上で必要

な情報として届け出させること。なお、緊急時訪問看護加算の な情報として届け出させること。なお、緊急時訪問看護加算の

算定に当たっては、第一の１の⑸によらず、届出を受理した日 算定に当たっては、第一の１の⑸によらず、届出を受理した日
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から算定するものとする。 から算定するものとする。

⑻ 特別管理加算について ⑻ 特別管理加算について

① 特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が定 ① 特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を選定する上で必要な 期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を選定する上で必要な

情報として届け出させること。 情報として届け出させること。

② 特別管理加算は、介護保険の給付対象となる訪問看護サービ ② 特別管理加算は、介護保険の給付対象となる訪問看護サービ

スを行った日の属する月に算定するものとする。なお、当該加 スを行った日の属する月に算定するものとする。なお、当該加

算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び複合型 算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び看護小

サービスを利用した場合の当該各サービスにおける特別管理加 規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけ

算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当 る特別管理加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用

該訪問看護における特別管理加算は算定できないこと。 した場合の当該訪問看護における特別管理加算は算定できない

こと。

③ 特別管理加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限 ③ 特別管理加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限

り算定できる。 り算定できる。

④ 「真皮を越える褥瘡の状態」とは、ＮＰＵＡＰ（National Pr ④ 「真皮を越える褥瘡の状態」とは、ＮＰＵＡＰ（National Pr

essure Ulcer of Advisory Panel）分類Ⅲ度若しくはⅣ度又は essure Ulcer of Advisory Panel）分類Ⅲ度若しくはⅣ度又は

ＤＥＳＩＧＮ分類（日本褥瘡学会によるもの）Ｄ３、Ｄ４若し ＤＥＳＩＧＮ分類（日本褥瘡学会によるもの）Ｄ３、Ｄ４若し

くはＤ５に該当する状態をいう。 くはＤ５に該当する状態をいう。

⑤ 「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対して特別管理加算 ⑤ 「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対して特別管理加算

を算定する場合には、定期的（１週間に１回以上）に褥瘡の状 を算定する場合には、定期的（１週間に１回以上）に褥瘡の状

態の観察・アセスメント・評価（褥瘡の深さ、滲出液、大きさ、 態の観察・アセスメント・評価（褥瘡の深さ、滲出液、大きさ、

炎症・感染、肉芽組織、壊死組織、ポケット）を行い、褥瘡の 炎症・感染、肉芽組織、壊死組織、ポケット）を行い、褥瘡の

発生部位及び実施したケア（利用者の家族等に行う指導を含む） 発生部位及び実施したケア（利用者の家族等に行う指導を含む）

について訪問看護サービス記録書に記録すること。 について訪問看護サービス記録書に記録すること。

⑥ 「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」 ⑥ 「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」

とは、主治の医師が点滴注射を週３日以上行うことが必要であ とは、主治の医師が点滴注射を週３日以上行うことが必要であ

る旨の指示を定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に行っ る旨の指示を定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に行っ

た場合であって、かつ、当該事業所の看護職員が週３日以上点 た場合であって、かつ、当該事業所の看護職員が週３日以上点

滴注射を実施している状態をいう。 滴注射を実施している状態をいう。

⑦ ⑥の状態にある者に対して特別管理加算を算定する場合は、 ⑦ ⑥の状態にある者に対して特別管理加算を算定する場合は、

点滴注射が終了した場合その他必要が認められる場合には、主 点滴注射が終了した場合その他必要が認められる場合には、主

治の医師に対して速やかに当該者の状態を報告するとともに、 治の医師に対して速やかに当該者の状態を報告するとともに、

訪問看護サービス記録書に点滴注射の実施内容を記録すること。 訪問看護サービス記録書に点滴注射の実施内容を記録すること。

⑧ 訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師によ ⑧ 訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師によ

る診療を受けることができるよう必要な支援を行うこととする。 る診療を受けることができるよう必要な支援を行うこととする。
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⑼ ターミナルケア加算について ⑼ ターミナルケア加算について

① ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死 ① ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死

亡月に算定することとされているが、ターミナルケアを最後に 亡月に算定することとされているが、ターミナルケアを最後に

行った日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死 行った日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死

亡月に算定することとする。 亡月に算定することとする。

② ターミナルケア加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業 ② ターミナルケア加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業

所に限り算定できる。なお、当該加算を介護保険で請求した場 所に限り算定できる。なお、当該加算を介護保険で請求した場

合には、同月に訪問看護及び複合型サービスを利用した場合の 合には、同月に訪問看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利

当該各サービスにおけるターミナルケア加算並びに同月に医療 用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並び

保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケ に同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護

ア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加 ターミナルケア療養費及び訪問看護・指導料における在宅ター

算（以下２において「ターミナルケア加算等」という。）は算 ミナルケア加算（以下２において「ターミナルケア加算等」と

定できないこと。 いう。）は算定できないこと。

③ 一の事業所において、死亡日及び死亡日前14日以内に医療保 ③ 一の事業所において、死亡日及び死亡日前14日以内に医療保

険又は介護保険の給付の対象となる訪問看護をそれぞれ１日以 険又は介護保険の給付の対象となる訪問看護をそれぞれ１日以

上実施した場合は、最後に実施した保険制度においてターミナ 上実施した場合は、最後に実施した保険制度においてターミナ

ルケア加算等を算定すること。この場合において他制度の保険 ルケア加算等を算定すること。この場合において他制度の保険

によるターミナルケア加算等は算定できないこと。 によるターミナルケア加算等は算定できないこと。

④ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看 ④ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看

護サービス記録書に記録しなければならない。 護サービス記録書に記録しなければならない。

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての

記録 記録

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化 イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化

及びこれに対するケアの経過についての記録 及びこれに対するケアの経過についての記録

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用 ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用

者及び家族の意向を把握し、それに基づくアセスメント及び 者及び家族の意向を把握し、それに基づくアセスメント及び

対応の経過の記録 対応の経過の記録

⑤ ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関 ⑤ ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関

へ搬送し、24時間以内に死亡が確認される場合等については、 へ搬送し、24時間以内に死亡が確認される場合等については、

ターミナルケア加算を算定することができるものとする。 ターミナルケア加算を算定することができるものとする。

⑽ 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い ⑽ 主治の医師の特別な指示があった場合の取扱い

利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要 利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要

がある旨の特別指示又は特別指示書の交付があった場合は、交付 がある旨の特別指示又は特別指示書の交付があった場合は、交付

の日から14日間を限度として医療保険の給付対象となるものであ の日から14日間を限度として医療保険の給付対象となるものであ

り、訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介 り、訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介
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護看護費(Ⅰ)は算定しない。 護看護費(Ⅰ)は算定しない。

この場合においては日割り計算を行うこととし、日割り計算の この場合においては日割り計算を行うこととし、日割り計算の

方法については、当該月における、当該月の日数から当該医療保 方法については、当該月における、当該月の日数から当該医療保

険の給付対象となる日数を減じた日数を、サービスコード表の訪 険の給付対象となる日数を減じた日数を、サービスコード表の訪

問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護 問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護

費(Ⅰ)の日割り単価に乗じて得た単位数と、当該医療保険の給付 費(Ⅰ)の日割り単価に乗じて得た単位数と、当該医療保険の給付

対象となる日数を、サービスコード表の訪問看護サービス利用者 対象となる日数を、サービスコード表の訪問看護サービス利用者

以外の利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)の 以外の利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護費(Ⅰ)の

日割り単価に乗じて得た単位数とを合算した単位数を当該月の所 日割り単価に乗じて得た単位数とを合算した単位数を当該月の所

定単位数とする。 定単位数とする。

なお、医療機関において実施する訪問看護の利用者について、 なお、医療機関において実施する訪問看護の利用者について、

急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要があって、 急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要があって、

医療保険の給付対象となる場合には、頻回の訪問看護が必要な理 医療保険の給付対象となる場合には、頻回の訪問看護が必要な理

由、その期間等については、診療録に記載しなければならない。 由、その期間等については、診療録に記載しなければならない。

⑾ 退院時共同指導加算の取扱い ⑾ 退院時共同指導加算の取扱い

① 退院時共同指導加算は、病院、診療所又は介護老人保健施設 ① 退院時共同指導加算は、病院、診療所又は介護老人保健施設

に入院中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、定期巡 に入院中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の看護師等が退院時共同指 回・随時対応型訪問介護看護事業所の看護師等が退院時共同指

導を行った後に、当該者の退院又は退所後、初回の訪問看護サ 導を行った後に、当該者の退院又は退所後、初回の訪問看護サ

ービスを実施した場合に、１人の利用者に当該者の退院又は退 ービスを実施した場合に、１人の利用者に当該者の退院又は退

所につき１回（厚生労働大臣が定める状態（95号告示第６号を 所につき１回（厚生労働大臣が定める状態（利用者等告示第６

参照のこと。）にある利用者について、複数日に退院時共同指 号を参照のこと。）にある利用者について、複数日に退院時共

導を行った場合には２回）に限り、当該加算を算定できること。 同指導を行った場合には２回）に限り、当該加算を算定できる

この場合の当該加算の算定は、初回の訪問看護サービスを実施 こと。この場合の当該加算の算定は、初回の訪問看護サービス

した日の属する月に算定すること。 を実施した日の属する月に算定すること。

なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っ なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っ

ている場合においても算定できること。 ている場合においても算定できること。

② ２回の当該加算の算定が可能である利用者（①の厚生労働大 ② ２回の当該加算の算定が可能である利用者（①の厚生労働大

臣が定める状態の者）に対して複数の定期巡回・随時対応型訪 臣が定める状態の者）に対して複数の定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所、複合型サービス又は訪問看護ステーション 問介護看護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所又は訪

が退院時共同指導を行う場合にあっては、１回ずつの算定も可 問看護ステーションが退院時共同指導を行う場合にあっては、

能であること。 １回ずつの算定も可能であること。

③ 複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等が退院時 ③ 複数の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所等が退院時

共同指導を行う場合には、主治の医師の所属する保険医療機関 共同指導を行う場合には、主治の医師の所属する保険医療機関

又は介護老人保健施設に対し、他の定期巡回・随時対応型訪問 又は介護老人保健施設に対し、他の定期巡回・随時対応型訪問
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介護看護事業所等における退院時共同指導の実施の有無につい 介護看護事業所等における退院時共同指導の実施の有無につい

て確認すること。 て確認すること。

④ 退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月に ④ 退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月に

訪問看護及び複合型サービスを利用した場合の当該各サービス 訪問看護及び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当

における退院時共同指導加算並びに同月に医療保険における訪 該各サービスにおける退院時共同指導加算並びに同月に医療保

問看護を利用した場合の当該訪問看護における当該加算は算定 険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における当

できないこと（②の場合を除く。）。 該加算は算定できないこと（②の場合を除く。）。

⑤ 退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護サービ ⑤ 退院時共同指導を行った場合は、その内容を訪問看護サービ

ス記録書に記録すること。 ス記録書に記録すること。

⑿ サービス提供体制強化加算について ⑿ サービス提供体制強化加算について

① 研修について ① 研修について

定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者ごとの研修計画に 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者ごとの研修計画に

ついては、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のた ついては、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のた

めの研修内容と当該研修実施のための勤務体制の確保を定める めの研修内容と当該研修実施のための勤務体制の確保を定める

とともに、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者について とともに、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者について

個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定め 個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定め

た計画を策定しなければならない。 た計画を策定しなければならない。

② 会議の開催について ② 会議の開催について

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留 「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留

意事項の伝達又は定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の 意事項の伝達又は定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の

技術指導を目的とした会議」とは、当該事業所の定期巡回・随 技術指導を目的とした会議」とは、当該事業所の定期巡回・随

時対応型訪問介護看護従業者の全てが参加するものでなければ 時対応型訪問介護看護従業者の全てが参加するものでなければ

ならない。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催 ならない。なお、実施に当たっては、全員が一堂に会して開催

する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催するこ する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催するこ

とができる。また、会議の開催状況については、その概要を記 とができる。また、会議の開催状況については、その概要を記

録しなければならない。なお、「定期的」とは、概ね１月に１ 録しなければならない。なお、「定期的」とは、おおむね１月

回以上開催されている必要がある。「利用者に関する情報若し に１回以上開催されている必要がある。「利用者に関する情報

くはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、 若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくと

次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなけ も、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載し

ればならない。 なければならない。

・利用者のＡＤＬや意欲 ・利用者のＡＤＬや意欲

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 ・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望

・家庭環境 ・家庭環境

・前回のサービス提供時の状況 ・前回のサービス提供時の状況

・その他サービス提供に当たって必要な事項 ・その他サービス提供に当たって必要な事項
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③ 健康診断等について ③ 健康診断等について

健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実施す 健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実施す

ることが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない ることが義務付けられた「常時使用する労働者」に該当しない

定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者も含めて、少なくと 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者も含めて、少なくと

も１年以内ごとに１回、事業主の費用負担により実施しなけれ も１年以内ごとに１回、事業主の費用負担により実施しなけれ

ばならない。新たに加算を算定しようとする場合にあっては、 ばならない。新たに加算を算定しようとする場合にあっては、

少なくとも１年以内に当該健康診断等が実施されることが計画 少なくとも１年以内に当該健康診断等が実施されることが計画

されていることをもって足りるものとする。 されていることをもって足りるものとする。

④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出し ④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出し

た前年度（３月を除く。）の平均を用いることとする。ただし、 た前年度（３月を除く。）の平均を用いることとする。ただし、

前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、

又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月 又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月

の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる

こととする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した こととする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した

事業者については、４月目以降届出が可能となるものであるこ 事業者については、４月目以降届出が可能となるものであるこ

と。 と。

なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職員基 なお、介護福祉士又は実務者研修修了者若しくは介護職員基

礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時点で資格を 礎研修課程修了者については、各月の前月の末日時点で資格を

取得又は研修の課程を修了している者とすること。 取得又は研修の課程を修了している者とすること。

⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降におい ⑤ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降におい

ても、直近３月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割 ても、直近３月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割

合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎 合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎

月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、 月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、

直ちに第一の５の届出を提出しなければならない。 直ちに第一の５の届出を提出しなければならない。

⑥ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をい ⑥ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をい

うものとする。具体的には、平成24年４月における勤続年数３ うものとする。具体的には、平成24年４月における勤続年数３

年以上の者とは、平成24年３月31日時点で勤続年数が３年以上 年以上の者とは、平成24年３月31日時点で勤続年数が３年以上

である者をいう。 である者をいう。

⑦ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数 ⑦ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数

に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、 に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、

社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員 社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員

として勤務した年数を含めることができるものとする。 として勤務した年数を含めることができるものとする。

⒀ 介護職員処遇改善加算について ⒀ 介護職員処遇改善加算について

介護職員処遇改善加算は、平成23年度まで実施されていた介護 介護職員処遇改善加算の内容については、別途通知（「介護職

職員処遇改善交付金による賃金改善の効果を継続する観点から、 員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様
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当該交付金を円滑に介護報酬に移行することを目的とし平成26年 式例の提示について」）を参照すること。

度までの間に限り創設したものである。その内容については、別

途通知（「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事

務処理手順及び様式例の提示について」）を参照すること。

⒁ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と同一の敷地内

若しくは隣接する敷地内の建物に居住する利用者に対する取扱い

① 同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物の定義

注14における「同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物」

とは、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と構

造上又は外形上、一体的な建築物（養護老人ホーム、軽費老人

ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。

以下「有料老人ホーム等」という。）及び同一敷地内並びに隣接

する敷地（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

と有料老人ホーム等が道路等を挟んで設置している場合を含

む。）にある建築物のうち効率的なサービス提供が可能なものを

指すものである。具体的には、一体的な建築物として、当該建

物の一階部分に指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

がある場合や当該建物と渡り廊下でつながっている場合などが

該当し、同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物として、

同一敷地内にある別棟の建築物や幅員の狭い道路を挟んで隣接

する場合などが該当するものであること。

② 当該減算は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

と有料老人ホーム等の位置関係により、効率的なサービス提供

が可能であることを適切に評価する趣旨であることに鑑み、「同

一敷地又は隣接する敷地」に当該定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所と有料老人ホーム等が設置されている場合の減算

の適用については、位置関係のみをもって判断することがない

よう留意すること。具体的には、次のような場合を一例として、

サービス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用す

べきではないこと。

（同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物に該当しないもの

の例）

・ 同一敷地であっても、広大な敷地に複数の建物が点在する

場合

・ 隣接する敷地であっても、道路や河川などに敷地が隔てら
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れており、横断するために迂回しなければならない場合

③ 同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業者と異なる場合であっても該当する

ものであること。

⒂ 総合マネジメント体制強化加算について

① 総合マネジメント体制強化加算は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所において、定期巡回サービス、随時対応

サービス及び随時訪問サービス並びに訪問看護サービスを適宜

適切に組み合わせて、利用者にとって必要なサービスを必要な

タイミングで提供し、総合的に利用者の在宅生活の継続を支援

するために、計画作成責任者、看護師、准看護師、介護職員そ

の他の関係者が、日常的に共同して行う調整や情報共有等の取

組を評価するものである。

② 総合マネジメント体制強化加算は、次に掲げるいずれにも該

当する場合に算定する。

ア 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画について、利用者

の心身の状況や家族を取り巻く環境の変化を踏まえ、計画作

成責任者、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が共

同し、随時適切に見直しを行っていること。

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護が地域に開かれたサー

ビスとなるよう、地域との連携を図るとともにに、地域の病

院の退院支援部門、診療所、介護老人保健施設その他の関係

施設に対し、事業所において提供することができる具体的な

サービスの内容等について日常的に情報提供を行っているこ

と。

３ 夜間対応型訪問介護費 ３ 夜間対応型訪問介護費

⑴ 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)と(Ⅱ)の算定 ⑴ 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)と(Ⅱ)の算定

夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)は、オペレーションセンターサービ 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)は、オペレーションセンターサービ

スに相当する部分のみを基本夜間対応型訪問介護費として一月当 スに相当する部分のみを基本夜間対応型訪問介護費として一月当

たりの定額とする一方、定期巡回サービス及び随時訪問サービス たりの定額とする一方、定期巡回サービス及び随時訪問サービス

については出来高としたものである。基本夜間対応型訪問介護費 については出来高としたものである。基本夜間対応型訪問介護費

については、夜間対応型訪問介護を利用する者すべてについて、 については、夜間対応型訪問介護を利用する者すべてについて、

定期巡回サービス又は随時訪問サービスの利用の有無を問わず算 定期巡回サービス又は随時訪問サービスの利用の有無を問わず算

定することができる。また、定期巡回サービス費及び随時訪問サ 定することができる。また、定期巡回サービス費及び随時訪問サ
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ービス費については、サービス提供の時間帯、１回当たりの時間 ービス費については、サービス提供の時間帯、１回当たりの時間

の長短、具体的なサービスの内容等にかかわらず、１回の訪問ご の長短、具体的なサービスの内容等にかかわらず、１回の訪問ご

とに所定の単位数を算定することとなる。一方、夜間対応型訪問 とに所定の単位数を算定することとなる。一方、夜間対応型訪問

介護費(Ⅱ)は、定期巡回サービス、オペレーションセンターサー 介護費(Ⅱ)は、定期巡回サービス、オペレーションセンターサー

ビス及び随時訪問サービスを全て包括して１月当たりの定額とし ビス及び随時訪問サービスを全て包括して１月当たりの定額とし

たものである。 たものである。

オペレーションセンターを設置しない事業所については夜間対 オペレーションセンターを設置しない事業所については夜間対

応型訪問介護費(Ⅱ)を算定することとなり、設置する事業所につ 応型訪問介護費(Ⅱ)を算定することとなり、設置する事業所につ

いては夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)又は(Ⅱ)を選択することができ いては夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)又は(Ⅱ)を選択することができ

ることとしている。 ることとしている。

⑵ 二人の訪問介護員等による夜間対応型訪問介護の取扱い等 ⑵ 二人の訪問介護員等による夜間対応型訪問介護の取扱い等

二人の訪問介護員等による夜間対応型訪問介護について、随時 二人の訪問介護員等による夜間対応型訪問介護について、随時

訪問サービス費(Ⅱ)が算定される場合のうち、厚生労働大臣が定 訪問サービス費(Ⅱ)が算定される場合のうち、厚生労働大臣が定

める夜間対応型訪問介護費にかかる単位数（平成18年厚生労働省 める夜間対応型訪問介護費にかかる単位数（平成18年厚生労働省

告示第263号）別表４の注イの場合としては、体重が重い利用者に 告示第263号）別表４の注イの場合としては、体重が重い利用者に

排泄介助等の重介護を内容とする訪問介護を提供する場合等が該 排泄介助等の重介護を内容とする訪問介護を提供する場合等が該

当し、注ハの場合としては、利用者の心身の状況等により異なる 当し、注ハの場合としては、利用者の心身の状況等により異なる

が、一つの目安としては１月以上定期巡回サービス又は随時訪問 が、一つの目安としては１月以上定期巡回サービス又は随時訪問

サービスを提供していない者からの通報を受けて随時訪問サービ サービスを提供していない者からの通報を受けて随時訪問サービ

スを行う場合が該当するものであること。したがって、単に安全 スを行う場合が該当するものであること。したがって、単に安全

確保のために２人の訪問介護員等によるサービス提供を行った場 確保のために２人の訪問介護員等によるサービス提供を行った場

合は、利用者側の希望により利用者や家族の同意を得て行った場 合は、利用者側の希望により利用者や家族の同意を得て行った場

合を除き、随時訪問サービス費(Ⅱ)は算定されない。 合を除き、随時訪問サービス費(Ⅱ)は算定されない。

⑶ 月途中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合 ⑶ 月途中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合

① 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)を算定する場合については、月途 ① 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)を算定する場合については、月途

中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合には、基本夜 中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合には、基本夜

間対応型訪問介護費に係る所定単位数を日割り計算して得た単 間対応型訪問介護費に係る所定単位数を日割り計算して得た単

位数を算定する。 位数を算定する。

② 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)を算定する場合については、月途 ② 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)を算定する場合については、月途

中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合には、所定単 中からの利用開始又は月途中での利用終了の場合には、所定単

位数を日割り計算して得た単位数を算定する。 位数を日割り計算して得た単位数を算定する。

⑷ 夜間対応型訪問介護と通常の訪問介護の併用 ⑷ 夜間対応型訪問介護と通常の訪問介護の併用

① 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)を算定する事業所を利用している ① 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)を算定する事業所を利用している

者については、夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)における定期巡回サ 者については、夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)における定期巡回サ

ービス及び随時訪問サービスは出来高による算定であることか ービス及び随時訪問サービスは出来高による算定であることか
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ら、他の訪問介護事業所のサービスを利用していた場合でも、 ら、他の訪問介護事業所のサービスを利用していた場合でも、

当該夜間対応型訪問介護事業所における定期巡回サービス費又 当該夜間対応型訪問介護事業所における定期巡回サービス費又

は随時訪問サービス費及び他の訪問介護事業所における訪問介 は随時訪問サービス費及び他の訪問介護事業所における訪問介

護費の算定をともに行うことが可能である。 護費の算定をともに行うことが可能である。

② 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)を算定する事業所においては、定 ② 夜間対応型訪問介護費(Ⅱ)を算定する事業所においては、定

期巡回サービスを含めて１月当たりの包括報酬であることから、 期巡回サービスを含めて１月当たりの包括報酬であることから、

当該夜間対応型訪問介護事業所の営業日及び営業時間（地域密 当該夜間対応型訪問介護事業所の営業日及び営業時間（地域密

着型サービス基準第14条第３号の営業日及び営業時間をいう。） 着型サービス基準第14条第３号の営業日及び営業時間をいう。）

において他の訪問介護事業所のサービスを利用していた場合は、 において他の訪問介護事業所のサービスを利用していた場合は、

当該他の訪問介護事業所における訪問介護費を算定することは 当該他の訪問介護事業所における訪問介護費を算定することは

できない。 できない。

⑸ 夜間対応型訪問介護事業所と同一の建物に居住する利用者に対 ⑸ 夜間対応型訪問介護事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷

する取扱い 地内の建物に居住する利用者に対する取扱い

① 同一の建物の定義 ① 同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物の定義

注２における「同一の建物」とは、当該夜間対応型訪問介護 注２における「同一の建物」とは、定期巡回・随時対応型訪

事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物（養護老人ホーム、 問介護看護と同様であるので、２⒁を参照されたい。

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住

宅又は旧高齢者専用賃貸住宅に限る。）を指すものであり、具

体的には、当該建物の一階部分に夜間対応型訪問介護事業所が

ある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該当

し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場

合は該当しない。

また、ここでいう同一の建物については、当該建築物の管理、

運営法人が当該夜間対応型訪問介護事業所の夜間対応型訪問介

護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。

（新設） ② 同一の建物に二十人以上居住する建物の定義

イ 「当該指定夜間対応型訪問介護事業所における利用者が同

一建物に二十人以上居住する建物」とは、「指定夜間対応型訪

問介護事業所の所在する建物と同一の建物」以外の建物（養

護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス

付き高齢者向け住宅に限る。）を指すものであるが、次のよう

な場合には該当しない。

（同一の建物に二十人以上居住する建物に該当しないものの例）

・ 同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建

物の利用者数を合算して二十人以上となる場合。
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・ 同一建物に、複数のサービス付き高齢者向け住宅として

登録された住戸が点在するもの（サービス付き高齢者向け

住宅として登録された住戸が特定の階層にまとまっている

ものを除く。）であって、当該建物の総戸数のうちサービス

付き高齢者向け住宅の登録戸数が五割に満たない場合。

ロ この場合の利用者数は、１月間（歴月）の利用者数の平均

を用いる。この場合、１月間の利用者の数の平均は、当該月

における１日ごとの該当する建物に居住する利用者の合計を、

当該月の日数で除して得た値とする。この平均利用者数の算

定に当たっては、小数点以下を切り捨てるものとする。

② 前年度の一月当たりの実利用者 （削除）

厚生労働大臣が定める施設基準（平成24年厚生労働省告示第9

7号。以下「施設基準」という。）第30号の「前年度の一月当た

りの実利用者の数」の計算に当たっては、前年度（３月を除く。）

の各月の実利用者（月の末日において当該夜間対応型訪問介護

事業所と同一の建物に居住しており、かつ、当該月に当該事業

所が夜間対応型訪問介護の提供を行った者をいう。）の実人数

を合計し、夜間対応型訪問介護の事業を実施した月（夜間対応

型訪問介護を提供した月に限る。）数で除した数（端数切り捨

て）とする。したがって、年度途中に事業を開始した事業所は

当該事業開始年度には、３月に事業を開始した事業所は当該事

業開始時の翌年度には、本減算は適用されないが、前年度（３

月を除く。）の実績が１月以上ある事業所には本減算の適用対

象であること。

③ 本減算の対象となるのは、当該事業所と同一の建物に居住す （削除）

る利用者に限られることに留意すること。

④ 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)における基本夜間対応型訪問介護 ③ 夜間対応型訪問介護費(Ⅰ)における基本夜間対応型訪問介護

費については、本減算の適用を受けないこと。 費については、本減算の適用を受けないこと。

⑹ 24時間通報対応加算について ⑹ 24時間通報対応加算について

① 本加算は、指定地域密着型サービス基準第５条第１項に規定 ① 本加算は、指定地域密着型サービス基準第５条第１項に規定

するオペレーションセンターサービスを日中（８時から18時ま するオペレーションセンターサービスを日中（８時から18時ま

での時間帯を含む、当該事業所の営業時間（指定地域密着型サ での時間帯を含む、当該事業所の営業時間（指定地域密着型サ

ービス基準第14条第３号の営業時間をいう。）以外の時間帯を ービス基準第14条第３号の営業時間をいう。）以外の時間帯を

いう。以下同じ。）において行う場合、所定単位数を算定する いう。以下同じ。）において行う場合、所定単位数を算定する

ものである。 ものである。
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② なお、本加算は、夜間対応型訪問介護を利用している者であ ② なお、本加算は、夜間対応型訪問介護を利用している者であ

って、日中においてもオペレーションセンターサービスの利用 って、日中においてもオペレーションセンターサービスの利用

を希望する者について算定するものとする。 を希望する者について算定するものとする。

③ 本加算を算定する夜間対応型訪問介護事業所は、利用者から ③ 本加算を算定する夜間対応型訪問介護事業所は、利用者から

の通報を受け、オペレーターが訪問が必要であると判断した場 の通報を受け、オペレーターが訪問が必要であると判断した場

合は、訪問介護事業所に情報提供を行うこととする。当該情報 合は、訪問介護事業所に情報提供を行うこととする。当該情報

提供を受けた訪問介護事業所は、指定居宅サービスに要する費 提供を受けた訪問介護事業所は、指定居宅サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）別表 用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）別表

１のイ、ロ及びハの注⒁に規定する「当該利用者の居宅サービ １のイ、ロ及びハの注⒁に規定する「当該利用者の居宅サービ

ス計画において計画的に訪問することとなっていない指定訪問 ス計画において計画的に訪問することとなっていない指定訪問

介護を緊急に行った場合」の取扱いに従い、必要な訪問介護を 介護を緊急に行った場合」の取扱いに従い、必要な訪問介護を

行うこと。したがって、利用者は、夜間対応型訪問介護事業所 行うこと。したがって、利用者は、夜間対応型訪問介護事業所

と連携体制をとっている訪問介護事業所（複数の事業所と連携 と連携体制をとっている訪問介護事業所（複数の事業所と連携

体制をとっている場合にあってはその全ての事業所）と事前に 体制をとっている場合にあってはその全ての事業所）と事前に

サービスの利用に係る契約を締結しておく必要があるものであ サービスの利用に係る契約を締結しておく必要があるものであ

る。 る。

④ 本加算を算定する夜間対応型訪問介護事業所は、緊急の訪問 ④ 本加算を算定する夜間対応型訪問介護事業所は、緊急の訪問

が必要と判断される場合において、対応が可能となるよう、訪 が必要と判断される場合において、対応が可能となるよう、訪

問介護事業所の具体的な対応体制について定期的に把握してお 問介護事業所の具体的な対応体制について定期的に把握してお

く必要がある。なお、この場合の訪問介護事業所については、 く必要がある。なお、この場合の訪問介護事業所については、

複数でも差し支えなく、また、同一法人の経営する事業所でも 複数でも差し支えなく、また、同一法人の経営する事業所でも

差し支えない。 差し支えない。

⑤ 本加算対象となる利用者については、夜間の同居家族等の状 ⑤ 本加算対象となる利用者については、夜間の同居家族等の状

況の把握に加え、日中の同居家族等の状況及び在宅サービスの 況の把握に加え、日中の同居家族等の状況及び在宅サービスの

利用状況等を新たに把握すること。 利用状況等を新たに把握すること。

⑥ オペレーションセンターにおいては、利用者からの通報につ ⑥ オペレーションセンターにおいては、利用者からの通報につ

いて、対応日時、通報内容、具体的対応について記録すること。 いて、対応日時、通報内容、具体的対応について記録すること。

⑺ サービス提供体制強化加算について ⑺ サービス提供体制強化加算について

２⑿①から⑤を準用する。 ２⑿①から⑤を準用する。

⑻ 介護職員処遇改善加算について ⑻ 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。 ２の⒀を準用する。

４ 認知症対応型通所介護費 ４ 認知症対応型通所介護費

⑴ 所要時間による区分の取扱い ⑴ 所要時間による区分の取扱い

所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、認 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、認

知症対応型通所介護計画に位置付けられた内容の認知症対応型通 知症対応型通所介護計画に位置付けられた内容の認知症対応型通
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所介護を行うための標準的な時間によることとされたところであ 所介護を行うための標準的な時間によることとされたところであ

り、単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の り、単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の

都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、 都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、

認知症対応型通所介護のサービスが提供されているとは認められ 認知症対応型通所介護のサービスが提供されているとは認められ

ないものであること。したがって、この場合は当初計画に位置づ ないものであること。したがって、この場合は当初計画に位置づ

けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであるこ けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものであるこ

と（このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サービス と（このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サービス

については、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。 については、利用者から別途利用料を徴収して差し支えない。）。

また、ここでいう認知症対応型通所介護を行うのに要する時間に また、ここでいう認知症対応型通所介護を行うのに要する時間に

は、送迎に要する時間は含まれないものであること。 は、送迎に要する時間は含まれないものであるが、送迎時に実施

した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車椅子への移乗、戸締

まり等）に要する時間は、次のいずれの要件も満たす場合、１日3

0分以内を限度として、認知症対応型通所介護を行うのに要する時

間に含めることができる。

① 居宅サービス計画及び認知症対応型通所介護計画に位置付け

た上で実施する場合

② 送迎時に居宅内の介助等を行う者が、介護福祉士、実務者研

修修了者、介護職員基礎研修課程修了者、一級課程修了者、介

護職員初任者研修修了者（二級課程修了者を含む。）、看護職員、

機能訓練指導員又は当該事業所における勤続年数と同一法人の

経営する他の介護サービス事業所、医療機関、社会福祉施設等

においてサービスを利用者に直接提供する職員としての勤続年

数の合計が３年以上の介護職員である場合

これに対して、当日の利用者の心身の状況から、実際の認知症 これに対して、当日の利用者の心身の状況から、実際の認知症

対応型通所介護の提供が認知症対応型通所介護計画上の所要時間 対応型通所介護の提供が認知症対応型通所介護計画上の所要時間

よりもやむを得ず短くなった場合には認知症対応型通所介護計画 よりもやむを得ず短くなった場合には認知症対応型通所介護計画

上の単位数を算定して差し支えない。なお、認知症対応型通所介 上の単位数を算定して差し支えない。なお、認知症対応型通所介

護計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、通所介護計 護計画上の所要時間よりも大きく短縮した場合には、通所介護計

画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定するこ 画を変更のうえ、変更後の所要時間に応じた単位数を算定するこ

と。 と。

なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位（指定地域密着型 なお、同一の日の異なる時間帯に複数の単位（指定地域密着型

サービス基準第42条に規定する指定認知症対応型通所介護の単位 サービス基準第42条に規定する指定認知症対応型通所介護の単位

をいう。以下同じ。）を行う事業所（指定地域密着型サービス基 をいう。以下同じ。）を行う事業所（指定地域密着型サービス基

準第42条に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事 準第42条に規定する単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事

業所に限る。）においては、利用者が同一の日に複数の認知症対 業所に限る。）においては、利用者が同一の日に複数の認知症対
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応型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの認知症対応 応型通所介護の単位を利用する場合には、それぞれの認知症対応

型通所介護の単位について所定単位数が算定されること。 型通所介護の単位について所定単位数が算定されること。

⑵ ２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護を行う場合の取 ⑵ ２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護を行う場合の取

扱い 扱い

２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護の単位数を算定 ２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護の単位数を算定

できる利用者は、心身の状況から、長時間のサービス利用が困難 できる利用者は、心身の状況から、長時間のサービス利用が困難

である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつ である者、病後等で短時間の利用から始めて長時間利用に結びつ

けていく必要がある者など、利用者側のやむを得ない事情により けていく必要がある者など、利用者側のやむを得ない事情により

長時間のサービス利用が困難な者（95号告示第30号）であること。 長時間のサービス利用が困難な者（利用者等告示第36号）である

こと。

なお、２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護であって なお、２時間以上３時間未満の認知症対応型通所介護であって

も、認知症対応型通所介護の本来の目的に照らし、単に入浴サー も、認知症対応型通所介護の本来の目的に照らし、単に入浴サー

ビスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能 ビスのみといった利用は適当ではなく、利用者の日常生活動作能

力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が実施される 力などの向上のため、日常生活を通じた機能訓練等が実施される

べきものであること。 べきものであること。

⑶ ７時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連続し ⑶ ７時間以上９時間未満の認知症対応型通所介護の前後に連続し

て延長サービスを行った場合の加算の取扱い て延長サービスを行った場合の加算の取扱い

延長加算は、所要時間７時間以上９時間未満の認知症対応型通 延長加算は、所要時間７時間以上９時間未満の認知症対応型通

所介護の前後に連続して日常生活上の世話を行う場合について、 所介護の前後に連続して日常生活上の世話を行う場合について、

３時間を限度として算定されるものであり、例えば、 ５時間を限度として算定されるものであり、例えば、

① ９時間の認知症対応型通所介護の後に連続して３時間の延長 ① ９時間の認知症対応型通所介護の後に連続して５時間の延長

サービスを行った場合 サービスを行った場合

② ９時間の認知症対応型通所介護の前に連続して１時間、後に ② ９時間の認知症対応型通所介護の前に連続して２時間、後に

連続して２時間、合計３時間の延長サービスを行った場合には、 連続して３時間、合計５時間の延長サービスを行った場合には、

３時間分の延長サービスとして150単位が算定される。 ５時間分の延長サービスとして250単位が算定される。

また、当該加算は認知症対応型通所介護と延長サービスを通算 また、当該加算は認知症対応型通所介護と延長サービスを通算

した時間が９時間以上の部分について算定されるものであるため、 した時間が９時間以上の部分について算定されるものであるため、

例えば、 例えば、

③ ８時間の認知症対応型通所介護の後に連続して３時間の延長 ③ ８時間の認知症対応型通所介護の後に連続して５時間の延長

サービスを行った場合には、認知症対応型通所介護と延長サー サービスを行った場合には、認知症対応型通所介護と延長サー

ビスの通算時間は11時間であり、２時間分（＝11時間－９時間） ビスの通算時間は13時間であり、４時間分（＝13時間－９時間）

の延長サービスとして100単位が算定される。 の延長サービスとして200単位が算定される。

なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行う なお、延長加算は、実際に利用者に対して延長サービスを行う

ことが可能な体制にあり、かつ、実際に延長サービスを行った場 ことが可能な体制にあり、かつ、実際に延長サービスを行った場

合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適当 合に算定されるものであるが、当該事業所の実情に応じて、適当
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数の従業者を置いていること。 数の従業者を置いている必要があり、当該事業所の利用者が、当

該事業所を利用した後に、引き続き当該事業所の設備を利用して

宿泊する場合や、宿泊した翌日において当該事業所の認知症対応

型通所介護の提供を受けた場合には算定することはできない。

⑷ 個別機能訓練加算について ⑷ 個別機能訓練加算について

① 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基 ① 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基

づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。） づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）

について算定する。 について算定する。

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練（以下「個別機能訓練」と ② 個別機能訓練加算に係る機能訓練（以下「個別機能訓練」と

いう。）は、１日120分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事 いう。）は、１日120分以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事

する理学療法士等を１名以上配置して行うものであること。こ する理学療法士等を１名以上配置して行うものであること。こ

の場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理学療 の場合において、例えば、１週間のうち特定の曜日だけ理学療

法士等を配置している場合は、その曜日におけるサービスのみ 法士等を配置している場合は、その曜日におけるサービスのみ

が当該加算の算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士 が当該加算の算定対象となる。ただし、この場合、理学療法士

等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護 等が配置される曜日はあらかじめ定められ、利用者や居宅介護

支援事業者に周知されている必要がある。なお、認知症対応型 支援事業者に周知されている必要がある。なお、認知症対応型

通所介護事業所の看護職員が加算に係る機能訓練指導員の職務 通所介護事業所の看護職員が加算に係る機能訓練指導員の職務

に従事する場合には、当該職務の時間は、認知症対応型通所介 に従事する場合には、当該職務の時間は、認知症対応型通所介

護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。 護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職 ③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職

員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用 員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用

者毎にその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を 者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画

作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法 を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方

等について評価等を行う。なお、認知症対応型通所介護におい 法等について評価等を行う。なお、認知症対応型通所介護にお

ては、個別機能訓練計画に相当する内容を認知症対応型通所介 いては、個別機能訓練計画に相当する内容を認知症対応型通所

護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓練 介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって個別機能訓

計画の作成に代えることができるものとすること。 練計画の作成に代えることができるものとすること。

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後に１回 ④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３か月後に１回

以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を説明する。 以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を説明する。

⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等） ⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）

は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所の個別機能訓練の は、利用者ごとに保管され、常に当該事業所の個別機能訓練の

従事者により閲覧が可能であるようにすること。 従事者により閲覧が可能であるようにすること。

⑸ 入浴介助加算について ⑸ 入浴介助加算について

認知症対応型通所介護入浴介助加算は、入浴中の利用者の観察 認知症対応型通所介護入浴介助加算は、入浴中の利用者の観察

を含む介助を行う場合について算定されるものである（95号告示 を含む介助を行う場合について算定されるものである（利用者等
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第31号）が、この場合の「観察」とは、自立生活支援のための見 告示第37号）が、この場合の「観察」とは、自立生活支援のため

守り的援助のことであり、利用者の自立支援や日常生活動作能力 の見守り的援助のことであり、利用者の自立支援や日常生活動作

などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に応じ 能力などの向上のために、極力利用者自身の力で入浴し、必要に

て介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うことに 応じて介助、転倒予防のための声かけ、気分の確認などを行うこ

より、結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった場合 とにより、結果として、身体に直接接触する介助を行わなかった

についても、加算の対象となるものであること。 場合についても、加算の対象となるものであること。

また、認知症対応型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けら また、認知症対応型通所介護計画上、入浴の提供が位置付けら

れている場合に、利用者側の事情により、入浴を実施しなかった れている場合に、利用者側の事情により、入浴を実施しなかった

場合については、加算を算定できない。 場合については、加算を算定できない。

⑹ 若年性認知症利用者受入加算について ⑹ 若年性認知症利用者受入加算について

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、そ 受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、そ

の者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供 の者を中心に、当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供

を行うこと。 を行うこと。

⑺ 栄養改善加算について ⑺ 栄養改善加算について

① 栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用 ① 栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用

者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われること 者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われること

に留意すること。 に留意すること。

② 管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。 ② 管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。

③ 栄養改善加算を算定できる利用者は、以下のイからニのいず ③ 栄養改善加算を算定できる利用者は、以下のイからニのいず

れかに該当する者など低栄養状態にある者又はそのおそれがあ れかに該当する者など低栄養状態にある者又はそのおそれがあ

る者であって、栄養改善サービスの提供が必要と認められる者 る者であって、栄養改善サービスの提供が必要と認められる者

とすること。 とすること。

イ ＢＭＩが18.5未満である者 イ ＢＭＩが18.5未満である者

ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地 ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地

域支援事業の実施について」（平成18年６月９日老発第06090 域支援事業の実施について」（平成18年６月９日老発第06090

01号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェックリス 01号厚生労働省老健局長通知）に規定する基本チェックリス

トの№⑾の項目が「１」に該当する者 トの№⑾の項目が「１」に該当する者

ハ 血清アルブミン値が3.5ｇ／dl以下である者 ハ 血清アルブミン値が3.5ｇ／dl以下である者

ニ 食事摂取量が不良（75％以下）である者 ニ 食事摂取量が不良（75％以下）である者

ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められ ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められ

る者 る者

なお、次のような問題を有する者については、前記イからホ なお、次のような問題を有する者については、前記イからホ

のいずれかの項目に該当するかどうか、適宜確認されたい。 のいずれかの項目に該当するかどうか、適宜確認されたい。

・ 口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口 ・ 口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口

腔機能に関連する⒀、⒁、⒂のいずれかの項目において「１」 腔機能に関連する⒀、⒁、⒂のいずれかの項目において「１」
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に該当する者などを含む。） に該当する者などを含む。）

・ 生活機能の低下の問題 ・ 生活機能の低下の問題

・ 褥瘡に関する問題 ・ 褥瘡に関する問題

・ 食欲の低下の問題 ・ 食欲の低下の問題

・ 閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関 ・ 閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関

連する⒃、⒄のいずれかの項目において「１」に該当する者 連する⒃、⒄のいずれかの項目において「１」に該当する者

などを含む。） などを含む。）

・ 認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する⒅、 ・ 認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する⒅、

⒆、⒇のいずれかの項目において「１」に該当する者などを ⒆、⒇のいずれかの項目において「１」に該当する者などを

含む。） 含む。）

・ うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)から ・ うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(21)から

(25)の項目において、２項目以上「１」に該当する者などを含 (25)の項目において、２項目以上「１」に該当する者などを含

む。） む。）

④ 栄養改善サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手 ④ 栄養改善サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手

順を経てなされる。 順を経てなされる。

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握す イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握す

ること。 ること。

ロ 利用開始時に管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談 ロ 利用開始時に管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談

員その他の職種の者（以下「関連職種」という。）が暫定的 員その他の職種の者（以下「関連職種」という。）が暫定的

に、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、 に、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、

栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄養アセス 栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄養アセス

メント」という。）を行い、栄養食事相談に関する事項（食 メント」という。）を行い、栄養食事相談に関する事項（食

事に関する内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等 事に関する内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の課題等

に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄 に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄

養ケア計画を作成すること。作成した栄養ケア計画について 養ケア計画を作成すること。作成した栄養ケア計画について

は、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説 は、栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説

明し、その同意を得ること。なお、認知症対応型通所介護に 明し、その同意を得ること。なお、認知症対応型通所介護に

おいては、栄養ケア計画に相当する内容を認知症対応型通所 おいては、栄養ケア計画に相当する内容を認知症対応型通所

介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア 介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア

計画の作成に代えることができるものとすること。 計画の作成に代えることができるものとすること。

ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養 ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養

改善サービスを提供すること。その際、栄養ケア計画に実施 改善サービスを提供すること。その際、栄養ケア計画に実施

上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。

ニ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能 ニ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能

の状況を検討し、概ね３か月ごとに体重を測定する等により の状況を検討し、おおむね３か月ごとに体重を測定する等に
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栄養状態の評価を行い、その結果を担当介護支援専門員や利 より栄養状態の評価を行い、その結果を担当介護支援専門員

用者の主治の医師に対して情報提供すること。 や利用者の主治の医師に対して情報提供すること。

ホ 指定地域密着型サービス基準第61条において準用する第３ ホ 指定地域密着型サービス基準第61条において準用する第３

条の18に規定するサービスの提供の記録において利用者ごと 条の18に規定するサービスの提供の記録において利用者ごと

の栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期 の栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期

的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養改善加算の算定 的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養改善加算の算定

のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないも のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないも

のとすること。 のとすること。

⑤ 概ね３か月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれか ⑤ おおむね３か月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいず

に該当する者であって、継続的に管理栄養士等がサービス提供 れかに該当する者であって、継続的に管理栄養士等がサービス

を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認められる 提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認めら

ものについては、継続的に栄養改善サービスを提供する。 れるものについては、継続的に栄養改善サービスを提供する。

⑻ 口腔機能向上加算について ⑻ 口腔機能向上加算について

① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供 ① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供

には、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行 には、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行

われることに留意すること。 われることに留意すること。

② 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行 ② 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行

うものであること。 うものであること。

③ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまで ③ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまで

のいずれかに該当する者であって、口腔機能向上サービスの提 のいずれかに該当する者であって、口腔機能向上サービスの提

供が必要と認められる者とすること。 供が必要と認められる者とすること。

イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目の イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目の

いずれかの項目において「１」以外に該当する者 いずれかの項目において「１」以外に該当する者

ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する⒀、⒁、⒂の３ ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する⒀、⒁、⒂の３

項目のうち、２項目以上が「１」に該当する者 項目のうち、２項目以上が「１」に該当する者

ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者

④ 利用者の口腔の状態によっては、口腔機能向上サービスによ ④ 利用者の口腔の状態によっては、口腔機能向上サービスによ

るよりも、医療における対応がより適切である場合も想定され るよりも、医療における対応がより適切である場合も想定され

ることから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又 ることから、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又

は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を は主治の歯科医師への情報提供、受診勧奨などの適切な措置を

講じることとする。なお、歯科医療を受診している場合であっ 講じることとする。なお、歯科医療を受診している場合であっ

て、次のイ又はロのいずれかに該当する場合にあっては、加算 て、次のイ又はロのいずれかに該当する場合にあっては、加算

は算定できない。 は算定できない。

イ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療 イ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療

法を算定している場合 法を算定している場合
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ロ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療 ロ 医療保険において歯科診療報酬点数表に掲げる摂食機能療

法を算定していない場合であって、介護保険の口腔機能向上 法を算定していない場合であって、介護保険の口腔機能向上

サービスとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しく サービスとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しく

は実施」を行っていない場合 は実施」を行っていない場合

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げ ⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げ

る手順を経てなされる。 る手順を経てなされる。

イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。

ロ 利用開始時に言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職 ロ 利用開始時に言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職

員、生活相談員その他の職種の者（以下「関連職種」という。） 員、生活相談員その他の職種の者（以下「関連職種」という。）

が利用者ごとの口腔清潔、摂食・嚥下機能に関する解決すべ が利用者ごとの口腔清潔、摂食・嚥下機能に関する解決すべ

き課題の把握を行い、関連職種が共同して取り組むべき事項 き課題の把握を行い、関連職種が共同して取り組むべき事項

等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成すること。作 等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成すること。作

成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上 成した口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上

サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同 サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同

意を得ること。なお、認知症対応型通所介護においては、口 意を得ること。なお、認知症対応型通所介護においては、口

腔機能改善管理指導計画に相当する内容を認知症対応型通所 腔機能改善管理指導計画に相当する内容を認知症対応型通所

介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能 介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔機能

改善管理指導計画の作成に代えることができるものとするこ 改善管理指導計画の作成に代えることができるものとするこ

と。 と。

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士等が利用 ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士等が利用

者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口 者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口

腔機能改善計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を 腔機能改善計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を

修正すること。 修正すること。

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生 ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生

活機能の状況を検討し、概ね３か月ごとに口腔機能の状態の 活機能の状況を検討し、おおむね３か月ごとに口腔機能の状

評価を行い、その結果について、担当居宅介護支援員や主治 態の評価を行い、その結果について、担当居宅介護支援員や

の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。

ホ 指定地域密着型サービス基準第61条において準用する第３ ホ 指定地域密着型サービス基準第61条において準用する第３

条の18に規定するサービスの提供の記録において利用者ごと 条の18に規定するサービスの提供の記録において利用者ごと

の口腔機能改善管理計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は の口腔機能改善管理計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は

看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、当 看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、当

該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口 該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口

腔機能を定期的に記録する必要はないものとすること。 腔機能を定期的に記録する必要はないものとすること。

⑥ 概ね３月ごとの評価の結果、次のイ、ロのいずれかに該当す ⑥ おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ、ロのいずれかに該

る者であって、継続的に言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員 当する者であって、継続的に言語聴覚士、歯科衛生士又は看護
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等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上又は維持 職員等がサービス提供を行うことにより、口腔機能の向上又は

の効果が期待できると認められるものについては、継続的に口 維持の効果が期待できると認められるものについては、継続的

腔機能向上サービスを提供する。 に口腔機能向上サービスを提供する。

イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能 イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能

の低下が認められる状態の者 の低下が認められる状態の者

ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下す ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下す

るおそれのある者 るおそれのある者

⑼ 事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用 ⑼ 事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用

者に認知症対応型通所介護を行う場合について 者に認知症対応型通所介護を行う場合について

① 同一建物の定義 ① 同一建物の定義

注⑽における「同一建物」とは、当該指定認知症対応型通所 注⑽における「同一建物」とは、当該指定認知症対応型通所

介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指すもので 介護事業所と構造上又は外形上、一体的な建築物を指すもので

あり、具体的には、当該建物の一階部分に指定認知症対応型通 あり、具体的には、当該建物の一階部分に指定認知症対応型通

所介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がって 所介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がって

いる場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟 いる場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟

んで隣接する場合は該当しない。 んで隣接する場合は該当しない。

また、ここでいう同一の建物については、当該建築物の管理、 また、ここでいう同一の建物については、当該建築物の管理、

運営法人が当該指定認知症対応型通所介護事業所の指定認知症 運営法人が当該指定認知症対応型通所介護事業所の指定認知症

対応型通所介護事業者と異なる場合であっても該当するもので 対応型通所介護事業者と異なる場合であっても該当するもので

あること。 あること。

② 注⑽の減算の対象となるのは、当該事業所と同一建物に居住 （削除）

する者及び同一建物から当該指定認知症対応型通所介護を利用

する者に限られることに留意すること。したがって、例えば、

自宅（同一建物に居住する者を除く。）から認知症対応型通所

介護事業所へ通い、同一建物に宿泊する場合、この日は減算の

対象とはならないが、同一建物に宿泊した者が認知症対応型通

所介護事業所へ通い、自宅（同一建物に居住する者を除く。）

に帰る場合、この日は減算の対象となる。

③ なお、傷病により一時的に送迎が必要と認められる利用者そ ② なお、傷病により一時的に送迎が必要と認められる利用者そ

の他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利 の他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利

用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならな 用者に対して送迎を行った場合は、例外的に減算対象とならな

い。具体的には、傷病により一時的に歩行困難となった者又は い。具体的には、傷病により一時的に歩行困難となった者又は

歩行困難な要介護者であって、かつ建物の構造上自力での通所 歩行困難な要介護者であって、かつ建物の構造上自力での通所

が困難である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居 が困難である者に対し、２人以上の従業者が、当該利用者の居

住する場所と当該指定認知症対応型通所介護事業所の間の往復 住する場所と当該指定認知症対応型通所介護事業所の間の往復
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の移動を介助した場合に限られること。ただし、この場合、２ の移動を介助した場合に限られること。ただし、この場合、２

人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動介助の 人以上の従業者による移動介助を必要とする理由や移動介助の

方法及び期間について、介護支援専門員とサービス担当者会議 方法及び期間について、介護支援専門員とサービス担当者会議

等で慎重に検討し、その内容及び結果について認知症対応型通 等で慎重に検討し、その内容及び結果について認知症対応型通

所介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時 所介護計画に記載すること。また、移動介助者及び移動介助時

の利用者の様子等について、記録しなければならない。 の利用者の様子等について、記録しなければならない。

（新設） ⑽ 送迎を行わない場合の減算について

利用者が自ら通う場合、利用者の家族等が送迎を行う場合など

事業者が送迎を実施していない場合は、片道につき減算の対象と

なる。ただし、注10の減算の対象となっている場合には、当該減

算の対象とはならない。

⑽ サービス提供体制強化加算について ⑾ サービス提供体制強化加算について

① ２⑿④及び⑤を準用する。 ① ２⑿④及び⑤を準用する。

② 勤務年数とは、各月の前月の末日時点における勤務年数をい ② 勤務年数とは、各月の前月の末日時点における勤務年数をい

うものとする。具体的には、平成21年４月における勤続年数３ うものとする。具体的には、平成21年４月における勤続年数３

年以上の者とは、平成21年３月31日時点で勤続年数が３年以上 年以上の者とは、平成21年３月31日時点で勤続年数が３年以上

である者をいう。 である者をいう。

③ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数 ③ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数

に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、 に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、

社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員 社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員

として勤務した年数を含めることができるものとする。 として勤務した年数を含めることができるものとする。

④ 認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員とは、生 ④ 認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員とは、生

活相談員、看護職員、介護職員又は機能訓練指導員として勤務 活相談員、看護職員、介護職員又は機能訓練指導員として勤務

を行う職員を指すものとする。 を行う職員を指すものとする。

⑤ 同一の事業所において介護予防認知症対応型通所介護を一体 ⑤ 同一の事業所において介護予防認知症対応型通所介護を一体

的に行っている場合においては、本加算の計算も一体的に行う 的に行っている場合においては、本加算の計算も一体的に行う

こととする。 こととする。

⑾ 人員基準を満たさない状況で提供された認知症対応型通所介護 ⑿ 人員基準を満たさない状況で提供された認知症対応型通所介護

指定地域密着型サービス基準第42条又は第45条に定める員数の看 指定地域密着型サービス基準第42条又は第45条に定める員数の看

護職員又は介護職員が配置されていない状況で行われた認知症対 護職員又は介護職員が配置されていない状況で行われた認知症対

応型通所介護については、所定単位数に100分の70を乗じて得た単 応型通所介護については、所定単位数に100分の70を乗じて得た単

位数を算定するものとする（通所介護費等の算定方法第６号ロ及 位数を算定するものとする（通所介護費等の算定方法第６号ロ及

びハ）。従業者に欠員が出た場合の他に、従業者が病欠した場合 びハ）。従業者に欠員が出た場合の他に、従業者が病欠した場合

等も含まれる。ただし、市町村は、従業者に欠員が生じている状 等も含まれる。ただし、市町村は、従業者に欠員が生じている状

態が１か月以上継続する場合には、事業所に対し定員の見直し又 態が１か月以上継続する場合には、事業所に対し定員の見直し又
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は事業の休止を指導するものとする。指導に従わずに事業を継続 は事業の休止を指導するものとする。指導に従わずに事業を継続

する事業所に対しては、特別な事情がある場合を除き、指定の取 する事業所に対しては、特別な事情がある場合を除き、指定の取

消しを検討するものとする。 消しを検討するものとする。

⑿ 介護職員処遇改善加算について ⒀ 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。 ２の⒀を準用する。

５ 小規模多機能型居宅介護費 ５ 小規模多機能型居宅介護費

⑴ 基本報酬の算定について ⑴ 小規模多機能型居宅介護費の算定について

小規模多機能型居宅介護費は、当該小規模多機能型居宅介護事 ① 小規模多機能型居宅介護費は、当該小規模多機能型居宅介護

業所へ登録した者について、登録している期間１月につきそれぞ 事業所へ登録した者について、登録者の居住する場所及び要介

れ所定単位数を算定する。月途中から登録した場合又は月途中か 護状態区分に応じて、登録している期間１月につきそれぞれ所

ら登録を終了した場合には、登録していた期間（登録日から当該 定単位数を算定する。月途中から登録した場合又は月途中から

月の末日まで又は当該月の初日から登録終了日まで）に対応した 登録を終了した場合には、登録していた期間（登録日から当該

単位数を算定することとする。 月の末日まで又は当該月の初日から登録終了日まで）に対応し

た単位数を算定することとする。また、月途中から小規模多機

能型居宅介護事業所と同一建物に転居した場合又は月途中から

小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物から同一建物ではな

い建物に転居した場合には、居住していた期間に対応した単位

数を算定することとする。

これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が小規模多 これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が小規模

機能型居宅介護事業者と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪 多機能型居宅介護事業者と利用契約を結んだ日ではなく、通い、

問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日とする。 問又は宿泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日とす

また、「登録終了日」とは、利用者が小規模多機能型居宅介護事 る。また、「登録終了日」とは、利用者が小規模多機能型居宅

業者との間の利用契約を終了した日とする。 介護事業者との間の利用契約を終了した日とする。

② 「同一建物」とは、当該小規模多機能型居宅介護事業所と構

造上又は外形上、一体的な建築物（養護老人ホーム、軽費老人

ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）

を指すものであり、具体的には、当該建物の一階部分に小規模

多機能型居宅介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等

で繋がっている場合が該当し、同一敷地内にある別棟の建築物

や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。

また、ここでいう同一の建物については、当該建築物の管理、

運営法人が当該小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能

型居宅介護事業者と異なる場合であっても該当するものである

こと。

⑵ 小規模多機能型居宅介護事業所と同一の建物に居住する利用者 （削除）
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に対する取扱い

① ３⑸①及び③を準用する。

② 前年度の１月当たりの実登録者

施設基準第32号の「前年度の一月当たりの実登録者の数」の

計算に当たっては、前年度（３月を除く。）の各月の実登録者

（月の末日において当該小規模多機能型居宅介護事業所と同一

の建物に居住しており、かつ、当月に当該事業所の登録者であ

ったものをいう。）の実人数を合計した数を、各月（小規模多

機能型居宅介護を提供した月に限る。）の末日における当該小

規模多機能型居宅介護事業所の登録定員の合計数で除した数（端

数切り捨て）とする。したがって、年度途中に事業を開始した

事業所は当該事業開始年度には、３月に事業を開始した事業所

は当該事業開始時の翌年度には、本減算は適用されないが、前

年度（３月を除く。）の実績が１月以上ある事業所には本減算

の適用があり得ること。

③ ②の実登録者については、当該小規模多機能型居宅介護事業

所が、介護予防小規模多機能型居宅介護事業所と一体的な運営

をしている場合、介護予防小規模多機能型居宅介護の登録者を

含めて計算すること。

（新設） ⑵ 短期利用居宅介護費について

① 短期利用居宅介護費については、厚生労働大臣が定める基準

（平成27年厚生労働省告示第95号。以下「大臣基準告示」とい

う。）第54号に規定する基準を満たす指定小規模多機能型居宅

介護事業所において算定できるものである。

② 宿泊室については、以下の算式において算出した数の宿泊室

が短期利用の登録者において活用できるものとする。

（短期利用に活用可能な宿泊室の数の算定式）

当該事業所の宿泊室の数×（当該事業所の登録定員－当該

事業所の登録者の数）÷当該事業所の登録定員（小数点第

１位以下四捨五入）

例えば、宿泊室数が９室、登録定員が25人、登録者の数が20

人の場合、９×（25－20）÷25＝1.8となり、短期利用の登録

者に対して活用できる宿泊室数は２室となる。このため、宿泊

室数が９室、登録定員が25人の事業所において短期利用居宅介

護費を算出するには、少なくとも登録者の数が23人以下である
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場合のみ算定可能である。

⑶ サービス提供が過少である場合の減算について ⑶ サービス提供が過少である場合の減算について

① 「利用者一人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイから ① 「利用者一人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイから

ハまでの方法に従って算定したサービス提供回数の合計数を、 ハまでの方法に従って算定したサービス提供回数の合計数を、

当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したも 当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したも

のに、７を乗ずることによって算定するものとする。 のに、７を乗ずることによって算定するものとする。

なお、介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せ なお、介護予防小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せ

て受け、かつ、小規模多機能型居宅介護の事業と介護予防小規 て受け、かつ、小規模多機能型居宅介護の事業と介護予防小規

模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に 模多機能型居宅介護の事業とが同一の事業所において一体的に

運営されている場合にあっては、当該事業所における小規模多 運営されている場合にあっては、当該事業所における小規模多

機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護のサービ 機能型居宅介護及び介護予防小規模多機能型居宅介護のサービ

ス提供回数を合算し、また、小規模多機能型居宅介護と介護予 ス提供回数を合算し、また、小規模多機能型居宅介護と介護予

防小規模多機能型居宅介護のそれぞれの登録者数を合算して計 防小規模多機能型居宅介護のそれぞれの登録者数を合算して計

算を行うこと。 算を行うこと。

イ 通いサービス イ 通いサービス

１人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合 １人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合

にあっては、複数回の算定を可能とする。 にあっては、複数回の算定を可能とする。

ロ 訪問サービス ロ 訪問サービス

１回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。な １回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。な

お、小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限 お、小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限

られないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等 られないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等

を行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支えな を行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支えな

い。 い。

ハ 宿泊サービス ハ 宿泊サービス

宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。 宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。

ただし、通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合 ただし、通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合

は、それぞれを１回とし、計２回として算定すること。 は、それぞれを１回とし、計２回として算定すること。

② 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、 ② 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、

利用開始日の前日以前又は利用終了日の翌日以降の日数につい 利用開始日の前日以前又は利用終了日の翌日以降の日数につい

ては、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者 ては、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者

が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）につ が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）につ

いても同様の取扱いとする。 いても同様の取扱いとする。

③ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する ③ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する

場合には、事業所に対し適切なサービスの提供を指導するもの 場合には、事業所に対し適切なサービスの提供を指導するもの

とする。 とする。
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⑷ 認知症加算について ⑷ 認知症加算について

① 「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が ① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認

認められることから介護を必要とする認知症の者」とは、日常 められることから介護を必要とする認知症の者」とは、日常生

生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者を指すものとす 活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者を指すものとする。

る。

② 「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症 ② 「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症

の者」とは、日常生活自立度のランクⅡに該当する者を指すも の者」とは、日常生活自立度のランクⅡに該当する者を指すも

のとする。 のとする。

⑸ 事業開始時支援加算について （削除）

① 「事業開始」とは、指定日（指定の効力が発生する日をいう。）

の属する月をいうものとする。

② ホの注における「登録者の数」とは、指定小規模多機能型居

宅介護及び指定介護予防小規模多機能型居宅介護のそれぞれの

登録者数を合算した数をいう。

③ 算定月までの間100分の70に満たないとは、算定月の末日時点

において、100分の70以上となっていないことをいうものである。

④ 登録者の数が過去に一度でも登録定員の100分の70以上となっ

たことのある事業所については、その後100分の70を下回った場

合であっても、当該加算の算定はできないものである。

⑤ 当該加算は、区分支給限度額から控除するものである。

（新設） ⑸ 看取り連携体制加算について

① 看取り連携体制加算は、事業所の看取り期の利用者に対する

サービスを提供する体制をＰＤＣＡサイクルにより構築かつ強

化していくこととし、利用者等告示第39号に定める基準に適合

する登録者が死亡した場合に、死亡日を含めて30日を上限とし

て、小規模多機能型居宅介護事業所において行った看取り期に

おける取組を評価するものである。

なお、登録者の自宅で介護を受ける場合又は小規模多機能型

居宅介護事業所において介護を受ける場合のいずれについても

算定が可能である。

また、死亡前に医療機関へ入院した後、入院先で死亡した場

合でも算定可能であるが、その際には、当該小規模多機能型居

宅介護事業所においてサービスを直接提供していない入院した

日の翌日から死亡日までの間は、算定することができない。（し

たがって、入院した日の翌日から死亡日までの期間が30日以上
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あった場合には、看取り連携体制加算を算定することはできな

い。）

② 「24時間連絡できる体制」とは、事業所内で勤務することを

要するものではなく、夜間においても小規模多機能型居宅介護

事業所から連絡でき、必要な場合には小規模多機能型居宅介護

事業所からの緊急の呼び出しに応じて出勤する体制をいうもの

である。

③ 管理者を中心として、介護職員、看護職員、介護支援専門員

等による協議の上、「看取り期における対応方針」が定められ

ていることが必要であり、同対応方針においては、例えば、次

に掲げる事項を含むこととする。

ア 当該事業所における看取り期における対応方針に関する考

え方

イ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時に対応を含

む。）

ウ 登録者等との話し合いにおける同意、意思確認及び情報提

供の方法

エ 登録者等への情報提供に供する資料及び同意書等の様式

オ その他職員の具体的対応等

④ 看取り期の利用者に対するケアカンファレンス、看取り期に

おける対応の実践を振り返る等により、看取り期における対応

方針の内容その他看取り期におけるサービス提供体制について、

適宜見直しを行う。

⑤ 看取り期の利用者に対するサービス提供においては、次に掲

げる事項を介護記録等に記録し、多職種連携のための情報共有

を行うこと。

ア 利用者の身体状況の変化及びこれに対する介護についての

記録

イ 看取り期におけるサービス提供の各プロセスにおいて登録

者及び家族の意向を把握し、それに基づくアセスメント及び

対応の経過の記録

⑥ 登録者の看取りに関する理解を支援するため、登録者の状態

又は家族の求め等に応じ随時、介護記録等その他の登録者に関

する記録の開示又は当該記録の写しの提供を行う際には、適宜、

登録者等に理解しやすい資料を作成し、代替することは差し支
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えない。

⑦ 小規模多機能型居宅介護事業所から医療機関へ入院した月と

死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、看取り連携体

制は死亡月にまとめて算定することから、登録者側にとっては、

小規模多機能型居宅介護の登録を終了した翌月についても自己

負担を請求されることになるため、登録者が入院する際、入院

した月の翌月に亡くなった場合に、前月分の看取り連携体制加

算に係る一部負担の請求を行う場合があることを説明し、文書

にて同意を得ておくことが必要である。

⑧ 小規模多機能型居宅介護事業所は、入院の後も、継続して登

録者の家族や入院先の医療機関等との継続的な関わりを持つこ

とが必要である。

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、事業所が入院する

医療機関等に利用者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が

事業所に対して本人の状態を伝えることについて、入院の際、

本人又は家族に対して説明をし、文書にて同意を得ておくこと

が必要である。

⑨ 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、

口頭で同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を

記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要で

ある。

また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に

連絡しても来てもらえないような場合も、医師、看護職員、介

護職員等が利用者の状態等に応じて随時、看取り期における登

録者に対する介護の内容について相談し、共同して介護を行っ

ており、家族に対する情報提供を行っている場合には、看取り

連携体制加算の算定は可能である。

この場合には、適切な看取り期における取組が行われている

ことが担保されるよう、介護記録に職員間の相談日時、内容等

を記載するとともに、本人の状態や、家族に対する連絡状況等

について記載しておくことが必要である。

なお、家族が利用者の看取りについてともに考えることは極

めて重要であり、事業所は、定期的に連絡を取ることにより、

可能な限り家族の意思を確認しながら介護を進めていくことが

重要である。
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⑩ 小規模多機能型居宅介護事業所の宿泊室等において看取りを

行う際には、プライバシーの確保及び家族への配慮について十

分留意することが必要である。

（新設） ⑹ 訪問体制強化加算について

① 訪問体制強化加算は、訪問サービス（指定地域密着型サービ

ス基準第63条第１項に規定する訪問サービスをいう。以下同

じ。）を担当する常勤の従業者を２名以上配置する指定小規模

多機能型居宅介護事業所において、当該事業所における全ての

登録者に対する訪問サービスの提供回数が１月当たり延べ200

回以上である場合に当該加算を算定する。当該加算を算定する

場合にあっては、当該訪問サービスの内容を記録しておくこと。

② 「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、訪問サービス

のみを行う従業者として固定しなければならないという趣旨で

はなく、訪問サービスも行っている常勤の従業者を２名以上配

置した場合に算定が可能である。

③ 「訪問サービスの提供回数」は、歴月ごとに、５⑶①ロと同

様の方法に従って算定するものとする。

なお、本加算は介護予防小規模多機能型居宅介護については

算定しないため、小規模多機能型居宅介護の登録者に対する訪

問サービスの提供回数について計算を行うこと。

④ 指定小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に集合住宅（養

護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付

き高齢者向け住宅に限る。）を併設する場合は、各月の前月の

末日時点（新たに事業を開始し、又は再開した事業所について

は事業開始（再開）日）における登録者のうち同一建物居住者

以外の者（「小規模多機能型居宅介護費のイ⑴を算定する者」

をいう。以下同じ。）の占める割合が100分の50以上であって、

かつ、①から③の要件を満たす場合に算定するものとする。た

だし、③については、同一建物居住者以外の者に対する訪問サ

ービスの提供回数について計算を行うこと。

（新設） ⑺ 総合マネジメント体制強化加算について

① 総合マネジメント体制強化加算は、指定小規模多機能型居宅

介護事業所において、登録者が住み慣れた地域での生活を継続

できるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、

登録者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ
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て、「通い・訪問・宿泊」を柔軟に組み合わせて提供するため

に、介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関

係者が日常的に行う調整や情報共有、多様な関係機関や地域住

民等との調整や地域住民等との交流等の取組を評価するもので

ある。

② 総合マネジメント体制強化加算は、次に掲げるいずれにも該

当する場合に算定する。

ア 小規模多機能型居宅介護計画について、登録者の心身の状

況や家族を取り巻く環境の変化を踏まえ、介護職員や看護職

員等の多職種協働により、随時適切に見直しを行っているこ

と。

イ 日常的に地域住民等との交流を図り、地域の行事や活動等

に積極的に参加すること。

（地域の行事や活動の例）

・ 登録者の家族や登録者と関わる地域住民等からの利用者

に関する相談への対応

・ 登録者が住み慣れた地域で生活を継続するために、当該

地域における課題を掘り起し、地域住民や市町村等ととも

に解決する取組（行政や地域包括支援センターが開催する

地域での会議への参加、町内会や自治会の活動への参加、

認知症や介護に関する研修の実施等）

・ 登録者が住み慣れた地域との絆を継続するための取組（登

録者となじみの関係がある地域住民や商店等との関わり、

地域の行事への参加等）

⑹ サービス提供体制加算の取扱い ⑻ サービス提供体制加算の取扱い

① ２⑿①、②及び④から⑦まで並びに４⑽②、③及び⑤を準用 ① ２⑿①、②及び④から⑦まで並びに４⑽②、③及び⑤を準用

すること。 すること。

② なお、この場合の小規模多機能型居宅介護従業者に係る常勤 ② なお、この場合の小規模多機能型居宅介護従業者に係る常勤

換算にあっては、利用者への介護業務（計画作成等介護を行う 換算にあっては、利用者への介護業務（計画作成等介護を行う

に当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わら に当たって必要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わら

ない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えな ない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えな

い。 い。

⑺ 介護職員処遇改善加算について ⑼ 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。 ２の⒀を準用する。

６ 認知症対応型共同生活介護費 ６ 認知症対応型共同生活介護費
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⑴ 短期利用共同生活介護費について ⑴ 短期利用認知症対応型共同生活介護費について

短期利用共同生活介護については、施設基準第34号ハに規定す 短期利用認知症対応型共同生活介護については、厚生労働大臣

る基準を満たす認知症対応型共同生活介護事業所において算定で が定める施設基準（平成27年厚生労働省告示第96号。以下「施設

きるものである。 基準」という。）第31号ハに規定する基準を満たす認知症対応型

共同生活介護事業所において算定できるものである。

同号ハ⑸に規定する「短期利用共同生活介護費を算定すべき指 同号ハ⑸に規定する「短期利用認知症対応型共同生活介護費を

定認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十分な知識を有 算定すべき指定認知症対応型共同生活介護を行うに当たって、十

する従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専門課程」又 分な知識を有する従業者」とは、認知症介護実務者研修のうち「専

は認知症介護実践研修のうち「実践リーダー研修」若しくは認知 門課程」又は認知症介護実践研修のうち「実践リーダー研修」若

症介護指導者養成研修を修了している者とする。 しくは認知症介護指導者養成研修を修了している者とする。

⑵ 夜間ケア加算について ⑵ 夜間支援体制加算について

当該加算は、認知症対応型共同生活介護事業所の一の共同生活 当該加算は、認知症対応型共同生活介護事業所の一の共同生活

住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じて一の介護従業者を配 住居につき、夜間及び深夜の時間帯を通じて一の介護従業者を配

置している場合において、それに加えて常勤換算方法で１以上の 置している場合において、それに加えて常勤換算方法で１以上の

介護従業者を配置した場合に算定するものとすること。ただし、 介護従業者又は１以上の宿直勤務に当たる者を配置した場合に算

全ての開所日において、夜間及び深夜の時間帯の体制が人員配置 定するものとすること。ただし、全ての開所日において、夜間及

基準を上回っているものとする。 び深夜の時間帯の体制が人員配置基準を上回っているものとする。

⑶ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について ⑶ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について

① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の ① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の

障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものであ 障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものであ

る。 る。

② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、 ② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、

緊急に短期利用共同生活介護が必要であると医師が判断した場 緊急に短期利用認知症対応型共同生活介護が必要であると医師

合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の職員と連携し、 が判断した場合であって、介護支援専門員、受け入れ事業所の

利用者又は家族の同意の上、認知症対応型共同生活介護の利用 職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、認知症対応型共同

を開始した場合に算定することができる。本加算は医師が判断 生活介護の利用を開始した場合に算定することができる。本加

した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定で 算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場

きるものとする。 合に限り算定できるものとする。

この際、短期利用共同生活介護ではなく、医療機関における この際、短期利用認知症対応型共同生活介護ではなく、医療

対応が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当 機関における対応が必要であると判断される場合にあっては、

な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が 速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、

受けられるように取り計らう必要がある。 適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。

③ 次に掲げる者が、直接、短期利用共同生活介護の利用を開始 ③ 次に掲げる者が、直接、短期利用認知症対応型共同生活介護

した場合には、当該加算は算定できないものであること。 の利用を開始した場合には、当該加算は算定できないものであ

ること。
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ａ 病院又は診療所に入院中の者 ａ 病院又は診療所に入院中の者

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又 ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又

は入所中の者 は入所中の者

ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生 ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護、特定施設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期 活介護、特定施設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期

入所療養介護、短期利用共同生活介護、短期利用特定施設入 入所療養介護、短期利用共同生活介護、短期利用特定施設入

居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介 居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介

護を利用中の者 護を利用中の者

④ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録し ④ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録し

ておくこと。また、事業所も判断を行った医師名、日付及び利 ておくこと。また、事業所も判断を行った医師名、日付及び利

用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録し 用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録し

ておくこと。 ておくこと。

⑤ ７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知 ⑤ ７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知

症の行動・心理症状」が認められる利用者を受け入れる際の初 症の行動・心理症状」が認められる利用者を受け入れる際の初

期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日目 期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後８日目

以降の短期利用共同生活介護の利用の継続を妨げるものではな 以降の短期利用認知症対応型共同生活介護の利用の継続を妨げ

いことに留意すること。 るものではないことに留意すること。

⑷ 若年性認知症利用者受入加算について ⑷ 若年性認知症利用者受入加算について

４の⑹を準用する。 ４の⑹を準用する。

⑸ 看取り介護加算について ⑸ 看取り介護加算について

① 看取り介護加算は、医師が、一般に認められている医学的知 ① 看取り介護加算は、医師が、一般に認められている医学的知

見に基づき回復の見込みがないと診断した利用者について、そ 見に基づき回復の見込みがないと診断した利用者について、そ

の旨を本人又はその家族に対して説明し、その後の療養方針に の旨を利用者又はその家族等（以下「利用者等」という。）に

ついての合意を得た場合において、医師、看護職員、介護職員 対して説明し、その後の療養及び介護に関する方針についての

等が共同して、随時本人又はその家族に対して十分な説明を行 合意を得た場合において、医師、看護職員、介護職員、介護支

い、療養及び介護に関する合意をしながら、その人らしさを尊 援専門員等が共同して、随時、利用者等に対して十分な説明を

重した看取りができるよう支援することを主眼として設けたも 行い、療養及び介護に関する合意を得ながら、利用者がその人

のである。 らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援すること

を主眼として設けたものである。

（新設） ② 利用者等告示第40号ロに定める看護職員については、認知症

対応型共同生活介護事業所において利用者の看取り介護を行う

場合、 利用者の状態に応じて随時の対応が必要であることか

ら、当該認知症対応型共同生活介護事業所と密接な連携を確保

できる範囲内の距離にある病院、診療所若しくは訪問看護ステ

ーション（以下「訪問看護ステーション等」という。）の職員
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に限るとしているところである。具体的には、当該認知症対応

型共同生活介護事業所と訪問看護ステーション等が、同一市町

村内に所在している又は同一市町村内に所在していないとして

も、自動車等による移動に要する時間がおおむね20分以内の近

距離に所在するなど、実態として必要な連携をとることができ

ることが必要である。

（新設） ③ 認知症対応型共同生活介護事業所は、利用者に提供する看取

り介護の質を常に向上させていくためにも、計画(Plan)、実行

(Do)、評価(Check)、改善(Action)のサイクル(PDCAサイクル)

により、看取り介護を実施する体制を構築するとともに、それ

を強化していくことが重要であり、具体的には、次のような取

組が求められる。

イ 看取りに関する指針を定めることで事業所の看取りに対す

る方針等を明らかにする（Plan）。

ロ 看取り介護の実施に当たっては、当該利用者に係る医師の

診断を前提にして、介護に係る計画に基づいて、利用者がそ

の人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援を

行う（Do)。

ハ 多職種が参加するケアカンファレンス等を通じて、実施し

た看取り介護の検証や、職員の精神的負担の把握及びそれに

対する支援を行う（Check）。

ニ 看取りに関する指針の内容その他看取り介護の実施体制に

ついて、適宜、適切な見直しを行う（Action）。

なお、認知症対応型共同生活介護事業所は、看取り介護の

改善のために、適宜、家族等に対する看取り介護に関する報

告会並びに利用者等及び地域住民との意見交換による地域へ

の啓発活動を行うことが望ましい。

（新設） ④ 質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、

利用者等に対し、十分な説明を行い、理解を得るよう努力する

ことが不可欠である。具体的には、認知症対応型共同生活介護

事業所は、看取り介護を実施するに当たり、終末期にたどる経

過、事業所等において看取りに際して行いうる医療行為の選択

肢、医師や医療機関との連携体制などについて、利用者等の理

解が得られるよう継続的な説明に努めることが重要である。加

えて、説明の際には、利用者等の理解を助けるため、利用者に
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関する記録を活用した説明資料を作成し、その写しを提供する

こと。

（新設） ⑤ 看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、看護

職員、介護職員、介護支援専門員等による協議の上、看取りに

関する指針が定められていることが必要であり、同指針に盛り

込むべき項目としては、例えば、以下の事項が考えられる。

イ 当該事業所の看取りに関する考え方

ロ 終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じ

た介護の考え方

ハ 事業所において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢

ニ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含

む）

ホ 利用者等への情報提供及び意思確認の方法

ヘ 利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式

ト 家族等への心理的支援に関する考え方

チ その他看取り介護を受ける利用者に対して事業所の職員が

取るべき具体的な対応の方法

（新設） ⑥ 看取りに関する指針に盛り込むべき内容を、施設基準第34号

ハに規定する重度化した場合の対応に係る指針に記載する場合

は、その記載をもって看取りに関する指針の作成に代えること

ができるものとする。また、重度化した場合の対応に係る指針

をもって看取りに関する指針として扱う場合は、適宜見直しを

行うこと。

（新設） ⑦ 看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録

等に記録するとともに、多職種連携を図るため、医師、看護職

員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共有に努め

ること。

イ 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等について

の記録

ロ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化

及びこれに対するケアについての記録

ハ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した利用者等の意向

と、それに基づくアセスメント及び対応についての記録

② 看取り介護加算は、95号告示第33号に定める基準に適合する （削除）

看取り介護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡日を含めて3
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0日を上限として、認知症対応型共同生活介護事業所において行

った看取り介護を評価するものである。

死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、自

宅や入院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、

当該認知症対応型共同生活介護事業所において看取り介護を直

接行っていない退居した日の翌日から死亡日までの間は、算定

することができない。（したがって、退居した日の翌日から死

亡日までの期間が30日以上あった場合には、看取り介護加算を

算定することはできない。）

③ 95号告示第33号のハに定める看護師については、認知症対応 （削除）

型共同生活介護事業所において利用者の看取り介護を行う場合、

利用者の状態に応じて随時の対応が必要であることから、当該

認知症対応型共同生活介護事業所と密接な連携を確保できる範

囲内の距離にある病院、診療所若しくは訪問看護ステーション

（以下「訪問看護ステーション等」という。）の職員に限ると

しているところである。具体的には、当該認知症対応型共同生

活介護事業所と訪問看護ステーション等が、同一市町村内に所

在している又は同一市町村内に所在していないとしても、自動

車等による移動に要する時間がおおむね20分以内の近距離に所

在するなど、実態として必要な連携をとることができることが

必要である。

④ 認知症対応型共同生活介護事業所を退居等した月と死亡した （削除）

月が異なる場合でも算定可能であるが、看取り介護加算は死亡

月にまとめて算定することから、利用者側にとっては、事業所

に入居していない月についても自己負担を請求されることにな

るため、利用者が退居等する際、退居等の翌月に亡くなった場

合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場

合があることを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要で

ある。

⑤ 認知症対応型共同生活介護事業所は、退居等の後も、継続し （削除）

て利用者の家族への指導や医療機関に対する情報提供等を行う

ことが必要であり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継

続的な関わりの中で、利用者の死亡を確認することができる。

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、事業所が入院する

医療機関等に利用者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が
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事業所に対して本人の状態を伝えることについて、退居等の際、

本人又は家族に対して説明をし、文書にて同意を得ておくこと

が必要である。

⑥ 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、 ⑧ 利用者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で

口頭で同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を 同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を記載す

記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要で るとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。

ある。

また、本人が十分に判断ができる状態になく、かつ、家族に また、利用者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族

連絡しても来てもらえないような場合も、医師、看護職員、介 の来訪が見込まれないような場合も、医師、看護職員、介護職

護職員等が利用者の状態等に応じて随時、利用者に対する看取 員等が利用者の状態等に応じて随時、利用者に対する看取り介

り介護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認 護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認めら

められる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。 れる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保 この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保

されるよう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載する されるよう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載する

とともに、本人の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず とともに、利用者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわら

来てもらえなかった旨を記載しておくことが必要である。 ず事業所への来訪がなかった旨を記載しておくことが必要であ

る。

なお、家族が利用者の看取りについてともに考えることは極 なお、家族が利用者の看取りについて共に考えることは極め

めて重要であり、事業所としては、一度連絡を取って来てくれ て重要であり、事業所は、連絡を取ったにもかかわらず来訪が

なかったとしても、定期的に連絡を取り続け、可能な限り家族 なかったとしても、継続的に連絡を取り続け、可能な限り家族

の意思を確認しながら介護を進めていくことが重要である。 の意思を確認しながら介護を進めていくことが重要である。

（新設） ⑨ 看取り介護加算は、利用者等告示第40号に定める基準に適合

する看取り介護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡日を含

めて30日を上限として、認知症対応型共同生活介護事業所にお

いて行った看取り介護を評価するものである。

死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、自

宅や入院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、

当該認知症対応型共同生活介護事業所において看取り介護を直

接行っていない退居した日の翌日から死亡日までの間は、算定

することができない。（したがって、退居した日の翌日から死

亡日までの期間が30日以上あっ た場合には、看取り介護加算

を算定することはできない。）

（新設） ⑩ 認知症対応型共同生活介護事業所を退居等した月と死亡した

月が異なる場合でも算定可能であるが、看取り介護加算は死亡

月にまとめ て算定することから、利用者側にとっては、事業
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所に入居していない月についても自己負担を請求されることに

なるため、利用者が退居等する際、退居等の翌月に亡くなった

場合に、前月分の看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う

場合があることを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要

である。

（新設） ⑪ 認知症対応型共同生活介護事業所は、退居等の後も、継続し

て利用者の家族への指導や医療機関に対する情報提供等を行う

ことが必要であり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継

続的な関わりの中で、利用者の死亡を確認することができる。

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、事業所が入院する

医療機関等に利用者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が

事業所に対して本人の状態を伝えることについて、退居等の際、

利用者等に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必

要である。

（新設） ⑫ 利用者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院

又は外泊期間が死亡日以前30日の範囲内であれば、当該入院又

は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可

能である。

（新設） ⑬ 入院若しくは外泊又は退居の当日について看取り介護加算を

算定できるかどうかは、当該日に所定単位数を算定するかどう

かによる。

⑦ 家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食 ⑭ 家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食

事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うこと 事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うこと

により、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営 により、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営

むことができるようにするという認知症対応型共同生活介護の むことができるようにするという認知症対応型共同生活介護の

事業の性質に鑑み、１月に２人以上が看取り介護加算を算定す 事業の性質に鑑み、１月に２人以上が看取り介護加算を算定す

ることが常態化することは、望ましくないものであること。 ることが常態化することは、望ましくないものであること。

⑹ 初期加算について ⑹ 初期加算について

初期加算は、当該入所者が過去３月間（ただし、日常生活自立 初期加算は、当該入所者が過去３月間（ただし、日常生活自立

度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者の場合は過去１月間とする。） 度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者の場合は過去１月間とする。）

の間に、当該事業所に入居したことがない場合に限り算定できる の間に、当該事業所に入居したことがない場合に限り算定できる

こととする。 こととする。

⑺ 医療連携体制加算について ⑺ 医療連携体制加算について

医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高 医療連携体制加算は、環境の変化に影響を受けやすい認知症高

齢者が、可能な限り継続して認知症対応型共同生活介護事業所で 齢者が、可能な限り継続して認知症対応型共同生活介護事業所で
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生活を継続できるように、日常的な健康管理を行ったり、医療ニ 生活を継続できるように、日常的な健康管理を行ったり、医療ニ

ーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備し ーズが必要となった場合に適切な対応がとれる等の体制を整備し

ている事業所を評価するものである。 ている事業所を評価するものである。

したがって、 したがって、

① 利用者の状態の判断や、認知症対応型共同生活介護事業所の ① 利用者の状態の判断や、認知症対応型共同生活介護事業所の

介護従業者に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが 介護従業者に対し医療面からの適切な指導、援助を行うことが

必要であることから、看護師配置を要することとしており、准 必要であることから、看護師配置を要することとしており、准

看護師では本加算は認められない。 看護師では本加算は認められない。

② 看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する看 ② 看護師の配置については、同一法人の他の施設に勤務する看

護師を活用する場合は、当該認知症対応型共同生活介護事業所 護師を活用する場合は、当該認知症対応型共同生活介護事業所

の職員と他の事業所の職員を併任する職員として配置すること の職員と他の事業所の職員を併任する職員として配置すること

も可能である。 も可能である。

③ 医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービ ③ 医療連携体制をとっている事業所が行うべき具体的なサービ

スとしては、 スとしては、

・利用者に対する日常的な健康管理 ・利用者に対する日常的な健康管理

・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治 ・通常時及び特に利用者の状態悪化時における医療機関（主治

医）との連絡・調整 医）との連絡・調整

・看取りに関する指針の整備 ・看取りに関する指針の整備

等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間 等を想定しており、これらの業務を行うために必要な勤務時間

を確保することが必要である。 を確保することが必要である。

なお、医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合 なお、医療連携体制加算の算定要件である「重度化した場合

における対応に係る指針」に盛り込むべき項目としては、例え における対応に係る指針」に盛り込むべき項目としては、例え

ば、①急性期における医師や医療機関との連携体制、②入院期 ば、①急性期における医師や医療機関との連携体制、②入院期

間中における認知症対応型共同生活介護における居住費や食費 間中における認知症対応型共同生活介護における居住費や食費

の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合 の取扱い、③看取りに関する考え方、本人及び家族との話し合

いや意思確認の方法等の看取りに関する指針、などが考えられ いや意思確認の方法等の看取りに関する指針、などが考えられ

る。 る。

また、医療連携加算算定時には、契約を結んだ上で訪問看護 また、医療連携加算算定時には、契約を結んだ上で訪問看護

ステーションを利用することが可能となったが、急性増悪時等 ステーションを利用することが可能となったが、急性増悪時等

においては、診療報酬の算定要件に合致すれば、医療保険によ においては、診療報酬の算定要件に合致すれば、医療保険によ

る訪問看護が利用可能であることについては、これまでと変わ る訪問看護が利用可能であることについては、これまでと変わ

らないものである。 らないものである。

⑻ 退居時相談援助加算について ⑻ 退居時相談援助加算について

① 退居時相談援助の内容は、次のようなものであること。 ① 退居時相談援助の内容は、次のようなものであること。

ａ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援 ａ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援
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助 助

ｂ 退居する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向 ｂ 退居する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向

上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助 上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助

ｃ 家屋の改善に関する相談援助 ｃ 家屋の改善に関する相談援助

ｄ 退居する者の介助方法に関する相談援助 ｄ 退居する者の介助方法に関する相談援助

② 退居時相談援助加算は、次の場合には、算定できないもので ② 退居時相談援助加算は、次の場合には、算定できないもので

あること。 あること。

ａ 退居して病院又は診療所へ入院する場合 ａ 退居して病院又は診療所へ入院する場合

ｂ 退居して他の介護保険施設への入院若しくは入所又は認知 ｂ 退居して他の介護保険施設への入院若しくは入所又は認知

症対応型共同生活介護、地域密着型介護福祉施設入所者生活 症対応型共同生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者

介護、特定施設入居者生活介護又は地域密着型特定施設入居 生活介護、特定施設入居者生活介護又は地域密着型特定施設

者生活介護の利用を開始する場合 入居者生活介護の利用を開始する場合

ｃ 死亡退居の場合 ｃ 死亡退居の場合

③ 退居時相談援助は、介護支援専門員である計画作成担当者、 ③ 退居時相談援助は、介護支援専門員である計画作成担当者、

介護職員等が協力して行うこと。 介護職員等が協力して行うこと。

④ 退居時相談援助は、退居者及びその家族等のいずれにも行う ④ 退居時相談援助は、退居者及びその家族等のいずれにも行う

こと。 こと。

⑤ 退居時相談援助を行った場合は、相談援助を行った日付及び ⑤ 退居時相談援助を行った場合は、相談援助を行った日付及び

相談援助の内容の要点に関する記録を行うこと。 相談援助の内容の要点に関する記録を行うこと。

⑼ 認知症専門ケア加算について ⑼ 認知症専門ケア加算について

① 「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が ① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認

認められることから介護を必要とする認知症の者」とは、日常 められることから介護を必要とする認知症の者」とは、日常生

生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指すもの 活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する利用者を指すものと

とする。 する。

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践 ② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践

者等養成事業の実施について」（平成18年３月31日老発第03310 者等養成事業の実施について」（平成18年３月31日老発第03310

10号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践者等養成 10号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践者等養成

事業の円滑な運営について」（平成18年３月31日老計第0331007 事業の円滑な運営について」（平成18年３月31日老計第0331007

号厚生労働省計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リー 号厚生労働省計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リー

ダー研修」を指すものとする。 ダー研修」を指すものとする。

③ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介 ③ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介

護実践者等養成事業の実施について」及び「認知症介護実践者 護実践者等養成事業の実施について」及び「認知症介護実践者

等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指 等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指

導者研修」を指すものとする。 導者研修」を指すものとする。

⑽ サービス提供体制強化加算について ⑽ サービス提供体制強化加算について
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① ２⑿④及び⑤、４⑽②、③及び⑤並びに５⑹②を準用するこ ① ２⑿④及び⑤、４⑾②、③及び⑤並びに５⑻②を準用するこ

と。 と。

② 認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員とは、 ② 認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員とは、

介護従業者として勤務を行う職員を指すものとする。 介護従業者として勤務を行う職員を指すものとする。

⑾ 介護職員処遇改善加算について ⑾ 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。 ２の⒀を準用する。

７ 地域密着型特定施設入居者生活介護費 ７ 地域密着型特定施設入居者生活介護費

⑴ その他の居宅サービスの利用について ⑴ 他の居宅サービス及び地域密着型サービスの利用について

地域密着特定施設入居者生活介護を受けている者の入居中の居 ① 地域密着特定施設入居者生活介護を受けている者の入居中の

宅サービスの利用については、地域密着型特定施設入居者生活介 居宅サービス及び地域密着型サービスの利用については、地域

護費を算定した月において、その他の居宅サービスに係る介護給 密着型特定施設入居者生活介護費を算定した月において、当該

付費（居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないものであるこ 居宅サービス及び地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅

と（外泊の期間中を除く。）。ただし、地域密着型特定施設入居者 療養管理指導費を除く。）は算定しないものであること（外泊

生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担によ の期間中を除く。）。ただし、地域密着型特定施設入居者生活介

り、その利用者に対してその他の居宅サービスを利用させること 護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担により、

は差し支えないものであること。例えば、入居している月の当初 その利用者に対して他の居宅サービスを利用させることは差し

は地域密着型特定施設入居者生活介護を算定し、引き続き入居し 支えないものであること。例えば、入居している月の当初は地

ているにも関わらず、月の途中から地域密着型特定施設入居者生 域密着型特定施設入居者生活介護を算定し、引き続き入居して

活介護に代えて居宅サービスを算定するようなサービス利用は、 いるにも関わらず、月の途中から地域密着型特定施設入居者生

居宅サービスの支給限度基準額を設けた趣旨を没却するため、認 活介護に代えて居宅サービスを算定するようなサービス利用は、

められない。なお、入居者の外泊の期間中は地域密着型特定施設 居宅サービスの支給限度基準額を設けた趣旨を没却するため、

入居者生活介護は算定できない。 認められない。なお、入居者の外泊の期間中は地域密着型特定

施設入居者生活介護は算定できない。

また、当該事業者が、入居者に対して提供すべき介護サービス ② また、当該事業者が、入居者に対して提供すべき介護サービ

（地域密着型特定施設入居者生活介護の一環として行われるもの） ス（地域密着型特定施設入居者生活介護の一環として行われる

の業務の一部を、当該地域密着型特定施設の従業者により行わず、 もの）の業務の一部を、当該地域密着型特定施設の従業者によ

外部事業者に委託している場合（例えば、機能訓練を外部の理学 り行わず、外部事業者に委託している場合（例えば、機能訓練

療法士等に委託している場合等。）には、当該事業者が外部事業 を外部の理学療法士等に委託している場合等。）には、当該事

者に対して委託した業務の委託費を支払うことにより、その利用 業者が外部事業者に対して委託した業務の委託費を支払うこと

者に対して当該サービスを利用させることができる。この場合に により、その利用者に対して当該サービスを利用させることが

は、当該事業者は業務の管理及び指揮命令を行えることが必要で できる。この場合には、当該事業者は業務の管理及び指揮命令

ある。 を行えることが必要である。

（新設） ⑵ 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費について

① 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護については、施

設基準第35号において準用する第22号に規定する基準を満たす
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地域密着型特定施設において算定できるものである。

② 同号イの要件は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の

事業を行う者に求められる要件であるので、新たに開設された

地域密着型特定施設など指定を受けた日から起算した期間が３

年に満たない地域密着型特定施設であっても、同号イに掲げる

指定居宅サービスなどの運営について３年以上の経験を有して

いる事業者が運営する地域密着型特定施設であれば、短期利用

地域密着型特定施設入居者生活介護費を算定することができる。

③ 権利金その他の金品の受領禁止の規定に関しては、短期利用

地域密着型特定施設入居者生活介護を受ける入居者のみならず、

当該地域密着型特定施設の入居者に対しても、適用されるもの

である。

⑵ 個別機能訓練加算について ⑶ 個別機能訓練加算について

① 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基 ① 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基

づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。） づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）

について算定する。 について算定する。

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の ② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の

職務に従事する理学療法士等を１名以上配置して行うものであ 職務に従事する理学療法士等を１名以上配置して行うものであ

ること。 ること。

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職 ③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職

員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用 員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用

者毎にその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を 者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画

作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法 を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方

等について評価等を行う。なお、地域密着型特定施設入居者生 法等について評価等を行う。なお、地域密着型特定施設入居者

活介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を地域密 生活介護においては、個別機能訓練計画に相当する内容を地域

着型特定施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載を 密着型特定施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載

もって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとす をもって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものと

ること。 すること。

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回 ④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回

以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を説明し、記録す 以上利用者に対して個別機能訓練計画の内容を説明し、記録す

る。 る。

⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等） ⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）

は、利用者ごとに保管され、常に当該地域密着型特定施設の個 は、利用者ごとに保管され、常に当該地域密着型特定施設の個

別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。 別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。

⑶ 医療機関連携加算について （削除）
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① 本加算は、協力医療機関又は利用者の主治医（以下この号に

おいて「協力医療機関等」という。）に情報を提供した日（以

下この号において「情報提供日」という。）前30日以内におい

て、地域密着型特定施設入居者生活介護を算定した日が14日未

満である場合には、算定できないものとする。

② 協力医療機関等には、歯科医師を含むものとする。

③ 当該加算を算定するに当たっては、あらかじめ、地域密着型

特定施設入居者生活介護事業者と協力医療機関等で、情報提供

の期間及び利用者の健康の状況の著しい変化の有無等の提供す

る情報の内容について定めておくこと。なお、必要に応じてこ

れら以外の情報を提供することを妨げるものではない。

④ 看護職員は、前回の情報提供日から次回の情報提供日までの

間において、地域密着型サービス基準第122条に基づき、利用者

ごとに健康の状況について随時記録すること。

⑤ 協力医療機関等への情報提供は、面談によるほか、文書（Ｆ

ＡＸを含む。）又は電子メールにより行うことも可能とするが、

協力医療機関等に情報を提供した場合においては、協力医療機

関の医師又は利用者の主治医から、署名あるいはそれに代わる

方法により受領の確認を得ること。この場合において、複数の

利用者の情報を同時に提供した場合には、一括して受領の確認

を得ても差し支えない。

⑷ 夜間看護体制加算について ⑷ 夜間看護体制加算について

夜間看護体制加算の取扱いについては、以下のとおりとするこ ① 夜間看護体制加算の取扱いについては、以下のとおりとする

と。 こと。

「24時間連絡体制」とは、地域密着型特定施設内で勤務するこ ② 「24時間連絡体制」とは、地域密着型特定施設内で勤務する

とを要するものではなく、夜間においても施設から連絡でき、必 ことを要するものではなく、夜間においても施設から連絡でき、

要な場合には地域密着型特定施設からの緊急の呼出に応じて出勤 必要な場合には地域密着型特定施設からの緊急の呼出に応じて

する体制をいうものである。具体的には、 出勤する体制をいうものである。具体的には、

① 地域密着型特定施設において、管理者を中心として、介護職 イ 地域密着型特定施設において、管理者を中心として、介護

員及び看護職員による協議の上、夜間における連絡・対応体制 職員及び看護職員による協議の上、夜間における連絡・対応

（オンコール体制）に関する取り決め（指針やマニュアル等） 体制（オンコール体制）に関する取り決め（指針やマニュア

の整備がなされていること。 ル等）の整備がなされていること。

② 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、 ロ 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の

看護職員不在時の介護職員による利用者の観察項目の標準化（ど 上、看護職員不在時の介護職員による利用者の観察項目の標

のようなことが観察されれば看護職員に連絡するか）がなされ 準化（どのようなことが観察されれば看護職員に連絡するか）
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ていること。 がなされていること。

③ 地域密着型特定施設内研修等を通じ、看護・介護職員に対し ハ 地域密着型特定施設内研修等を通じ、介護職員及び看護職

て、①及び②の内容が周知されていること。 員に対して、イ及びロの内容が周知されていること。

④ 地域密着型特定施設の看護職員とオンコール対応の看護職員 ニ 地域密着型特定施設の看護職員とオンコール対応の看護職

が異なる場合には、電話やＦＡＸ等により利用者の状態に関す 員が異なる場合には、電話やＦＡＸ等により利用者の状態に

る引継を行うとともに、オンコール体制終了時にも同様の引継 関する引継を行うとともに、オンコール体制終了時にも同様

を行うこと。 の引継を行うこと。

といった体制を整備することを想定している。 といった体制を整備することを想定している。

（新設） ⑸ 医療機関連携加算について

① 本加算は、協力医療機関又は利用者の主治医（以下この号に

おいて「協力医療機関等」という。）に情報を提供した日（以

下この号において「情報提供日」という。）前30日以内におい

て、地域密着型特定施設入居者生活介護を算定した日が14日未

満である場合には、算定できないものとする。

② 協力医療機関等には、歯科医師を含むものとする。

③ 当該加算を算定するに当たっては、あらかじめ、地域密着型

特定施設入居者生活介護事業者と協力医療機関等で、情報提供

の期間及び利用者の健康の状況の著しい変化の有無等の提供す

る情報の内容について定めておくこと。なお、必要に応じてこ

れら以外の情報を提供することを妨げるものではない。

④ 看護職員は、前回の情報提供日から次回の情報提供日までの

間において、地域密着型サービス基準第122条に基づき、利用者

ごとに健康の状況について随時記録すること。

⑤ 協力医療機関等への情報提供は、面談によるほか、文書（Ｆ

ＡＸを含む。）又は電子メールにより行うことも可能とするが、

協力医療機関等に情報を提供した場合においては、協力医療機

関の医師又は利用者の主治医から、署名あるいはそれに代わる

方法により受領の確認を得ること。この場合において、複数の

利用者の情報を同時に提供した場合には、一括して受領の確認

を得ても差し支えない。

⑸ 短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費について （削除）

短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護については、施設

基準第37号において準用する第25号に規定する基準を満たす地域

密着型特定施設において算定できるものである。

同号イの要件は、施設に求められる要件であるので、新たに地
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域密着型特定施設を開設する場合に、他の地域密着型特定施設に

おいて３年以上の経験を有する者が配置されていたとしても、当

該施設とし３年以上の期間が経過しなければ、短期利用地域密着

型特定施設入居者生活介護費を算定できないものである。

地域密着型特定施設の入居定員に占める入居者の割合について

は、届出日の属する月の前３月のそれぞれの末日時点の割合の平

均について算出すること。また、届出を行った月以降においても、

毎月において直近３月間の入居者の割合がそれぞれ100分の80以上

であることが必要である。当該割合については、毎月記録するも

のとし、100分の80を下回った場合については、直ちに第一の５の

届出を提出しなければならない。

権利金その他の金品の受領禁止の規定に関しては、短期利用地

域密着型特定施設入居者生活介護を受ける入居者のみならず、当

該地域密着型特定施設の入居者に対しても、適用されるものであ

る。

⑹ 看取り介護加算について ⑹ 看取り介護加算について

① 看取り介護加算は、医師が、一般に認められている医学的知 ① 看取り介護加算は、医師が、一般に認められている医学的知

見に基づき回復の見込みがないと診断した利用者について、そ 見に基づき回復の見込みがないと診断した利用者について、そ

の旨を本人又はその家族に対して説明し、その後の療養方針に の旨を本人又はその家族等（以下「利用者等」という。）に対

ついての合意を得た場合において、医師、看護職員、介護職員 して説明し、その後の療養及び介護に関する方針についての合

等が共同して、随時本人又はその家族に対して十分な説明を行 意を得た場合において、利用者等とともに、医師、看護職員、

い、療養及び介護に関する合意をしながら、その人らしさを尊 介護職員、介護支援専門員等が共同して、随時、利用者等に対

重した看取りができるよう支援することを主眼として設けたも して十分な説明を行い、療養及び介護に関する合意を得ながら、

のである。 利用者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよ

う支援することを主眼として設けたものである。

（新設） ② 地域密着型特定施設は、利用者に提供する看取り介護の質を

常に向上させていくため、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Ch

eck）、改善（Action）のサイクル（PDCAサイクル）により、看

取り介護を実施する体制を構築するとともに、それを強化して

いくことが重要であり、具体的には、次のような取組が求めら

れる。

イ 看取りに関する指針を定めることで施設の看取りに対する

方針等を明らかにする（Plan）。

ロ 看取り介護の実施に当たっては、当該利用者に係る医師の

診断を前提にして、介護に係る計画に基づいて、利用者がそ
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の人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援を

行う（Do）。

ハ 他職種が参加するケアカンファレンス等を通じて、実施し

た看取り介護の検証や、職員の精神的負担の把握及びそれに

対する支援を行う（Check）。

ニ 看取りに関する指針の内容その他看取り介護の実施体制に

ついて、適宜、適切な見直しを行う（Action）。

なお、指定特定施設入居者生活介護事業者は、看取り介護

の改善のために、適宜、家族等に対する看取り介護に関する

報告会並びに利用者等及び地域住民との意見交換による地域

への啓発活動を行うことが望ましい。

（新設） ③ 質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、

利用者等に対し、十分な説明を行い、理解を得るよう努めるこ

とが不可欠である。具体的には、指定特定施設入居者生活介護

事業者は、看取り介護を実施するに当たり、終末期にたどる経

過、特定施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選

択肢、医師や医療機関との連携体制などについて、利用者等の

理解が得られるよう継続的な説明に努めることが重要である。

加えて、説明の際には、利用者等の理解を助けるため、利用者

に関する記録を活用した説明資料を作成し、その写しを提供す

ること。

（新設） ④ 看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、生活

相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等による協議の

上、看取りに関する指定が定められていることが必要であり、

同指針に盛り込むべき項目としては、例えば、以下の事項が考

えられる。

イ 当該特定施設の看取りに関する考え方

ロ 終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じ

た介護の考え方

ハ 特定施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選

択肢

ニ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含

む）

ホ 利用者等への情報提供及び意思確認の方法

ヘ 利用者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式
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ト 家族への心理的支援に関する考え方

チ その他看取り介護を受ける利用者に対して特定施設の職員

が取るべき具体的な対応の方法

（新設） ⑤ 看取りに関する指針に盛り込むべき内容を、施設基準第36号

において準用する第23号ハに規定する重度化した場合における

対応に係る指針に記載する場合は、その記載をもって看取り指

針の作成に代えることができるものとする。

（新設） ⑥ 看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録

等に記録するとともに、多職種連携を図るため、医師、看護職

員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共有に努め

ること。

イ 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等について

の記録

ロ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化

及びこれに対するケアについての記録

ハ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した利用者等の意向

と、それに基づくアセスメント及び対応についての記録

（新設） ⑦ 利用者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で

同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を記載す

るとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。

また、利用者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族

の来訪が見込まれないような場合も、医師、看護職員、介護職

員等が利用者の状態等に応じて随時、利用者に対する看取り介

護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認めら

れる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保

されるよう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載する

とともに、利用者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわら

ず地域密着型特定施設への来訪がなかった旨を記載しておくこ

とが必要である。

なお、家族が利用者の看取りについて共に考えることは極め

て重要であり、指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

は、連絡を取ったにもかかわらず来訪がなかったとしても、継

続的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意思を確認しながら

介護を進めていくことが重要である。
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② 看取り介護加算は、95号告示第35号に定める基準に適合する ⑧ 看取り介護加算は、利用者等告示第42号に定める基準に適合

看取り介護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡日を含めて3 する看取り介護を受けた利用者が死亡した場合に、死亡日を含

0日を上限として、地域密着型特定施設において行った看取り介 めて30日を上限として、地域密着型特定施設において行った看

護を評価するものである。 取り介護を評価するものである。

死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、自 死亡前に自宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、自

宅や入院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、 宅や入院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、

当該地域密着型特定施設において看取り介護を直接行っていな 当該地域密着型特定施設において看取り介護を直接行っていな

い退居した日の翌日から死亡日までの間は、算定することがで い退居した日の翌日から死亡日までの間は、算定することがで

きない。（したがって、退居した日の翌日から死亡日までの期 きない。（したがって、退居した日の翌日から死亡日までの期

間が30日以上あった場合には、看取り介護加算を算定すること 間が30日以上あった場合には、看取り介護加算を算定すること

はできない。） はできない。）

③ 地域密着型特定施設を退居等した月と死亡した月が異なる場 ⑨ 地域密着型特定施設を退居等した月と死亡した月が異なる場

合でも算定可能であるが、看取り介護加算は死亡月にまとめて 合でも算定可能であるが、看取り介護加算は死亡月にまとめて

算定することから、利用者側にとっては、施設に入居していな 算定することから、利用者側にとっては、施設に入居していな

い月についても自己負担を請求されることになるため、利用者 い月についても自己負担を請求されることになるため、利用者

が退居等する際、退居等の翌月に亡くなった場合に、前月分の が退居等する際、退居等の翌月に亡くなった場合に、前月分の

看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合があることを 看取り介護加算に係る一部負担の請求を行う場合があることを

説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。 説明し、文書にて同意を得ておくことが必要である。

④ 地域密着型特定施設は、退居等の後も、継続して利用者の家 ⑩ 地域密着型特定施設は、退居等の後も、継続して利用者の家

族への指導や医療機関に対する情報提供等を行うことが必要で 族への指導や医療機関に対する情報提供等を行うことが必要で

あり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継続的な関わり あり、利用者の家族、入院先の医療機関等との継続的な関わり

の中で、利用者の死亡を確認することができる。 の中で、利用者の死亡を確認することができる。

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医 なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医

療機関等に利用者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が施 療機関等に利用者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が施

設に対して本人の状態を伝えることについて、退居等の際、本 設に対して本人の状態を伝えることについて、退居等の際、本

人又は家族に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが 人又は家族に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが

必要である。 必要である。

⑤ 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、 （削除）

口頭で同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を

記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要で

ある。

また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に

連絡しても来てもらえないような場合も、医師、看護職員、介

護職員等が利用者の状態等に応じて随時、利用者に対する看取

り介護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認
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められる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保

されるよう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載する

とともに、本人の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず

来てもらえなかった旨を記載しておくことが必要である。

なお、家族が利用者の看取りについてともに考えることは極

めて重要であり、施設としては、一度連絡を取って来てくれな

かったとしても、定期的に連絡を取り続け、可能な限り家族の

意思を確認しながら介護を進めていくことが重要である。

（新設） ⑪ 利用者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院

又は外泊期間が死亡日以前30日の範囲内であれば、当該入院又

は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可

能である。

（新設） ⑫ 入院若しくは外泊又は退去の当日について看取り介護加算を

算定できるかどうか、当該日に所定単位数を算定するかどうか

による。

（新設） ⑺ 認知症専門ケア加算について

① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認

められることから介護を必要とする認知症の者」とは、日常生

活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する入居者を指すものと

する。

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践

者等養成事業の実施について」（平成18年３月31日老発第03310

10号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践者等養成

事業の円滑な運営について」（平成18年３月31日老計第0331007

号厚生労働省計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リー

ダー研修」を指すものとする。ただし、平成28年３月31日まで

の間にあっては、「認知症介護に係る専門的な研修を修了して

いる者」とあるのは、認知症介護実践リーダー研修の研修対象

者（認知症介護実践者等養成事業実施要綱（平成21年３月26日

老発第0326003号。以下「要綱」という。）４⑴③イに掲げる者）

に該当する者であって、かつ、平成27年９月30日までの間に当

該研修の受講の申し込みを行っている者を含むものとする。

③ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介

護実践者等養成事業の実施について」及び「認知症介護実践者
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等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指

導者研修」を指すものとする。ただし、平成28年３月31日まで

の間にあっては、「認知症介護の指導に係る専門的な研修を修

了している者」とあるのは、認知症介護指導者研修の研修対象

者（要綱４⑸③において都道府県等から推薦を受けた者又は介

護保険施設・事業所等の長から推薦を受けた者）に該当する者

であって、かつ、平成27年９月30日までの間に当該研修の受講

の申し込みを行っている者を含むものとする。

（新設） ⑻ サービス提供体制強化加算について

① ２の⑿④から⑦まで⑤及び４の⑾⑤を準用する。

② 指定地域密着型特定施設入居者生活介護を入居者に直接提供

する職員とは、生活相談員、介護職員、看護職員又は機能訓練

指導員として勤務を行う職員を指すものとする。

⑺ 介護職員処遇改善加算について ⑼ 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。 ２の⒀を準用する。

８ 地域密着型介護福祉施設サービス費 ８ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費

⑴ 所定単位数を算定するための施設基準について ⑴ 所定単位数を算定するための施設基準について

地域密着型介護福祉施設サービス費の所定単位数を算定するた 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費の所定単位数を

めには、介護職員及び看護職員の員数が所定の員数以上配置され 算定するためには、介護職員及び看護職員の員数が所定の員数以

ることのほか、介護支援専門員について、人員基準欠如の状態に 上配置されることのほか、介護支援専門員について、人員基準欠

ないことが必要であること（施設基準第39号）。 如の状態にないことが必要であること（施設基準第38号）。

⑵ 地域密着型介護福祉施設サービス費を算定するための基準につ ⑵ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費を算定するため

いて の基準について

地域密着型介護福祉施設サービス費は、施設基準第40号に規定 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護費は、施設基準第3

する基準に従い、以下の通り、算定すること。 9号に規定する基準に従い、以下の通り、算定すること。

イ 施設基準第40号イに規定する地域密着型介護福祉施設サービ イ 施設基準第39号イに規定する地域密着型介護老人福祉施設入

ス費 所者生活介護費

地域密着型介護福祉施設サービスが、ユニットに属さない居 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が、ユニットに

室（定員が１人のものに限る。）（「従来型個室」という。）の入 属さない居室（定員が１人のものに限る。）（以下「従来型個室」

所者に対して行われるものであること。 という。）の入所者に対して行われるものであること。

ロ 施設基準第40号ロに規定する地域密着型福祉施設サービス費 ロ 施設基準第39号ロに規定する地域密着型介護老人福祉施設入

地域密着型介護福祉施設サービスが、平成24年４月１日にお 所者生活介護費

いて現に存する地域密着型介護老人福祉施設（同日において建 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が、ユニットに

築中のものを含み、同日後に増築され、又は全面的に改築され 属さない居室（定員が２人以上のものに限る。）（以下「多床室」

た部分を除く。）において、ユニットに属さない居室（定員が という。）の入所者に対して行われるものであること。
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二人以上のものに限る。）の入所者に対して行われるものであ

ること。

ハ 施設基準第40号ハに規定する地域密着型介護福祉施設サービ （削除）

ス費

ユニットに属さない居室（定員が２人以上のものに限る。）

の入所者に対して行われるもの（ロに該当するものを除く。）

であること。

ニ 施設基準第40号ハに規定する地域密着型介護福祉施設サービ ハ 施設基準第39号ハに規定する地域密着型介護老人福祉施設入

ス費 所者生活介護費

地域密着型介護福祉施設サービスが、ユニットに属する居室 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が、ユニットに

（指定地域密着型サービス基準第160条第１項第１号イ⑶（ⅰ）（指 属する居室（指定地域密着型サービス基準第160条第１項第１

定地域密着型サービス基準附則第11条第１項の規定により読み 号イ⑶（ⅰ）（指定地域密着型サービス基準附則第11条第一項の規

替えて適用する場合を含む。）を満たすものに限る。）（「ユニッ 定により読み替えて適用する場合を含む。）を満たすものに限

ト型個室」という。）の入居者に対して行われるものであるこ る。）（以下「ユニット型個室」という。）の入居者に対して行

と。 われるものであること。

ホ 施設基準第40号ニに規定する地域密着型介護福祉施設サービ ニ 施設基準第39号ニに規定する地域密着型介護老人福祉施設入

ス費 所者生活介護費

地域密着型介護福祉施設サービスが、ユニットに属する居室 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が、ユニットに

（指定地域密着型サービス基準第160条第１項第１号イ⑶（ⅱ）を 属する居室（指定地域密着型サービス基準第160条第１項第１

満たすものに限るものとし、同（ⅰ）（指定地域密着型サービス基 号イ⑶（ⅱ）を満たすものに限るものとし、同（ⅰ）（指定地域密着

準附則第11条第１項の規定により読み替えて適用する場合を含 型サービス基準附則第11条第１項の規定により読み替えて適用

む。）を満たすものを除く。）（「ユニット型準個室」という。） する場合を含む。）を満たすものを除く。）（以下「ユニット型

の入居者に対して行われるものであること。 準個室」という。）の入居者に対して行われるものであること。

⑶ やむを得ない措置等による定員の超過 ⑶ やむを得ない措置等による定員の超過

原則として入所者数（空床利用型の短期入所生活介護の利用者 原則として入所者数（空床利用型の短期入所生活介護の利用者

数を含む。）が入所定員を超える場合は、定員超過利用による減 数を含む。）が入所定員を超える場合は、定員超過利用による減

算の対象となり、所定単位数の100分の70を乗じて得た単位数を 算の対象となり、所定単位数の100分の70を乗じて得た単位数を

算定することとなるが、①及び②の場合においては、入所定員に 算定することとなるが、①及び②の場合においては、入所定員に

100分の105を乗じて得た数（入所定員が40人を超える場合にあっ 100分の105を乗じて得た数（入所定員が40人を超える場合にあっ

ては、利用定員に２を加えて得た数）まで、③の場合にあっては、 ては、利用定員に２を加えて得た数）まで、③の場合にあっては、

入所定員に100分の105を乗じて得た数までは減算が行われないも 入所定員に100分の105を乗じて得た数までは減算が行われないも

のであること（通所介護費等の算定方法第10号イ）。なお、この のであること（通所介護費等の算定方法第10号イ）。なお、この

取扱いは、あくまでも一時的かつ特例的なものであることから、 取扱いは、あくまでも一時的かつ特例的なものであることから、

速やかに定員超過利用を解消する必要があること。 速やかに定員超過利用を解消する必要があること。

① 老人福祉法第11条第１項第２号の規定による市町村が行った ① 老人福祉法第11条第１項第２号の規定による市町村が行った
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措置による入所（同法第10条の４第１項第３号の規定による市 措置による入所（同法第10条の４第１項第３号の規定による市

町村が行った措置により当該指定地域密着型介護老人福祉施設 町村が行った措置により当該指定地域密着型介護老人福祉施設

において空床利用型の短期入所生活介護の利用が行われる場合 において空床利用型の短期入所生活介護の利用が行われる場合

を含む。）によりやむを得ず入所定員を超える場合 を含む。）によりやむを得ず入所定員を超える場合

② 当該施設の入所者であったものが、指定地域密着型サービス ② 当該施設の入所者であったものが、指定地域密着型サービス

基準第145条の規定による入院をしていた場合に、当初の予定 基準第145条の規定による入院をしていた場合に、当初の予定

より早期に施設への再入所が可能となったときであって、その より早期に施設への再入所が可能となったときであって、その

時点で当該施設が満床だった場合（当初の再入所予定日までの 時点で当該施設が満床だった場合（当初の再入所予定日までの

間に限る。） 間に限る。）

③ 近い将来、地域密着型介護老人福祉施設本体に入所すること ③ 近い将来、地域密着型介護老人福祉施設本体に入所すること

が見込まれる者がその家族が急遽入院したことにより在宅にお が見込まれる者がその家族が急遽入院したことにより在宅にお

ける生活を継続することが困難となった場合など、その事情を ける生活を継続することが困難となった場合など、その事情を

勘案して施設に入所をすることが適当と認められる者が、地域 勘案して施設に入所をすることが適当と認められる者が、地域

密着型介護老人福祉施設（当該施設が満床である場合に限る。） 密着型介護老人福祉施設（当該施設が満床である場合に限る。）

に入所し、併設される短期入所生活介護事業所の空床を利用し に入所し、併設される短期入所生活介護事業所の空床を利用し

て地域密着型介護福祉施設サービスを受けることにより、地域 て地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けることに

密着型介護老人福祉施設の入所定員を超過する場合 より、地域密着型介護老人福祉施設の入所定員を超過する場合

⑷ ユニットにおける職員に係る減算について ⑷ ユニットにおける職員に係る減算について

ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準 ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準

に満たない場合の減算については、ある月（暦月）において基準 に満たない場合の減算については、ある月（暦月）において基準

に満たない状況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たな に満たない状況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たな

い状況が解消されるに至った月まで、入所者全員について、所定 い状況が解消されるに至った月まで、入所者全員について、所定

単位数が減算されることとする。（ただし、翌月の末日において 単位数が減算されることとする（ただし、翌月の末日において基

基準を満たすに至っている場合を除く。） 準を満たすに至っている場合を除く。）。

⑸ 身体拘束廃止未実施減算について ⑸ 身体拘束廃止未実施減算について

身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等 身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等

が行われていた場合ではなく、指定地域密着型サービス基準第11 が行われていた場合ではなく、指定地域密着型サービス基準第11

8条第５項又は第161条第５項の記録（指定地域密着型サービス基 8条第５項又は第161条第５項の記録（指定地域密着型サービス基

準第118条第４項又は第161条第５項に規定する身体拘束等を行う 準第118条第４項又は第161条第５項に規定する身体拘束等を行う

場合の記録）を行っていない場合に、入所者全員について所定単 場合の記録）を行っていない場合に、入所者全員について所定単

位数から減算することとなる。具体的には、記録を行っていない 位数から減算することとなる。具体的には、記録を行っていない

事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、 事実が生じた場合、速やかに改善計画を市町村長に提出した後、

事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村 事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市町村

長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認めら 長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認めら

れた月までの間について、入所者全員について所定単位数から減 れた月までの間について、入所者全員について所定単位数から減
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算することとする。 算することとする。

⑹ 日常生活継続支援加算について ⑹ 日常生活継続支援加算について

① 注５の日常生活継続支援加算は、重度の要介護状態の者や認 ① 注５の日常生活継続支援加算は、居宅での生活が困難であり、

知症の入所者が多くを占める施設において、介護福祉士資格を 地域密着型介護老人福祉施設への入所の必要性が高いと認めら

有する職員を手厚く配置することにより、可能な限り個人の尊 れる重度の要介護状態の者や認知症である者等を積極的に入所

厳を保持しつつ日常生活を継続することができるよう支援する させるとともに、介護福祉士資格を有する職員を手厚く配置し、

ことを評価するものである。 質の高い地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を提供す

ることにより、そうした入所者が可能な限り個人の尊厳を保持

しつつ日常生活を継続することができるよう支援することを評

価するものである。

② 「日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が ② 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認

認められることから介護を必要とする認知症の入所者」とある められることから介護を必要とする認知症である者」とあるの

のは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者をい は、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者をいう。

う。

③ 要介護４又は５の者の割合、日常生活に支障をきたすおそれ ③ 算定日の属する月の前６月間又は前12月間における新規入所

のある症状若しくは行動が認められることから介護を必要とす 者の総数における要介護４又は５の者の割合及び日常生活に支

る認知症の入所者の割合及び社会福祉士及び介護福祉士法施行 障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから

規則（昭和62年厚生省令第49号）第１条各号に掲げる行為を必 介護を必要とする認知症である者の割合を算出する際には、対

要とする者の占める割合については、届出日の属する月の前３ 象となる新規入所者ごとのその入所の日における要介護度及び

月のそれぞれの末日時点の割合の平均について算出すること。 日常生活自立度の判定結果を用いること。また、届出を行った

また、届出を行った月以降においても、毎月において直近３月 月以降においても、毎月において直近６月間又は12月間のこれ

間のこれらの割合がそれぞれ所定の割合以上であることが必要 らの割合がそれぞれ所定の割合以上であることが必要である。

である。これらの割合については、毎月記録するものとし、所 これらの割合については、毎月記録するものとし、所定の割合

定の割合を下回った場合については、直ちに第一の５の届出を を下回った場合については、直ちに第一の５の届出を提出しな

提出しなければならない。 ければならない。

（新設） ④ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生省令第

49号）第１条各号に掲げる行為を必要とする者の占める割合に

ついては、届出日の属する月の前３月のそれぞれの末日時点の

割合の平均について算出すること。また、届出を行った月以降

においても、毎月において直近３月間のこれらの割合がそれぞ

れ所定の割合以上であることが必要である。これらの割合につ

いては、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合に

ついては、直ちに第一の５の届出を提出しなければならない。

④ 当該加算の算定を行うために必要となる介護福祉士の員数を ⑤ 当該加算の算定を行うために必要となる介護福祉士の員数を

算出する際の入所者数については、第二の１⑻②を準用するこ 算出する際の入所者数については、第二の１⑻②を準用するこ
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と。また、介護福祉士の員数については、届出日前３月間にお と。また、介護福祉士の員数については、届出日前３月間にお

ける員数の平均を、常勤換算方法を用いて算出した値が、必要 ける員数の平均を、常勤換算方法を用いて算出した値が、必要

な人数を満たすものでなければならない。さらに、届出を行っ な人数を満たすものでなければならない。さらに、届出を行っ

た月以降においても、毎月において直近３月間の介護福祉士の た月以降においても、毎月において直近３月間の介護福祉士の

員数が必要な員数を満たしていることが必要であり、必要な人 員数が必要な員数を満たしていることが必要であり、必要な人

数を満たさなくなった場合は、直ちに第一の５の届出を提出し 数を満たさなくなった場合は、直ちに第一の５の届出を提出し

なければならない。 なければならない。

なお、介護福祉士については、その月の前月の末日時点で資 なお、介護福祉士については、その月の前月の末日時点で資

格を取得している者とすること。 格を取得している者とすること。

⑤ 当該加算を算定する場合にあっては、ツのサービス提供体制 ⑥ 当該加算を算定する場合にあっては、ツのサービス提供体制

強化加算は算定できない。 強化加算は算定できない。

⑺ 看護体制加算について ⑺ 看護体制加算について

① 短期入所生活介護の事業所を併設している場合は、短期入所 ① 短期入所生活介護の事業所を併設している場合は、短期入所

生活介護事業所とは別に、それぞれ必要な数の看護職員を配置 生活介護事業所とは別に、それぞれ必要な数の看護職員を配置

する必要がある。具体的には、以下のとおりとする。 する必要がある。具体的には、以下のとおりとする。

イ 看護体制加算（Ⅰ）については、併設の短期入所生活介護 イ 看護体制加算（Ⅰ）については、併設の短期入所生活介護

事業所における看護師の配置にかかわらず、地域密着型介護 事業所における看護師の配置にかかわらず、地域密着型介護

老人福祉施設として別に１名以上の常勤の看護師の配置を行 老人福祉施設として別に１名以上の常勤の看護師の配置を行

った場合に算定が可能である。 った場合に算定が可能である。

ロ 看護体制加算（Ⅱ）については、併設の短期入所生活介護 ロ 看護体制加算（Ⅱ）については、併設の短期入所生活介護

事業所における看護職員の配置にかかわらず、看護職員の地 事業所における看護職員の配置にかかわらず、看護職員の地

域密着型介護老人福祉施設における勤務時間を当該事業所に 域密着型介護老人福祉施設における勤務時間を当該事業所に

おいて常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべ おいて常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべ

き時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で き時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で

除した数が、入所者の数が25又はその端数を増すごとに１以 除した数が、入所者の数が25又はその端数を増すごとに１以

上となる場合に算定が可能である。 上となる場合に算定が可能である。

② 特別養護老人ホームの空床を利用して短期入所生活介護を行 ② 特別養護老人ホームの空床を利用して短期入所生活介護を行

っている場合にあっては、地域密着型介護老人福祉施設の入所 っている場合にあっては、地域密着型介護老人福祉施設の入所

者と短期入所生活介護の利用者を合算したものを「入所者数」 者と短期入所生活介護の利用者を合算したものを「入所者数」

として取り扱い、一体的に加算を行うこと。 として取り扱い、一体的に加算を行うこと。

③ 看護体制加算（Ⅰ）イ及び看護体制加算（Ⅱ）イ又は看護体 ③ 看護体制加算（Ⅰ）イ及び看護体制加算（Ⅱ）イ又は看護体

制加算（Ⅰ）ロ及び看護体制加算（Ⅱ）ロは、それぞれ同時に 制加算（Ⅰ）ロ及び看護体制加算（Ⅱ）ロは、それぞれ同時に

算定することが可能である。この場合にあっては、看護体制加 算定することが可能である。この場合にあっては、看護体制加

算（Ⅰ）イ又はロにおいて加算の対象となる常勤の看護師につ 算（Ⅰ）イ又はロにおいて加算の対象となる常勤の看護師につ

いても、看護体制加算（Ⅱ）イ又はロにおける看護職員の配置 いても、看護体制加算（Ⅱ）イ又はロにおける看護職員の配置
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数の計算に含めることが可能である。 数の計算に含めることが可能である。

④ 「24時間の連絡体制」とは、施設内で勤務することを要する ④ 「24時間連絡できる体制」とは、施設内で勤務することを要

ものではなく、夜間においても施設から連絡でき、必要な場合 するものではなく、夜間においても施設から連絡でき、必要な

には施設からの緊急の呼出に応じて出勤する体制をいうもので 場合には施設からの緊急の呼出に応じて出勤する体制をいうも

ある。具体的には、 のである。具体的には、

イ 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の イ 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の

上、夜間における連絡・対応体制（オンコール体制）に関す 上、夜間における連絡・対応体制（オンコール体制）に関す

る取り決め（指針やマニュアル等）の整備がなされているこ る取り決め（指針やマニュアル等）の整備がなされているこ

と。 と。

ロ 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の ロ 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の

上、看護職員不在時の介護職員による入所者の観察項目の標 上、看護職員不在時の介護職員による入所者の観察項目の標

準化（どのようなことが観察されれば看護職員に連絡するか） 準化（どのようなことが観察されれば看護職員に連絡するか）

がなされていること。 がなされていること。

ハ 施設内研修等を通じ、介護職員及び看護職員に対して、イ ハ 施設内研修等を通じ、介護職員及び看護職員に対して、イ

及びロの内容が周知されていること。 及びロの内容が周知されていること。

ニ 施設の看護職員とオンコール対応の看護職員が異なる場合 ニ 施設の看護職員とオンコール対応の看護職員が異なる場合

には、電話やＦＡＸ等により入所者の状態に関する引継を行 には、電話やＦＡＸ等により入所者の状態に関する引継を行

うとともに、オンコール体制終了時にも同様の引継を行うこ うとともに、オンコール体制終了時にも同様の引継を行うこ

と。 と。

といった体制を整備することを想定している。 といった体制を整備することを想定している。

⑻ 夜勤職員配置加算について ⑻ 夜勤職員配置加算について

① 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日平 ① 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日平

均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後10時から翌日の 均夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後10時から翌日の

午前５時までの時間を含めた連続する16時間をいう。）におけ 午前５時までの時間を含めた連続する16時間をいう。）におけ

る延夜勤時間数を、当該月の日数に16を乗じて得た数で除する る延夜勤時間数を、当該月の日数に16を乗じて得た数で除する

ことによって算定し、小数点第３位以下は切り捨てるものとす ことによって算定し、小数点第３位以下は切り捨てるものとす

る。 る。

② 短期入所生活介護の事業所を併設している場合又は特別養護 ② 短期入所生活介護の事業所を併設している場合又は特別養護

老人ホームの空床において短期入所生活介護を行っている場合 老人ホームの空床において短期入所生活介護を行っている場合

にあっては、短期入所生活介護の利用者数と地域密着型介護老 にあっては、短期入所生活介護の利用者数と地域密着型介護老

人福祉施設の入所者数を合算した人数を地域密着型介護老人福 人福祉施設の入所者数を合算した人数を地域密着型介護老人福

祉施設の「入所者の数」とした場合に必要となる夜勤職員の数 祉施設の「入所者の数」とした場合に必要となる夜勤職員の数

を１以上上回って配置した場合に、加算を行う。 を１以上上回って配置した場合に、加算を行う。

③ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設にあっては、増配し ③ ユニット型地域密着型介護老人福祉施設にあっては、増配し

た夜勤職員については、必ずしも特定のユニットに配置する必 た夜勤職員については、必ずしも特定のユニットに配置する必
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要はないものとすること。 要はないものとすること。

⑼ 準ユニットケア加算について ⑼ 準ユニットケア加算について

注８の準ユニットケア加算は、施設基準第44号において定める 注８の準ユニットケア加算は、施設基準第43号において定める

基準に適合しているものとして市町村長に届け出た場合に算定さ 基準に適合しているものとして市町村長に届け出た場合に算定さ

れるが、その取扱いについては、以下のとおりとすること。なお、 れるが、その取扱いについては、以下のとおりとすること。なお、

施設の一部のみで準ユニットケア加算の要件を満たす場合、当該 施設の一部のみで準ユニットケア加算の要件を満たす場合、当該

要件を満たす部分に入所する者についてのみ準ユニットケア加算 要件を満たす部分に入所する者についてのみ準ユニットケア加算

を算定して差し支えない。 を算定して差し支えない。

イ 「プライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえ」とは、 イ 「プライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえ」とは、

可動でないもので隔てることまでを要するものではないが、視 可動でないもので隔てることまでを要するものではないが、視

線が遮断されることを前提とする。建具による仕切りは認める 線が遮断されることを前提とする。建具による仕切りは認める

が、家具やカーテンによる仕切りでは不可とする。また、天井 が、家具やカーテンによる仕切りでは不可とする。また、天井

から隙間が空いていることは認める。 から隙間が空いていることは認める。

ロ １人当たりの面積基準については、４人部屋に中廊下を設け ロ １人当たりの面積基準については、４人部屋に中廊下を設け

て居室を仕切るなど様々な工夫が考えられることから、仕切ら て居室を仕切るなど様々な工夫が考えられることから、仕切ら

れた空間についての１人当たり面積基準は設けず、多床室全体 れた空間についての１人当たり面積基準は設けず、多床室全体

として１人当たりの面積基準を満たしていれば足りることとす として１人当たりの面積基準を満たしていれば足りることとす

る。 る。

⑽ 若年性認知症入所者受入加算について ⑽ 若年性認知症入所者受入加算について

４の⑹を準用する。 ４の⑹を準用する。

⑾ 個別機能訓練加算について ⑾ 個別機能訓練加算について

７の⑵を準用する。 ７の⑶を準用する。

⑿ 精神科を担当する医師に係る加算について ⑿ 精神科を担当する医師に係る加算について

① 注12に規定する「認知症である入所者」とは、次のいずれか ① 注12に規定する「認知症である入所者」とは、次のいずれか

に該当する者とすること。 に該当する者とすること。

イ 医師が認知症と診断した者 イ 医師が認知症と診断した者

ロ なお、旧措置入所者にあっては、前記イにかかわらず、従 ロ なお、旧措置入所者にあっては、前記イにかかわらず、従

来の「老人福祉法による特別養護老人ホームにおける痴呆性 来の「老人福祉法による特別養護老人ホームにおける痴呆性

老人等介護加算制度について」（平成６年９月30日老計第131 老人等介護加算制度について」（平成６年９月30日老計第131

号）における認知症老人介護加算の対象者に該当している場 号）における認知症老人介護加算の対象者に該当している場

合は、医師の診断は必要としない。 合は、医師の診断は必要としない。

② 精神科を担当する医師に係る加算を算定しようとする施設は、 ② 精神科を担当する医師に係る加算を算定しようとする施設は、

常に、認知症である入所者の数を的確に把握する必要があるこ 常に、認知症である入所者の数を的確に把握する必要があるこ

と。 と。

③ 注12において「精神科を担当する医師」とあるのは、精神科 ③ 注12において「精神科を担当する医師」とあるのは、精神科
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を標ぼうしている医療機関において精神科を担当している医師 を標ぼうしている医療機関において精神科を担当している医師

を指すものであることが原則であるが、過去に相当期間、精神 を指すものであることが原則であるが、過去に相当期間、精神

科を担当する医師であった場合や精神保健指定医の指定を受け 科を担当する医師であった場合や精神保健指定医の指定を受け

ているなど、その専門性が担保されていると判断できる場合は ているなど、その専門性が担保されていると判断できる場合は

算定できる。 算定できる。

④ 精神科を担当する医師について、注11による常勤の医師に係 ④ 精神科を担当する医師について、注11による常勤の医師に係

る加算が算定されている場合は、注12の規定にかかわらず、精 る加算が算定されている場合は、注12の規定にかかわらず、精

神科を担当する医師に係る加算は算定されないものであること。 神科を担当する医師に係る加算は算定されないものであること。

⑤ 健康管理を担当する地域密着型介護老人福祉施設の配置医師 ⑤ 健康管理を担当する地域密着型介護老人福祉施設の配置医師

（嘱託医）が１名であり、当該医師が精神科を担当する医師も （嘱託医）が１名であり、当該医師が精神科を担当する医師も

兼ねる場合は、配置医師として勤務する回数のうち月４回（１ 兼ねる場合は、配置医師として勤務する回数のうち月４回（１

回あたりの勤務時間３～４時間程度）までは加算の算定の基礎 回あたりの勤務時間３～４時間程度）までは加算の算定の基礎

としないものであること。（例えば、月６回配置医師として勤 としないものであること。（例えば、月６回配置医師として勤

務している精神科を担当する医師の場合:６回－４回＝２回とな 務している精神科を担当する医師の場合:６回－４回＝２回とな

るので、当該費用を算定できることになる。） るので、当該費用を算定できることになる。）

⑥ 入所者に対し療養指導を行った記録等を残しておくこと。 ⑥ 入所者に対し療養指導を行った記録等を残しておくこと。

⒀ 障害者生活支援員に係る加算について ⒀ 障害者生活支援体制加算について

① 注13の「視覚障害者等」については、95号告示第36号におい ① 注13の「視覚障害者等」については、利用者等告示第44号に

て「視覚、聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又は重 おいて「視覚、聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又

度の知的障害者」としたところであるが、より具体的には以下 は重度の知的障害者若しくは精神障害者」としたところである

の者が該当するものであること。 が、より具体的には以下の者が該当するものであること。

イ 視覚障害者 イ 視覚障害者

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の

規定により交付を受けた身体障害者手帳（以下「身体障害者 規定により交付を受けた身体障害者手帳（以下「身体障害者

手帳」という。）の障害の程度が一級又は二級若しくは、こ 手帳」という。）の障害の程度が一級又は二級若しくは、こ

れに準ずる視覚障害の状態にあり、日常生活におけるコミュ れに準ずる視覚障害の状態にあり、日常生活におけるコミュ

ニケーションや移動等に支障があると認められる視覚障害を ニケーションや移動等に支障があると認められる視覚障害を

有する者 有する者

ロ 聴覚障害者 ロ 聴覚障害者

身体障害者手帳の障害の程度が二級又はこれに準ずる聴覚 身体障害者手帳の障害の程度が二級又はこれに準ずる聴覚

障害の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーションに 障害の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーションに

支障があると認められる聴覚障害を有する者 支障があると認められる聴覚障害を有する者

ハ 言語機能障害者 ハ 言語機能障害者

身体障害者手帳の障害の程度が三級又はこれに準ずる言語 身体障害者手帳の障害の程度が三級又はこれに準ずる言語

機能障害等の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーシ 機能障害等の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーシ
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ョンに支障があると認められる言語機能障害を有する者 ョンに支障があると認められる言語機能障害を有する者

ニ 知的障害者 ニ 知的障害者

「療育手帳制度について」（昭和48年９月27日付厚生省発 ｢療育手帳制度について」（昭和48年９月27日付厚生省発児

児第156号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生事務次官 第156号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生事務次官通

通知）第五の２の規定により交付を受けた療育手帳の障害の 知）第五の２の規定により交付を受けた療育手帳の障害の程

程度が「療育手帳制度の実施について」（昭和48年９月27日 度が｢療育手帳制度の実施について」（昭和48年９月27日児発

児発第725号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省児童 第725号各都道府県知事・各指定都市市長あて厚生省児童家庭

家庭局長通知）（以下「局長通知」という。）の第三に規定す 局長通知）（以下「局長通知」という。）の第三に規定するＡ

るＡ（重度）の障害を有する者又は知的障害者福祉法（昭和3 （重度）の障害を有する者又は知的障害者福祉法（昭和35年

5年法律第37号）第12条の規定に基づき各都道府県・指定都市 法律第37号）第12条の規定に基づき各都道府県・指定都市が

が設置する知的障害者更生相談所において障害の程度が、局 設置する知的障害者更生相談所において障害の程度が、局長

長通知の第三に規定する重度の障害を有する者 通知の第三に規定する重度の障害を有する者

（新設） ホ 精神障害者

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律

第123号）第45条第２項の規定により交付を受けた精神障害者

保健福祉手帳の障害等級（精神保健及び精神障害者福祉に関

する法律施行令（昭和25年政令第155号）第６条第３項に規定

する障害等級をいう。）が一級又は二級に該当する者であっ

て、65歳に達する日の前日までに同手帳の交付を受けた者

② 注13の「入所者の数が15人以上」という障害者生活支援員に ② 注13の「入所者の数が15人以上」という障害者生活支援員に

係る加算の算定要件は、視覚障害者、聴覚障害者、言語機能障 係る加算の算定要件は、視覚障害者、聴覚障害者、言語機能障

害者及び知的障害者の合計数が15人以上であれば満たされるも 害者、知的障害者及び精神障害者の合計数が15人以上であれば

のであること。この場合の障害者生活支援員の配置については、 満たされるものであること。この場合の障害者生活支援員の配

それぞれの障害に対応できる専門性を有する者が配置されてい 置については、それぞれの障害に対応できる専門性を有する者

ることが望ましいが、例えば、視覚障害に対応できる常勤専従 が配置されていることが望ましいが、例えば、視覚障害に対応

の障害者生活支援員に加えて、聴覚障害、言語機能障害及び知 できる常勤専従の障害者生活支援員に加えて、聴覚障害、言語

的障害に対応できる非常勤職員の配置又は他の職種が兼務する 機能障害、知的障害及び精神障害に対応できる非常勤職員の配

ことにより、適切な生活の支援を行うことができれば、当該加 置又は他の職種が兼務することにより、適切な生活の支援を行

算の要件を満たすものとする。 うことができれば、当該加算の要件を満たすものとする。

③ 知的障害を有する者に対する障害者生活支援員の要件（95号 ③ 知的障害を有する者に対する障害者生活支援員の要件（利用

告示第37号ハ）としては、知的障害者福祉法に規定する知的障 者等告示第45号ハ）としては、知的障害者福祉法に規定する知

害者福祉司の資格を有する者のほか、同法第19条第１項に規定 的障害者福祉司の資格を有する者のほか、同法第19条第１項に

する知的障害者援護施設における指導員、看護師等で入所者の 規定する知的障害者援護施設における指導員、看護師等で入所

処遇実務経験５年以上の者とする。 者の処遇実務経験５年以上の者とする。

⒁ 入所者が入院し、又は外泊したときの費用の算定について ⒁ 入所者が入院し、又は外泊したときの費用の算定について
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① 注14により入院又は外泊時の費用の算定について、入院又は ① 注14により入院又は外泊時の費用の算定について、入院又は

外泊の期間は初日及び最終日は含まないので、連続して７泊の 外泊の期間は初日及び最終日は含まないので、連続して７泊の

入院又は外泊を行う場合は、６日と計算されること。 入院又は外泊を行う場合は、６日と計算されること。

（例） （例）

入院又は外泊期間: ３月１日～３月８日（８日間） 入院又は外泊期間: ３月１日～３月８日（８日間）

３月１日 入院又は外泊の開始……所定単位数を算定 ３月１日 入院又は外泊の開始……所定単位数を算定

３月２日～３月７日（６日間） ３月２日～３月７日（６日間）

……１日につき246単位を算定可 ……１日につき246単位を算定可

３月８日 入院又は外泊の終了……所定単位数を算定 ３月８日 入院又は外泊の終了……所定単位数を算定

② 入所者の入院又は外泊の期間中にそのまま退所した場合は、 ② 入所者の入院又は外泊の期間中にそのまま退所した場合は、

退所した日の外泊時の費用は算定できる。また、入所者の外泊 退所した日の外泊時の費用は算定できる。また、入所者の外泊

の期間中にそのまま併設医療機関に入院した場合には、入院日 の期間中にそのまま併設医療機関に入院した場合には、入院日

以降については外泊時の費用は算定できない。 以降については外泊時の費用は算定できない。

③ 入所者の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院又は外泊時の ③ 入所者の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院又は外泊時の

費用の算定期間中にあっては、当該入所者が使用していたベッ 費用の算定期間中にあっては、当該入所者が使用していたベッ

ドを他のサービスに利用することなく空けておくことが原則で ドを他のサービスに利用することなく空けておくことが原則で

あるが、当該入所者の同意があれば、そのベッドを短期入所生 あるが、当該入所者の同意があれば、そのベッドを短期入所生

活介護に活用することは可能であること。ただし、この場合に、 活介護に活用することは可能であること。ただし、この場合に、

入院又は外泊時の費用は算定できないこと。 入院又は外泊時の費用は算定できないこと。

④ 入院又は外泊時の取扱い ④ 入院又は外泊時の取扱い

イ 入院又は外泊時の費用の算定にあたって、１回の入院又は イ 入院又は外泊時の費用の算定にあたって、１回の入院又は

外泊で月をまたがる場合は、最大で連続13泊（12日分）まで 外泊で月をまたがる場合は、最大で連続13泊（12日分）まで

入院又は外泊時の費用の算定が可能であること。 入院又は外泊時の費用の算定が可能であること。

（例）月をまたがる入院の場合 （例）月をまたがる入院の場合

入院期間: １月25日～３月８日 入院期間: １月25日～３月８日

１月25日 入院……所定単位数を算定 １月25日 入院……所定単位数を算定

１月26日～１月31日（６日間） １月26日～１月31日（６日間）

……１日につき246単位を算定可 ……１日につき246単位を算定可

２月１日～２月６日（６日間） ２月１日～２月６日（６日間）

……１日につき246単位を算定可 ……１日につき246単位を算定可

２月７日～３月７日……費用算定不可 ２月７日～３月７日……費用算定不可

３月８日 退院……所定単位数を算定 ３月８日 退院……所定単位数を算定

ロ 「外泊」には、入所者の親戚の家における宿泊、子供又は ロ 「外泊」には、入所者の親戚の家における宿泊、子供又は

その家族と旅行に行く場合の宿泊等も含むものであること。 その家族と旅行に行く場合の宿泊等も含むものであること。

ハ 外泊の期間中は、当該入所者については、居宅介護サービ ハ 外泊の期間中は、当該入所者については、居宅介護サービ
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ス費は算定されないものであること。 ス費は算定されないものであること。

ニ 「入院」の場合、必要に応じて、入退院の手続きや家族等 ニ 「入院」の場合、必要に応じて、入退院の手続きや家族等

への連絡調整、情報提供などの業務にあたること。 への連絡調整、情報提供などの業務にあたること。

⒂ 初期加算について ⒂ 初期加算について

① 入所者については、地域密着型介護老人福祉施設へ入所した ① 入所者については、地域密着型介護老人福祉施設へ入所した

当初には、施設での生活に慣れるために様々な支援を必要とす 当初には、施設での生活に慣れるために様々な支援を必要とす

ることから、入所日から30日間に限って、１日につき30単位を ることから、入所日から30日間に限って、１日につき30単位を

加算すること。 加算すること。

② 「入所日から30日間」中に外泊を行った場合、当該外泊を行 ② 「入所日から30日間」中に外泊を行った場合、当該外泊を行

っている間は、初期加算を算定できないこと。 っている間は、初期加算を算定できないこと。

③ 当該施設における過去の入所及び短期入所生活介護との関係 ③ 当該施設における過去の入所及び短期入所生活介護との関係

初期加算は、当該入所者が過去３月間（ただし、日常生活自 初期加算は、当該入所者が過去３月間（ただし、日常生活自

立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者の場合は過去１月間と 立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者の場合は過去１月間と

する。）の間に、当該地域密着型介護老人福祉施設に入所した する。）の間に、当該地域密着型介護老人福祉施設に入所した

ことがない場合に限り算定できることとする。 ことがない場合に限り算定できることとする。

なお、当該地域密着型介護老人福祉施設の併設又は空床利用 なお、当該地域密着型介護老人福祉施設の併設又は空床利用

の短期入所生活介護（単独型の場合であっても指定居宅サービ の短期入所生活介護（単独型の場合であっても指定居宅サービ

スに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及 スに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及

び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス

等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の 等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について（平成12年老企第40号）第二の１の⑵の②に 留意事項について（平成12年老企第40号）第二の１の⑵の②に

該当する場合を含む。）を利用していた者が日を空けることな 該当する場合を含む。）を利用していた者が日を空けることな

く引き続き当該施設に入所した場合（短期入所から退所した翌 く引き続き当該施設に入所した場合（短期入所から退所した翌

日に当該施設に入所した場合を含む。）については、初期加算 日に当該施設に入所した場合を含む。）については、初期加算

は入所直前の短期入所生活介護の利用日数を30日から控除して は入所直前の短期入所生活介護の利用日数を30日から控除して

得た日数に限り算定するものとする。 得た日数に限り算定するものとする。

④ 30日を超える病院又は診療所への入院後に再入所した場合は、 ④ 30日を超える病院又は診療所への入院後に再入所した場合は、

③にかかわらず、初期加算が算定されるものであること。 ③にかかわらず、初期加算が算定されるものであること。

⒃ 退所時等相談援助加算について ⒃ 退所時等相談援助加算について

① 退所前訪問相談援助加算・退所後訪問相談援助加算 ① 退所前訪問相談援助加算・退所後訪問相談援助加算

イ 退所前訪問相談援助加算については、入所期間が１月を超 イ 退所前訪問相談援助加算については、入所期間が１月を超

えると見込まれる入所者の退所に先立って、入所者が退所後 えると見込まれる入所者の退所に先立って、入所者が退所後

生活する居宅を訪問して退所後の居宅サービス等について相 生活する居宅を訪問して退所後の居宅サービス等について相

談援助を行った場合に、入所中１回に限り算定するものであ 談援助を行った場合に、入所中１回に限り算定するものであ

るが、入所後早期に退所に向けた訪問相談援助の必要がある るが、入所後早期に退所に向けた訪問相談援助の必要がある
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と認められる場合については、２回の訪問相談援助について と認められる場合については、２回の訪問相談援助について

加算が行われるものであること。この場合にあっては、１回 加算が行われるものであること。この場合にあっては、１回

目の訪問相談援助は退所を念頭においた施設サービス計画の 目の訪問相談援助は退所を念頭においた地域密着型施設サー

策定に当たって行われるものであり、２回目の訪問相談援助 ビス計画の策定に当たって行われるものであり、２回目の訪

は退所後在宅又は社会福祉施設等における生活に向けた最終 問相談援助は退所後在宅又は社会福祉施設等における生活に

調整を目的として行われるものであること。 向けた最終調整を目的として行われるものであること。

ロ 退所後訪問相談援助加算については、入所者の退所後30日 ロ 退所後訪問相談援助加算については、入所者の退所後30日

以内に入所者の居宅を訪問して相談援助を行った場合に、１ 以内に入所者の居宅を訪問して相談援助を行った場合に、１

回に限り算定するものである。 回に限り算定するものである。

ハ 退所前訪問相談援助加算は退所日に算定し、退所後訪問相 ハ 退所前訪問相談援助加算は退所日に算定し、退所後訪問相

談援助加算は訪問日に算定するものであること。 談援助加算は訪問日に算定するものであること。

ニ 退所前訪問相談援助加算及び退所後訪問相談援助加算は、 ニ 退所前訪問相談援助加算及び退所後訪問相談援助加算は、

次の場合には、算定できないものであること。 次の場合には、算定できないものであること。

ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合 ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合

ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合 ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合

ｃ 死亡退所の場合 ｃ 死亡退所の場合

ホ 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助は、介護支援 ホ 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助は、介護支援

専門員、生活相談員、看護職員、機能訓練指導員又は医師が 専門員、生活相談員、看護職員、機能訓練指導員又は医師が

協力して行うこと。 協力して行うこと。

ヘ 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助は、入所者及 ヘ 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助は、入所者及

びその家族等のいずれにも行うこと。 びその家族等のいずれにも行うこと。

ト 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助を行った場合 ト 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助を行った場合

は、相談援助を行った日及び相談援助の内容の要点に関する は、相談援助を行った日及び相談援助の内容の要点に関する

記録を行うこと。 記録を行うこと。

② 退所時相談援助加算 ② 退所時相談援助加算

イ 退所時相談援助の内容は、次のようなものであること。 イ 退所時相談援助の内容は、次のようなものであること。

ａ 食事、入浴、健康管理等在宅又は社会福祉施設等におけ ａ 食事、入浴、健康管理等在宅又は社会福祉施設等におけ

る生活に関する相談援助 る生活に関する相談援助

ｂ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び ｂ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び

向上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助 向上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助

ｃ 家屋の改善に関する相談援助 ｃ 家屋の改善に関する相談援助

ｄ 退所する者の介助方法に関する相談援助 ｄ 退所する者の介助方法に関する相談援助

ロ ①のニからトまでは、退所時相談援助加算について準用す ロ ①のニからトまでは、退所時相談援助加算について準用す

る。 る。

ハ 入所者に係る居宅サービスに必要な情報提供については、 ハ 入所者に係る居宅サービスに必要な情報提供については、
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老人福祉法第20条の７の２に規定する老人介護支援センター 老人福祉法第20条の７の２に規定する老人介護支援センター

に替え、法第115条の46第１項に規定する地域包括支援センタ に替え、法第115条の46第１項に規定する地域包括支援センタ

ーに対して行った場合についても、算定できるものとする。 ーに対して行った場合についても、算定できるものとする。

③ 退所前連携加算 ③ 退所前連携加算

イ 退所前連携加算については、入所期間が１月を超える入所 イ 退所前連携加算については、入所期間が１月を超える入所

者の退所に先立って、指定居宅介護支援事業者の介護支援専 者の退所に先立って、指定居宅介護支援事業者の介護支援専

門員と連携し、退所後の居宅における居宅サービスの利用上 門員と連携し、退所後の居宅における居宅サービスの利用上

必要な調整を行った場合に、入所者１人につき１回に限り退 必要な調整を行った場合に、入所者１人につき１回に限り退

所日に加算を行うものであること。 所日に加算を行うものであること。

ロ 退所前連携を行った場合は、連携を行った日及び連携の内 ロ 退所前連携を行った場合は、連携を行った日及び連携の内

容の要点に関する記録を行うこと。 容の要点に関する記録を行うこと。

ハ ①のニ及びホは、退所前連携加算について準用する。 ハ ①のニ及びホは、退所前連携加算について準用する。

ニ 在宅・入所相互利用加算の対象となる入所者について退所 ニ 在宅・入所相互利用加算の対象となる入所者について退所

前連携加算を算定する場合には、最初に在宅期間に移るとき 前連携加算を算定する場合には、最初に在宅期間に移るとき

にのみ算定できるものとする。 にのみ算定できるものとする。

⒄ 従来型個室に入所していた者の取扱いについて ⒄ 従来型個室に入所していた者の取扱いについて

注15に規定する措置については、地域密着型介護福祉施設サー 注15に規定する措置については、地域密着型介護老人福祉施設

ビスを受ける者であって、平成17年９月30日以前に従来型個室に 入所者生活介護を受ける者であって、平成17年９月30日以前に従

入所し、平成17年10月１日以後に当該従来型個室を退所するまで 来型個室に入所し、平成17年10月１日以後に当該従来型個室を退

の間、継続して当該従来型個室へ入所しており、併せて、当該期 所するまでの間、継続して当該従来型個室へ入所しており、併せ

間中に、特別な居室の提供を受けた事に伴う特別な室料を払って て、当該期間中に、特別な居室の提供を受けた事に伴う特別な室

いないものが対象となること。ただし、当該者が、当該従来型個 料を払っていないものが対象となること。ただし、当該者が、当

室を一旦退所した後、再度、当該従来型個室に入所して介護福祉 該従来型個室を一旦退所した後、再度、当該従来型個室に入所し

施設サービスを受ける場合にあっては、注15に規定する措置の対 て地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受ける場合にあ

象とはならないこと。 っては、注15に規定する措置の対象とはならないこと。

⒅ 栄養マネジメント加算について ⒅ 栄養マネジメント加算について

① 栄養ケア・マネジメントは、入所者毎に行われるケアマネジ ① 栄養ケア・マネジメントは、入所者ごとに行われるケアマネ

メントの一環として行われることに留意すること。 ジメントの一環として行われることに留意すること。

また、栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかか また、栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかか

わらず、原則として入所者全員に対して実施するべきものであ わらず、原則として入所者全員に対して実施するべきものであ

ること。 ること。

② 施設に常勤の管理栄養士を１名以上配置して行うものである ② 施設に常勤の管理栄養士を１名以上配置して行うものである

こと。なお、調理業務の委託先にのみ管理栄養士が配置されて こと。なお、調理業務の委託先にのみ管理栄養士が配置されて

いる場合は、当該加算を算定できないこと。 いる場合は、当該加算を算定できないこと。

③ 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の介護保険施設又は ③ 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の介護保険施設又は
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地域密着型介護老人福祉施設の栄養ケア・マネジメントを行う 地域密着型介護老人福祉施設の栄養ケア・マネジメントを行う

場合は、当該管理栄養士が所属する施設のみ算定できること。 場合は、当該管理栄養士が所属する施設のみ算定できること。

ただし、サテライト型施設を有する介護保険施設（以下この ただし、介護老人福祉施設が一の地域密着型介護老人福祉施設

号において「本体施設」という。）にあっては、次の取扱いと を併設している場合であって、双方の施設を兼務する常勤の管

する。 理栄養士による適切な栄養ケア・マネジメントが実施されてい

るときは、双方の施設において算定出来ることとする。

（新設） ④ サテライト型施設を有する介護保険施設又は地域密着型介護

老人福祉施設（以下この号において「本体施設」という。）に

あっては、次の取扱いとすること。

イ 本体施設に常勤の管理栄養士を１名配置している場合（本 イ 本体施設に常勤の管理栄養士を１名配置している場合（本

体施設の入所者数とサテライト型施設（一施設に限る。）の 体施設の入所者数とサテライト型施設（一施設に限る。）の

入所者数の合計数に対して配置すべき栄養士の員数が１未満 入所者数の合計数に対して配置すべき栄養士の員数が１未満

である場合に限る。）であって、当該管理栄養士が当該サテ である場合及び本体施設が地域密着型介護老人福祉施設であ

ライト型施設に兼務し、適切に栄養ケア・マネジメントを行 る場合に限る。）であって、当該管理栄養士が当該サテライ

っているときは、当該サテライト型施設においても算定でき ト型施設に兼務し、適切に栄養ケア・マネジメントを行って

ることとする。 いるときは、当該サテライト型施設においても算定できるこ

ととする。

ロ 本体施設に常勤の管理栄養士を２名以上配置している場合 ロ 本体施設に常勤の管理栄養士を２名以上配置している場合

であって、当該管理栄養士がサテライト型施設に兼務し、適 であって、当該管理栄養士がサテライト型施設に兼務し、適

切に栄養ケア・マネジメントを行っているときは、当該サテ 切に栄養ケア・マネジメントを行っているときは、当該サテ

ライト施設（一施設に限る。）においても算定できることと ライト施設（一施設に限る。）においても算定できることと

する。 する。

④ 栄養ケア・マネジメントについては、以下のイからトまでに ⑤ 栄養ケア・マネジメントについては、以下のイからトまでに

掲げるとおり、実施すること。 掲げるとおり、実施すること。

イ 入所者毎の低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握する イ 入所者ごとの低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握す

こと（以下「栄養スクリーニング」という。）。 ること（以下「栄養スクリーニング」という。）。

ロ 栄養スクリーニングを踏まえ、入所者毎の解決すべき課題 ロ 栄養スクリーニングを踏まえ、入所者ごとの解決すべき課

を把握すること（以下「栄養アセスメント」という。）。 題を把握すること（以下「栄養アセスメント」という。）。

ハ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理のもと、医師、 ハ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理のもと、医師、

管理栄養士、歯科医師、看護職員、介護支援専門員その他の 管理栄養士、歯科医師、看護職員、介護支援専門員その他の

職種の者が共同して、入所者毎に、栄養補給に関する事項（栄 職種の者が共同して、入所者ごとに、栄養補給に関する事項

養補給量、補給方法等）、栄養食事相談に関する事項（食事 （栄養補給量、補給方法等）、栄養食事相談に関する事項（食

に関する内容の説明等）、解決すべき事項に対し関連職種が 事に関する内容の説明等）、解決すべき事項に対し関連職種

共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成 が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作

すること。また、作成した栄養ケア計画については、栄養ケ 成すること。また、作成した栄養ケア計画については、栄養
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ア・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明し、 ケア・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明

その同意を得ること。なお、地域密着型介護福祉施設サービ し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護老人福祉施

スにおいては、栄養ケア計画に相当する内容を地域密着型施 設入所者生活介護においては、栄養ケア計画に相当する内容

設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄 を地域密着型施設サービス計画の中に記載する場合は、その

養ケア計画の作成に代えることができるものとすること。 記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるもの

とすること。

ニ 栄養ケア計画に基づき、入所者毎に栄養ケア・マネジメン ニ 栄養ケア計画に基づき、入所者ごとに栄養ケア・マネジメ

トを実施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄養 ントを実施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題（栄

補給方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき 養補給方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべ

事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を修正す き事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を修正

ること。 すること。

ホ 入所者毎の栄養状態に応じて、定期的に、入所者の生活機 ホ 入所者ごとの栄養状態に応じて、定期的に、入所者の生活

能の状況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。そ 機能の状況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。

の際、栄養スクリーニング時に把握した入所者毎の低栄養状 その際、栄養スクリーニング時に把握した入所者ごとの低栄

態のリスクのレベルに応じ、それぞれのモニタリング間隔を 養状態のリスクのレベルに応じ、それぞれのモニタリング間

設定し、入所者毎の栄養ケア計画に記載すること。当該モニ 隔を設定し、入所者ごとの栄養ケア計画に記載すること。当

タリング間隔の設定に当たっては、低栄養状態のリスクの高 該モニタリング間隔の設定に当たっては、低栄養状態のリス

い者及び栄養補給方法の変更の必要性がある者（経管栄養法 クの高い者及び栄養補給方法の変更の必要性がある者（経管

から経口栄養法への変更等）については、概ね２週間毎、低 栄養法から経口栄養法への変更等）については、おおむね２

栄養状態のリスクが低い者については、概ね３月毎に行うこ 週間ごと、低栄養状態のリスクが低い者については、おおむ

と。なお、低栄養状態のリスクが低い者も含め、少なくとも ね３月ごとに行うこと。なお、低栄養状態のリスクが低い者

月１回、体重を測定するなど、入所者の栄養状態の把握を行 も含め、少なくとも月１回、体重を測定するなど、入所者の

うこと。 栄養状態の把握を行うこと。

ヘ 入所者毎に、概ね３月を目途として、低栄養状態のリスク ヘ 入所者ごとに、おおむね３月を目途として、低栄養状態の

について、栄養スクリーニングを実施し、栄養ケア計画の見 リスクについて、栄養スクリーニングを実施し、栄養ケア計

直しを行うこと。 画の見直しを行うこと。

ト 指定地域密着型サービス基準第61条において準用する第３ ト 指定地域密着型サービス基準第61条において準用する第３

条の18に規定するサービスの提供の記録において利用者ごと 条の18に規定するサービスの提供の記録において利用者ごと

の栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期 の栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期

的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養マネジメント加 的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養マネジメント加

算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要 算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要

はないものとすること。 はないものとすること。

⑤ 栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その ⑥ 栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その

同意を得られた日から栄養マネジメント加算は算定を開始する 同意を得られた日から栄養マネジメント加算は算定を開始する

ものとすること。 ものとすること。
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⑥ 栄養ケア・マネジメントを実施している場合には、個別の高 ⑦ 栄養ケア・マネジメントを実施している場合には、個別の高

齢者の栄養状態に着目した栄養管理が行われるため、検食簿、 齢者の栄養状態に着目した栄養管理が行われるため、検食簿、

喫食調査結果、入所者の入退所簿及び食料品消費日計等の食事 喫食調査結果、入所者の入退所簿及び食料品消費日計等の食事

関係書類（食事せん及び献立表を除く。）、入所者年齢構成表及 関係書類（食事せん及び献立表を除く。）、入所者年齢構成表及

び給与栄養目標量に関する帳票は、作成する必要がないこと。 び給与栄養目標量に関する帳票は、作成する必要がないこと。

⒆ 経口移行加算について ⒆ 経口移行加算について

① 経口移行加算のうち経管栄養から経口栄養に移行しようとす ① 経口移行加算のうち経管栄養から経口栄養に移行しようとす

る者に係るものについては、次に掲げるイからハまでの通り、 る者に係るものについては、次に掲げるイからハまでの通り、

実施するものとすること。 実施するものとすること。

イ 現に経管により食事を摂取している者であって、経口によ イ 現に経管により食事を摂取している者であって、経口によ

る食事の摂取を進めるための栄養管理が必要であるとして、 る食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要である

医師の指示を受けた者を対象とすること。医師、歯科医師、 として、医師の指示を受けた者を対象とすること。医師、歯

管理栄養士、看護師、言語聴覚士、介護支援専門員その他の 科医師、管理栄養士、看護師、言語聴覚士、介護支援専門員

職種の者が共同して、経口による食事の摂取を進めるための その他の職種の者が共同して、経口による食事の摂取を進め

栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成すること（た るための栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成する

だし、栄養マネジメント加算を算定している入所者にあって こと（栄養ケア計画と一体のものとして作成すること。）。ま

は、栄養ケア計画と一体のものとして作成すること。）。また、 た、当該計画については、経口による食事の摂取を進めるた

当該計画については、栄養管理の対象となる入所者又はその めの栄養管理及び支援の対象となる入所者又はその家族に説

家族に説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護 明し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護老人福祉

福祉施設サービスにおいては、経口移行計画に相当する内容 施設入所者生活介護においては、経口移行計画に相当する内

を地域密着型施設サービス計画の中に記載する場合は、その 容を地域密着型施設サービス計画の中に記載する場合は、そ

記載をもって経口移行計画の作成に代えることができるもの の記載をもって経口移行計画の作成に代えることができるも

とすること。 のとすること。

ロ 当該計画に基づき、栄養管理を実施すること。経口移行加 ロ 当該計画に基づき、経口による食事の摂取を進めるための

算の算定期間は、経口からの食事の摂取が可能となり経管に 栄養管理及び支援を実施すること。経口移行加算の算定期間

よる食事の摂取を終了した日までの期間とするが、その期間 は、経口からの食事の摂取が可能となり経管による食事の摂

は入所者又はその家族の同意を得た日から起算して、180日以 取を終了した日までの期間とするが、その期間は入所者又は

内の期間に限るものとし、それを超えた場合においては、原 その家族の同意を得た日から起算して、180日以内の期間に限

則として当該加算は算定しないこと。 るものとし、それを超えた場合においては、原則として当該

加算は算定しないこと。

ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理が、入所者 ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が、

又はその家族の同意を得られた日から起算して、180日を超え 入所者又はその家族の同意を得られた日から起算して、180日

て実施される場合でも、経口による食事の摂取が一部可能な を超えて実施される場合でも、経口による食事の摂取が一部

ものであって、医師の指示に基づき、継続して経口による食 可能なものであって、医師の指示に基づき、継続して経口に

事の摂取を進めるための栄養管理が必要とされる場合にあっ よる食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要とさ
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ては、引き続き当該加算を算定できるものとすること。ただ れる場合にあっては、引き続き当該加算を算定できるものと

し、この場合において、医師の指示は概ね２週間毎に受ける すること。ただし、この場合において、医師の指示はおおむ

ものとすること。 ね２週間ごとに受けるものとすること。

② 経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤 ② 経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤

嚥性肺炎の危険も生じうることから、次のイからニまでについ 嚥性肺炎の危険も生じうることから、次のイからニまでについ

て確認した上で実施すること。 て確認した上で実施すること。

イ 全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定し イ 全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定し

ており、現疾患の病態が安定していること。）。 ており、現疾患の病態が安定していること。）。

ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。 ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。

ハ 嚥下反射が見られること（唾液嚥下や口腔、咽頭への刺激 ハ 嚥下反射が見られること（唾液嚥下や口腔、咽頭への刺激

による喉頭挙上が認められること。）。 による喉頭挙上が認められること。）。

ニ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を嚥下しても「むせ」がな ニ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を嚥下しても「むせ」がな

いこと。 いこと。

③ 経口移行加算を180日間にわたり算定した後、経口摂取に移行 ③ 経口移行加算を180日間にわたり算定した後、経口摂取に移行

できなかった場合に、期間を空けて再度経口摂取に移行するた できなかった場合に、期間を空けて再度経口摂取に移行するた

めの栄養管理を実施した場合は、当該加算は算定できないもの めの栄養管理及び支援を実施した場合は、当該加算は算定でき

とすること。 ないものとすること。

（新設） ④ 入所者の口腔の状態によっては、歯科医療における対応を要

する場合も想定されることから、必要に応じて、介護支援専門

員を通じて主治の歯科医師への情報提供を実施するなどの適切

な措置を講じること。

⒇ 経口維持加算について ⒇ 経口維持加算について

① 経口維持加算のうち、著しい摂食機能障害を有し、誤嚥が認 （削除）

められる者に係るものについて

イ 経口維持加算のうち、経管栄養は行われていないが、著し

い摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる者（経口維持加算

（Ⅰ））及び摂食機能障害を有し誤嚥が認められる者（経口

維持加算（Ⅱ））に係るものについては、次に掲げるａから

ｄまでの通り、実施するものとすること。

ａ 経口維持加算（Ⅰ）については、現に経口により食事を

摂取している者であって、著しい摂食機能障害を有し、造

影撮影（医科診療報酬点数表中「造影剤使用撮影」をいう。

以下同じ。）又は内視鏡検査（医科診療報酬点数表中「喉

頭ファイバースコピー」をいう。以下同じ。）により誤嚥

が認められる（喉頭侵入が認められる場合を含む。）こと
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から、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別

な管理が必要であるものとして、医師又は歯科医師の指示

を受けたものを対象とすること。ただし、歯科医師が指示

を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等が、

対象となる入所者に対する療養のために必要な栄養の指導

を行うに当たり、主治の医師の指導を受けている場合に限 ① 経口維持加算（Ⅰ）については、次に掲げるイからニまでの

る（以下同じ。）。 通り、実施するものとすること。

経口維持加算（Ⅱ）については、現に経口により食事を イ 現に経口により食事を摂取している者であって、摂食機能

摂取している者であって、摂食機能障害を有し、水飲みテ 障害（食事の摂取に関する認知機能の低下を含む。以下同じ。）

スト（「氷砕片飲み込み検査」、「食物テスト（food test）」、 を有し、水飲みテスト（｢氷砕片飲み込み検査｣、｢食物テスト

「改訂水飲みテスト」などを含む。以下同じ。）、頸部聴診 （food test）｣、｢改訂水飲みテスト｣などを含む。以下同じ。）、

法等により誤嚥が認められることから、継続して経口によ 頸部聴診法、造影撮影（医科診療報酬点数表中「造影剤使用

る食事の摂取を進めるための特別な管理が必要であるもの 撮影」をいう。以下同じ。）、内視鏡検査（医科診療報酬点数

として、医師又は歯科医師の指示を受けたものを対象とす 表中「喉頭ファイバースコピー」をいう。以下同じ。）等に

ること。 より誤嚥が認められる（喉頭侵入が認められる場合及び食事

の摂取に関する認知機能の低下により誤嚥の有無に関する検

査を実施することが困難である場合を含む。以下同じ。）こ

とから、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別

な管理が必要であるものとして、医師又は歯科医師の指示を

受けたものを対象とすること。ただし、歯科医師が指示を行

う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等が、対象

となる入所者に対する療養のために必要な栄養の指導を行う

に当たり、主治の医師の指導を受けている場合に限る（以下

同じ。）。

ｂ 医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、 ロ 月１回以上、医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言

介護支援専門員その他の職種の者が共同して、継続して経 語聴覚士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入

口による食事の摂取を進めるための特別な管理の方法等を 所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、

示した経口維持計画を作成すること（ただし、栄養マネジ 継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理の

メント加算を算定している入所者にあっては、栄養ケア計 方法等を示した経口維持計画を作成すること（ただし、栄養

画と一体のものとして作成すること。）。また、当該計画に マネジメント加算を算定している入所者にあっては、栄養ケ

ついては、栄養管理の対象となる入所者又はその家族に説 ア計画と一体のものとして作成すること。）。また、当該計画

明し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護福祉施 については、特別な管理の対象となる入所者又はその家族に

設サービスにおいては、経口維持計画に相当する内容を地 説明し、その同意を得ること。なお、地域密着型介護老人福

域密着型施設サービス計画の中に記載する場合は、その記 祉施設入所者生活介護においては、経口維持計画に相当する

載をもって経口維持計画の作成に代えることができるもの 内容を地域密着型施設サービス計画の中に記載する場合は、
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とすること。 その記載をもって経口維持計画の作成に代えることができる

ものとすること。

ｃ 当該経口維持計画に基づき、栄養管理を実施すること。 ハ 当該経口維持計画に基づき、栄養管理を実施すること。「特

「特別な栄養管理」とは、入所者の誤嚥を防止しつつ、継 別な管理」とは、入所者の誤嚥を防止しつつ、継続して経口

続して経口による食事の摂取を進めるための食物形態、摂 による食事の摂取を進めるための食物形態、摂食方法等にお

食方法等における適切な配慮のことをいう。経口維持加算 ける適切な配慮のことをいう。経口維持加算（Ⅰ）の算定期

（Ⅰ）及び経口維持加算（Ⅱ）の算定期間は、継続して経 間は、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な

口による食事の摂取を進めるための特別な栄養管理により、 管理により、当該入所者に摂食機能障害及び誤嚥が認められ

当該入所者に誤嚥が認められなくなったと医師又は歯科医 なくなったと医師又は歯科医師が判断した日までの期間とす

師が判断した日までの期間とするが、その期間は入所者又 るが、その期間は入所者又はその家族の同意を得られた日の

はその家族の同意を得られた日から起算して180日以内の期 属する月から起算して６月以内の期間に限るものとし、それ

間に限るものとし、それを超えた場合においては、原則と を超えた場合においては、原則として当該加算は算定しない

して当該加算は算定しないこと。 こと。

ｄ 入所者又はその家族の同意を得られた日から起算して180 ニ 入所者又はその家族の同意を得られた日の属する月から起

日を超えた場合でも、引き続き、 算して６月を超えた場合でも、水飲みテスト、頸部聴診法、

⒜ 経口維持加算（Ⅰ）の対象者については、造影撮影又 造影撮影、内視鏡検査等により、引き続き、摂食機能障害及

は内視鏡検査により、引き続き、誤嚥が認められ（喉頭 び誤嚥が認められ（喉頭侵入が認められる場合を含む。）、継

侵入が認められる場合を含む。）、継続して経口による食 続して経口による食事の摂取を進めるための特別な栄養管理

事の摂取を進めるための特別な栄養管理が必要であるも が必要であるものとして医師又は歯科医師の指示がなされ、

のとして医師又は歯科医師の指示がなされ、また、当該 また、当該特別な栄養管理を継続することについての入所者

特別な栄養管理を継続することについての入所者の同意 の同意が得られた場合にあっては、引き続き当該加算を算定

が得られた場合 できるものとすること。ただし、イ又はロにおける医師又は

歯科医師の指示は、おおむね１月ごとに受けるものとするこ

と。

⒝ 経口維持加算（Ⅱ）の対象者にあっては、水飲みテス （削除）

ト、頸部聴診法等により引き続き、誤嚥が認められ、継

続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理

が必要であるものとして、医師又は歯科医師の指示がな

され、また、当該特別な栄養管理を継続することについ

ての入所者の同意が得られた場合

にあっては、引き続き当該加算を算定できるものとするこ

と。

ただし、⒜又は⒝における医師又は歯科医師の指示は、

概ね１月毎に受けるものとすること。

（新設） ② 経口維持加算（Ⅱ）における食事の観察及び会議等の実施に
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当たっては、医師（指定地域密着型サービス基準第131条第１項

第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言

語聴覚士のいずれか１名以上が加わることにより、多種多様な

意見に基づく質の高い経口維持計画を策定した場合に算定され

るものであること。

（新設） ③ 経口維持加算（Ⅰ）及び経口維持加算（Ⅱ）の算定に当たり

実施する食事の観察及び会議等は、関係職種が一同に会して実

施することを想定しているが、やむを得ない理由により、参加

するべき者の参加が得られなかった場合は、その結果について

終了後速やかに情報共有を行うことで、算定を可能とする。

ロ 管理体制とは、食事の中止、十分な排痰、医師又は歯科医 ④ 管理体制とは、食事の中止、十分な排痰、医師又は歯科医師

師への報告等が迅速に行われる体制とすること。 との緊密な連携等が迅速に行われる体制とすること。

（21） 口腔機能維持管理体制加算について （21） 口腔衛生管理体制加算について

① 「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該施設にお ① 「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該施設にお

ける入所者の口腔内状態の評価方法、適切な口腔ケアの手技、 ける入所者の口腔内状態の評価方法、適切な口腔ケアの手技、

口腔ケアに必要な物品整備の留意点、口腔ケアに伴うリスク管 口腔ケアに必要な物品整備の留意点、口腔ケアに伴うリスク管

理、その他当該施設において日常的な口腔ケアの実施にあたり 理、その他当該施設において日常的な口腔ケアの実施にあたり

必要と思われる事項のうち、いずれかに係る技術的助言及び指 必要と思われる事項のうち、いずれかに係る技術的助言及び指

導のことをいうものであって、個々の入所者の口腔ケア計画を 導のことをいうものであって、個々の入所者の口腔ケア計画を

いうものではない。 いうものではない。

② 「入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画」には、以下 ② 「入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画」には、以下

の事項を記載すること。 の事項を記載すること。

イ 当該施設において入所者の口腔ケアを推進するための課題 イ 当該施設において入所者の口腔ケアを推進するための課題

ロ 当該施設における目標 ロ 当該施設における目標

ハ 具体的方策 ハ 具体的方策

ニ 留意事項 ニ 留意事項

ホ 当該施設と歯科医療機関との連携の状況 ホ 当該施設と歯科医療機関との連携の状況

ヘ 歯科医師からの指示内容の要点（当該計画の作成にあたっ ヘ 歯科医師からの指示内容の要点（当該計画の作成にあたっ

ての技術的助言・指導を歯科衛生士が行った場合に限る。） ての技術的助言・指導を歯科衛生士が行った場合に限る。）

ト その他必要と思われる事項 ト その他必要と思われる事項

③ 医療保険において歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料が ③ 医療保険において歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料が

算定された日の属する月であっても口腔機能維持管理体制加算 算定された日の属する月であっても口腔衛生管理体制加算を算

を算定できるが、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言 定できるが、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び

及び指導又は入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画に関 指導又は入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画に関する

する技術的助言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診療又 技術的助言及び指導を行うにあたっては、歯科訪問診療又は訪
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は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。 問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。

（22） 口腔機能維持管理加算について （22） 口腔衛生管理加算について

① 口腔機能維持管理加算については、歯科医師の指示を受けた ① 口腔衛生管理加算については、歯科医師の指示を受けた歯科

歯科衛生士が口腔機能管理体制加算を算定している施設の入所 衛生士が口腔衛生体制加算を算定している施設の入所者に対し

者に対して口腔ケアを実施した場合において、当該利用者ごと て口腔ケアを実施した場合において、当該利用者ごとに算定す

に算定するものである。 るものである。

② 当該施設が口腔機能維持管理加算に係るサービスを提供する ② 当該施設が口腔衛生管理加算に係るサービスを提供する場合

場合においては、当該サービスを実施する同一月内において医 においては、当該サービスを実施する同一月内において医療保

療保険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又はその 険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又はその家族

家族等に確認するとともに、当該サービスについて説明し、そ 等に確認するとともに、当該サービスについて説明し、その提

の提供に関する同意を得た上で行うこと。また、別紙様式１を 供に関する同意を得た上で行うこと。また、別紙様式１を参考

参考として入所者ごとに口腔に関する問題点、歯科医師からの として入所者ごとに口腔に関する問題点、歯科医師からの指示

指示内容の要点、口腔ケアの方法及びその他必要と思われる事 内容の要点、口腔ケアの方法及びその他必要と思われる事項に

項に係る記録（以下「口腔機能維持管理に関する実施記録」と 係る記録（以下「口腔衛生管理に関する実施記録」という。）

いう。）を作成し保管するとともに、その写しを当該入所者に を作成し保管するとともに、その写しを当該入所者に対して提

対して提供すること。 供すること。

③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔ケア ③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔ケア

を行う歯科衛生士は、口腔に関する問題点、歯科医師からの指 を行う歯科衛生士は、口腔に関する問題点、歯科医師からの指

示内容の要点、口腔ケアの方法及びその他必要と思われる事項 示内容の要点（ただし、歯科医師から受けた指示内容のうち、

を口腔機能維持管理に関する実施記録に記入すること。また、 特に歯科衛生士が入所者に対する口腔ケアを行うにあたり配慮

当該歯科衛生士は、入所者の口腔の状態により医療保険におけ すべき事項とする。）、口腔ケアの方法及びその他必要と思われ

る対応が必要となる場合には、適切な歯科医療サービスが提供 る事項を口腔衛生管理に関する実施記録に記入すること。また、

されるよう当該歯科医師及び当該施設の介護職員等への情報提 当該歯科衛生士は、入所者の口腔の状態により医療保険におけ

供を的確に行うこと。 る対応が必要となる場合には、適切な歯科医療サービスが提供

されるよう当該歯科医師及び当該施設の介護職員等への情報提

供を的確に行うこと。

④ 本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定された日 ④ 本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定された日

の属する月であっても算定できるが、訪問歯科衛生指導料が算 の属する月であっても算定できるが、訪問歯科衛生指導料が算

定された日の属する月においては、算定できない。 定された日の属する月においては、算定できない。

（23） 療養食加算について （23） 療養食加算について

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の ① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の

医師より利用者に対し疾患治療の直接手段として発行された食 医師より利用者に対し疾患治療の直接手段として発行された食

事せんに基づき、95号告示に示された療養食が提供された場合 事せんに基づき、利用者等告示に示された療養食が提供された

に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立 場合に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の

表が作成されている必要があること。 献立表が作成されている必要があること。
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② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医 ② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医

師の発行する食事せんに基づいて提供される利用者の年齢、病 師の発行する食事せんに基づいて提供される利用者の年齢、病

状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食、腎 状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食、腎

臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓 臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、貧血食、膵臓

病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食）をいう 病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食）をいう

ものであること。 ものであること。

（新設） ③ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が行

われている場合にあっては、経口移行加算又は経口維持加算を

併せて算定することが可能である。

③ 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を ④ 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を

問わないこと。 問わないこと。

④ 減塩食療法等について ⑤ 減塩食療法等について

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準 心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準

じて取り扱うことができるものであるが、高血圧症に対して減 じて取り扱うことができるものであるが、高血圧症に対して減

塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならないこと。 塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならないこと。

また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の

減塩食については、総量6.0ｇ未満の減塩食をいうこと。 減塩食については、総量6.0ｇ未満の減塩食をいうこと。

⑤ 肝臓病食について ⑥ 肝臓病食について

肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄疸食 肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄疸食

（胆石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄疸の場合を含む。）等をい （胆石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄疸の場合を含む。）等をい

うこと。 うこと。

⑥ 胃潰瘍食について ⑦ 胃潰瘍食について

十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えな 十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えな

いこと。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象としない いこと。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象としない

が、侵襲の大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる が、侵襲の大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる

食事を提供する場合は、療養食の加算が認められること。また、 食事を提供する場合は、療養食の加算が認められること。また、

クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している

入所者等に対する低残さ食については、療養食として取り扱っ 入所者等に対する低残さ食については、療養食として取り扱っ

て差し支えないこと。 て差し支えないこと。

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について ⑧ 貧血食の対象者となる入所者等について

療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血 療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血

中ヘモグロビン濃度が10ｇ／dl以下であり、その原因が鉄分の 中ヘモグロビン濃度が10ｇ／dl以下であり、その原因が鉄分の

欠乏に由来する者であること。 欠乏に由来する者であること。

⑧ 高度肥満症に対する食事療法について ⑨ 高度肥満症に対する食事療法について

高度肥満症（肥満度が＋70％以上又はＢＭＩ（Body Mass Ind 高度肥満症（肥満度が＋70％以上又はＢＭＩ（Body Mass Ind
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ex）が35以上）に対して食事療法を行う場合は、脂質異常症食 ex）が35以上）に対して食事療法を行う場合は、脂質異常症食

に準じて取り扱うことができること。 に準じて取り扱うことができること。

⑨ 特別な場合の検査食について ⑩ 特別な場合の検査食について

特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ｘ線検査・ 特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ｘ線検査・

大腸内視鏡検査のために特に残さの少ない調理済食品を使用し 大腸内視鏡検査のために特に残さの少ない調理済食品を使用し

た場合は、「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支え た場合は、「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支え

ないこと。 ないこと。

⑩ 脂質異常症食の対象となる入所者等について ⑪ 脂質異常症食の対象となる入所者等について

療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等 療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等

は、空腹時定常状態におけるＬＤＬ―コレステロール値が140㎎ は、空腹時定常状態におけるＬＤＬ―コレステロール値が140㎎

／dl以上である者又はＨＤＬ―コレステロール値が40㎎／dl未 ／dl以上である者又はＨＤＬ―コレステロール値が40㎎／dl未

満若しくは血清中性脂肪値が150㎎／dl以上である者であるこ 満若しくは血清中性脂肪値が150㎎／dl以上である者であるこ

と。 と。

（24） 看取り介護加算について （24） 看取り介護加算について

① 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見 ① 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見

に基づき回復の見込みがないと診断した入所者について、本人 に基づき回復の見込みがないと診断した入所者について、その

及び家族とともに、医師、看護職員、介護職員等が共同して、 旨を入所者又はその家族等（以下「入所者等」という。）に対

随時本人又はその家族に対して十分な説明を行い、合意をしな して説明し、その後の療養及び介護に関する方針についての合

がら、その人らしさを尊重した看取りができるよう支援するこ 意を得た場合において、入所者等とともに、医師、看護職員、

とを主眼として設けたものである。 生活相談員、介護職員、介護支援専門員等が共同して、随時、

入所者等に対して十分な説明を行い、療養及び介護に関する合

意を得ながら、入所者がその人らしく生き、その人らしい最期

が迎えられるよう支援することを主眼として設けたものである。

② 「24時間の連絡体制」については、⑺④を準用すること。 ② 施設は、入所者に提供する看取り介護の質を常に向上させて

いくため、計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Ac

tion）のサイクル（PDCAサイクル）により、看取り介護を実施

する体制を構築するとともに、それを強化していくことが重要

であり、具体的には、次のような取組が求められる。

イ 看取りに関する指針を定めることで施設の看取りに対する

方針等を明らかにする（Plan）。

ロ 看取り介護の実施に当たっては、当該入所者に係る医師の

診断を前提にして、介護に係る計画に基づいて、入所者がそ

の人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援を

行う（Do）。

ハ 多職種が参加するケアカンファレンス等を通じて、実施し
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た看取り介護の検証や、職員の精神的負担の把握及びそれに

対する支援を行う（Check）。

ニ 看取りに関する指針の内容その他看取り介護の実施体制に

ついて、適宜、適切な見直しを行う（Action）。

なお、施設は、看取り介護の改善のために、適宜、家族等に

対する看取り介護に関する報告会並びに入所者等及び地域住民

との意見交換による地域への啓発活動を行うことが望ましい。

（新設） ③ 質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、

入所者等に対し、十分な説明を行い、理解を得るよう努めるこ

とが不可欠である。具体的には、施設は、看取り介護を実施す

るに当たり、終末期にたどる経過、施設等において看取りに際

して行いうる医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制

などについて、入所者等の理解が得られるよう継続的な説明に

努めることが重要である。加えて、説明の際には、入所者等の

理解を助けるため、入所者に関する記録を活用した説明資料を

作成し、その写しを提供すること。

③ 管理者を中心として、生活相談員、介護職員、看護職員、介 ④ 看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、生活

護支援専門員等による協議の上、「看取りに関する指針」が定 相談員、介護職員、看護職員、介護支援専門員等による協議の

められていることが必要であり、同指針に盛り込むべき項目と 上、看取りに関する指針が定められていることが必要であり、

しては、例えば、当該施設の看取りに関する考え方、終末期の 同指針に盛り込むべき項目としては、例えば、以下の事項が考

経過（時期、プロセス毎）の考え方、施設において看取りに際 えられる。

して行いうる医療行為の選択肢、医師や医療機関との連携体制、

本人及び家族との話し合いや同意、意思確認の方法、職員の具

体的対応等が考えられる。

イ 当該施設の看取りに関する考え方

ロ 終末期の経過（時期、プロセスごと）の考え方

ハ 施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢

ニ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含

む）

ホ 入所者等への情報提供及び意思確認の方法

ヘ 入所者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式

ト 家族への心理的支援に関する考え方

チ その他看取り介護を受ける入所者に対して施設の職員が取

るべき具体的な対応の方法

（新設） ⑤ 看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録
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等に記録するとともに、多職種連携を図るため、医師、看護職

員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共有に努め

ること。

イ 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等について

の記録

ロ 療養や死別に関する入所者及び家族の精神的な状態の変化

及びこれに対するケアについての記録

ハ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した入所者等の意向

と、それに基づくアセスメント及び対応についての記録

（新設） ⑥ 入所者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で

同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を記載す

るとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。

また、入所者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族

の来所が見込まれないような場合も、医師、看護職員、介護職

員等が入所者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取り介

護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認めら

れる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保

されるよう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載する

とともに、入所者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわら

ず施設への来所がなかった旨を記載しておくことが必要である。

なお、家族が入所者の看取りについて共に考えることは極め

て重要であり、施設は、連絡をしたにも関わらず来所がなかっ

たとしても、継続的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意思

を確認しながら介護を進めていくことが重要である。

④ 看取り介護加算は、95号告示第40号に定める基準に適合する ⑦ 看取り介護加算は、利用者等告示第48号に定める基準に適合

看取り介護を受けた入所者が死亡した場合に、死亡日を含めて3 する看取り介護を受けた入所者が死亡した場合に、死亡日を含

0日を上限として、施設において行った看取り介護を評価するも めて30日を上限として、施設において行った看取り介護を評価

のである。 するものである。

死亡前に在宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、在 死亡前に在宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、在

宅や入院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、 宅や入院先で死亡した場合でも算定可能であるが、その際には、

施設において看取り介護を直接行っていない退所した日の翌日 施設において看取り介護を直接行っていない退所した日の翌日

から死亡日までの間は、算定することができない。（したがっ から死亡日までの間は、算定することができない。（したがっ

て、退所した日の翌日から死亡日までの期間が30日以上あった て、退所した日の翌日から死亡日までの期間が30日以上あった

場合には、看取り介護加算を算定することはできない。） 場合には、看取り介護加算を算定することはできない。）
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⑤ 施設を退所等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能 ⑧ 施設を退所等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能

であるが、看取り介護加算は死亡月にまとめて算定することか であるが、看取り介護加算は死亡月にまとめて算定することか

ら、入所者側にとっては、施設に入所していない月についても ら、入所者側にとっては、施設に入所していない月についても

自己負担を請求されることになるため、入所者が退所等する際、 自己負担を請求されることになるため、入所者が退所等する際、

退所等の翌月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に 退所等の翌月に亡くなった場合に、前月分の看取り介護加算に

係る一部負担の請求を行う場合があることを説明し、文書にて 係る一部負担の請求を行う場合があることを説明し、文書にて

同意を得ておくことが必要である。 同意を得ておくことが必要である。

⑥ 施設は、施設退所等の後も、継続して入所者の家族指導や医 ⑨ 施設は、施設退所等の後も、継続して入所者の家族への指導

療機関に対する情報提供等を行うことが必要であり、入所者の や医療機関に対する情報提供等を行うことが必要であり、入所

家族、入院先の医療機関等との継続的な関わりの中で、入所者 者の家族、入院先の医療機関等との継続的な関わりの中で、入

の死亡を確認することが可能である。 所者の死亡を確認することができる。

なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医 なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医

療機関等に入所者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が施 療機関等に入所者の状態を尋ねたときに、当該医療機関等が施

設に対して本人の状態を伝えることについて、施設退所等の際、 設に対して本人の状態を伝えることについて、施設退所等の際、

本人又は家族に対して説明をし、文書にて同意を得ておくこと 入所者等に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必

が必要である。 要である。

⑦ 入所者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院 ⑩ 入所者が入退院をし、又は外泊した場合であって、当該入院

又は外泊期間が死亡日以前30日の範囲内であれば、当該入院又 又は外泊期間が死亡日以前30日の範囲内であれば、当該入院又

は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可 は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算の算定が可

能である。 能である。

⑧ 入院若しくは外泊又は退所の当日について看取り介護加算を ⑪ 入院若しくは外泊又は退所の当日について看取り介護加算を

算定できるかどうかは、当該日に所定単位数を算定するかどう 算定できるかどうかは、当該日に所定単位数を算定するかどう

かによる。 かによる。

⑨ 本人又はその家族に対する随時の説明に係る同意については、 ⑫ 「24時間連絡できる体制」については、⑺④を準用する。

口頭で同意を得た場合は、介護記録にその説明日時、内容等を

記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要で

ある。

また、本人が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族に

連絡しても来てもらえないような場合も、医師、看護職員、介

護職員等が入所者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取

り介護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認

められる場合には、看取り介護加算の算定は可能である。

この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保

されるよう、介護記録に職員間の相談日時、内容等を記載する

とともに、本人の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわらず
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来てもらえなかった旨を記載しておくことが必要である。

なお、家族が入所者の看取りについてともに考えることは極

めて重要であり、施設としては、一度連絡を取って来てくれな

かったとしても、定期的に連絡を取り続け、可能な限り家族の

意思を確認しながら介護を進めていくことが重要である。

⑩ 多床室を有する施設にあっては、看取りを行う際には個室又 ⑬ 多床室を有する施設にあっては、看取りを行う際には個室又

は静養室の利用により、プライバシー及び家族への配慮の確保 は静養室の利用により、プライバシー及び家族への配慮の確保

が可能となるようにすることが必要である。 が可能となるようにすることが必要である。

（25） 在宅復帰支援機能加算について （25） 在宅復帰支援機能加算について

① 「入所者の家族との連絡調整」とは、入所者が在宅へ退所す ① 「入所者の家族との連絡調整」とは、入所者が在宅へ退所す

るに当たり、当該入所者及びその家族に対して次に掲げる支援 るに当たり、当該入所者及びその家族に対して次に掲げる支援

を行うこと。 を行うこと。

退所後の居宅サービスその他の保健医療サービス又は福祉サ 退所後の居宅サービスその他の保健医療サービス又は福祉サ

ービスについて相談援助を行うこと。また必要に応じ、当該入 ービスについて相談援助を行うこと。また必要に応じ、当該入

所者の同意を得て退所後の居住地を管轄する市町村及び地域包 所者の同意を得て退所後の居住地を管轄する市町村及び地域包

括支援センター又は老人介護支援センターに対して当該入所者 括支援センター又は老人介護支援センターに対して当該入所者

の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービス の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービス

に必要な情報を提供すること。 に必要な情報を提供すること。

② 本人家族に対する相談援助の内容は次のようなものであるこ ② 本人家族に対する相談援助の内容は次のようなものであるこ

と。 と。

イ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援 イ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援

助 助

ロ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向 ロ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向

上を目的として行う各種訓練等に関する相談助言 上を目的として行う各種訓練等に関する相談助言

ハ 家屋の改善に関する相談援助 ハ 家屋の改善に関する相談援助

ニ 退所する者の介助方法に関する相談援助 ニ 退所する者の介助方法に関する相談援助

③ 在宅復帰支援機能加算の算定を行った場合は、その算定根拠 ③ 在宅復帰支援機能加算の算定を行った場合は、その算定根拠

等の関係書類を整備しておくこと。 等の関係書類を整備しておくこと。

（26） 在宅・入所相互利用加算について （26） 在宅・入所相互利用加算について

① 在宅・入所相互利用（ホームシェアリング）加算は、可能な ① 在宅・入所相互利用（ベッド・シェアリング）加算は、可能

限り対象者が在宅生活を継続できるようにすることを主眼とし な限り対象者が在宅生活を継続できるようにすることを主眼と

て設けたものであり、施設の介護支援専門員は、入所期間終了 して設けたものであり、施設の介護支援専門員は、入所期間終

に当たって、運動機能及び日常生活動作能力その他の当該対象 了に当たって、運動機能及び日常生活動作能力その他の当該対

者の心身の状況についての情報を在宅の介護支援専門員に提供 象者の心身の状況についての情報を在宅の介護支援専門員に提

しながら、在宅の介護支援専門員とともに、在宅での生活継続 供しながら、在宅の介護支援専門員とともに、在宅での生活継
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を支援する観点から介護に関する目標及び方針を定めることが 続を支援する観点から介護に関する目標及び方針を定めること

必要である。 が必要である。

② 具体的には、 ② 具体的には、

イ 在宅・入所相互利用を開始するに当たり、在宅期間と入所 イ 在宅・入所相互利用を開始するに当たり、在宅期間と入所

期間（入所期間については３月を限度とする）について、文 期間（入所期間については３月を限度とする）について、文

書による同意を得ることが必要である。 書による同意を得ることが必要である。

ロ 在宅期間と入所期間を通じて一貫した方針の下に介護を進 ロ 在宅期間と入所期間を通じて一貫した方針の下に介護を進

める観点から、施設の介護支援専門員、施設の介護職員等、 める観点から、施設の介護支援専門員、施設の介護職員等、

在宅の介護支援専門員、在宅期間に対象者が利用する居宅サ 在宅の介護支援専門員、在宅期間に対象者が利用する居宅サ

ービス事業者等による支援チームをつくること。 ービス事業者等による支援チームをつくること。

ハ 当該支援チームは、必要に応じ随時（利用者が施設に入所 ハ 当該支援チームは、必要に応じ随時（利用者が施設に入所

する前及び施設から退所して在宅に戻る前においては必須と する前及び施設から退所して在宅に戻る前においては必須と

し、概ね１月に１回）カンファレンスを開くこと。 し、おおむね１月に１回）カンファレンスを開くこと。

ニ ハのカンファレンスにおいては、それまでの在宅期間又は ニ ハのカンファレンスにおいては、それまでの在宅期間又は

入所期間における対象者の心身の状況を報告し、目標及び方 入所期間における対象者の心身の状況を報告し、目標及び方

針に照らした介護の評価を行うとともに、次期の在宅期間又 針に照らした介護の評価を行うとともに、次期の在宅期間又

は入所期間における介護の目標及び方針をまとめ、記録する は入所期間における介護の目標及び方針をまとめ、記録する

こと。 こと。

ホ 施設の介護支援専門員及び在宅の介護支援専門員の機能及 ホ 施設の介護支援専門員及び在宅の介護支援専門員の機能及

び役割分担については、支援チームの中で協議して適切な形 び役割分担については、支援チームの中で協議して適切な形

態を定めること。 態を定めること。

③ 在宅・入所相互利用加算は、②に適合する介護を行っている （削除）

場合に、対象者の入所期間１日につき30単位を加算するもので

ある。

④ 在宅・入所相互利用加算は、同一の個室を複数人で交互に利 （削除）

用するものであるが、この場合の「個室」とは、ユニット型個

室、ユニット型準個室、従来型個室又は準ユニットケア加算を

算定している個室的なしつらえを有している居室のいずれでも

よいものとする。なお、平成18年３月31日までに多床室を活用

して在宅・入所相互利用加算の加算対象となりうる事業を試行

的に行っている施設において、同年４月１日以降も多床室を利

用して在宅・入所相互利用を行う場合については、当該加算を

算定すること。

（27） 小規模拠点集合型施設加算について （27） 小規模拠点集合型施設加算について

小規模拠点集合型施設加算は、同一敷地内で、例えば民家の母 小規模拠点集合型施設加算は、同一敷地内で、例えば民家の母
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屋、離れ、倉庫等を活用し、「19人＋5人＋5人」「10人＋9人＋5人 屋、離れ、倉庫等を活用し、「19人＋5人＋5人」「10人＋9人＋5人

＋5人」といった居住単位（棟）に分けて指定地域密着型介護福祉 ＋5人」といった居住単位（棟）に分けて指定地域密着型介護老人

施設サービスを行っている場合に、５人以下の居住単位（棟）に 福祉施設入所者生活介護を行っている場合に、５人以下の居住単

入所している入所者について、所定単位数を加算するものである。 位（棟）に入所している入所者について、所定単位数を加算する

ものである。

（28） 認知症専門ケア加算について （28） 認知症専門ケア加算について

６の⑼を準用する。 ６の⑼を準用する。

（29） 認知症行動・心理症状緊急対応加算について （29） 認知症行動・心理症状緊急対応加算について

① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の ① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の

障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものであ 障害に伴う、妄想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものであ

る。 る。

② 本加算は、在宅で療養を行っている利用者に「認知症の行動 ② 本加算は、在宅で療養を行っている利用者に「認知症の行動

・心理症状」が認められた際に、地域密着型介護老人福祉施設 ・心理症状」が認められた際に、地域密着型介護老人福祉施設

に一時的に入所することにより、当該利用者の在宅での療養が に一時的に入所することにより、当該利用者の在宅での療養が

継続されることを評価するものである。 継続されることを評価するものである。

③ 本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知 ③ 本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知

症の行動・心理症状」が認められ、緊急に地域密着型介護老人 症の行動・心理症状」が認められ、緊急に地域密着型介護老人

福祉施設への入所が必要であると医師が判断した場合であって、 福祉施設への入所が必要であると医師が判断した場合であって、

介護支援専門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又は家 介護支援専門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又は家

族の同意の上、当該施設に入所した場合に算定することができ 族の同意の上、当該施設に入所した場合に算定することができ

る。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開 る。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開

始した場合に限り算定できるものとする。この際、当該施設へ 始した場合に限り算定できるものとする。この際、当該施設へ

の入所ではなく、医療機関における対応が必要であると判断さ の入所ではなく、医療機関における対応が必要であると判断さ

れる場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提 れる場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提

供を行うことにより、適切な医療が受けられるように配慮する 供を行うことにより、適切な医療が受けられるように配慮する

必要がある。 必要がある。

④ 本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続されることを評 ④ 本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続されることを評

価するものであるため、入所後速やかに退所に向けた施設サー 価するものであるため、入所後速やかに退所に向けた地域密着

ビス計画を策定し、当該入所者の「認知症の行動・心理症状」 型施設サービス計画を策定し、当該入所者の「認知症の行動・

が安定した際には速やかに在宅復帰が可能となるようにするこ 心理症状」が安定した際には速やかに在宅復帰が可能となるよ

と。 うにすること。

⑤ 次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場合には、当該 ⑤ 次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場合には、当該

加算は算定できないものであること。 加算は算定できないものであること。

ａ 病院又は診療所に入院中の者 ａ 病院又は診療所に入院中の者

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又 ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又
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は入所中の者 は入所中の者

ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生 ｃ 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生

活介護、特定施設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期 活介護、短期利用特定施設入居者生活介護、認知症対応型共

入所療養介護、短期利用共同生活介護、地域密着型短期利用 同生活介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、地域密着

特定施設入居者生活介護及び短期利用特定施設入居者生活介 型特定施設入居者生活介護及び短期利用地域密着型特定施設

護を利用中の者 入居者生活介護を利用中の者

⑥ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録し ⑥ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録し

ておくこと。また、施設も判断を行った医師名、日付及び利用 ておくこと。また、施設も判断を行った医師名、日付及び利用

開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録して 開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録して

おくこと。 おくこと。

⑦ 本加算の算定にあたっては、個室等、認知症の行動・心理症 ⑦ 本加算の算定にあたっては、個室等、認知症の行動・心理症

状の増悪した者の療養に相応しい設備を整備すること。 状の増悪した者の療養に相応しい設備を整備すること。

⑧ 本加算は、当該入所者が入所前１月の間に、当該介護老人福 ⑧ 本加算は、当該入所者が入所前１月の間に、当該地域密着型

祉施設に入所したことがない場合及び過去１月の間に当該加算 介護老人福祉施設に入所したことがない場合及び過去１月の間

（他サービスを含む）を算定したことがない場合に限り算定で に当該加算（他サービスを含む）を算定したことがない場合に

きることとする。６の⑶を準用する。 限り算定できることとする。６の⑶を準用する。

（30） サービス提供体制加算について （30） サービス提供体制加算について

① ２⑿④及び⑤、４⑽②及び③並びに５⑹②を準用する。 ① ２⑿④及び⑤、４⑾②及び③並びに５⑻②を準用する。

② 地域密着型介護福祉施設サービスを入所者に直接提供する職 ② 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を入所者に直接

員とは、生活相談員、介護職員、看護職員又は機能訓練指導員 提供する職員とは、生活相談員、介護職員、看護職員又は機能

として勤務を行う職員を指すものとする。 訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。

（31） 介護職員処遇改善加算について （31） 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。 ２の⒀を準用する。

９ 複合型サービス費 ９ 複合型サービス費

⑴ 基本報酬の算定について ⑴ 基本報酬の算定について

小規模多機能型居宅介護と同様であるので、５⑴を参照するこ 小規模多機能型居宅介護と同様であるので、５⑴を参照するこ

と。 と。

（新設） ⑵ 短期利用居宅介護費について

短期利用居宅介護費については、小規模多機能型居宅介護と同

様であるため、５⑵を準用する。この場合において、５⑵中「第5

4号」とあるのは「第74号」と読み替えるものとする。

⑵ サービス提供が過少である場合の減算について ⑶ サービス提供が過少である場合の減算について

① 「登録者１人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイから ① 「登録者１人当たり平均回数」は、暦月ごとに以下のイから

ハまでの方法に従って算定したサービス提供回数の合計数を、 ハまでの方法に従って算定したサービス提供回数の合計数を、

当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したも 当該月の日数に当該事業所の登録者数を乗じたもので除したも
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のに、７を乗ずることによって算定するものとする。 のに、７を乗ずることによって算定するものとする。

イ 通いサービス イ 通いサービス

１人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合 １人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合

にあっては、複数回の算定を可能とする。 にあっては、複数回の算定を可能とする。

ロ 訪問サービス ロ 訪問サービス

１回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。な １回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。な

お、複合型サービスの訪問サービスは身体介護に限られない お、看護小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護

ため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声かけ等を行った に限られないため、登録者宅を訪問して見守りの意味で声か

場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支えない。また、 け等を行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支

訪問サービスには訪問看護サービスも含まれるものである。 えない。また、訪問サービスには訪問看護サービスも含まれ

るものである。

ハ 宿泊サービス ハ 宿泊サービス

宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。 宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。

ただし、通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合 ただし、通いサービスに引き続いて宿泊サービスを行う場合

は、それぞれを１回とし、計２回として算定すること。 は、それぞれを１回とし、計２回として算定すること。

② 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、 ② 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、

利用開始日の前日以前又は利用終了日の翌日以降の日数につい 利用開始日の前日以前又は利用終了日の翌日以降の日数につい

ては、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者 ては、①の日数の算定の際に控除するものとすること。登録者

が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）につ が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）につ

いても同様の取扱いとする。 いても同様の取扱いとする。

③ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する ③ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する

場合には、事業所に対し適切なサービスの提供を指導するもの 場合には、事業所に対し適切なサービスの提供を指導するもの

とする。 とする。

（新設） ⑷ 訪問看護体制減算について

① 大臣基準告示第75号イの基準における利用者の割合について

は、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、算定日が属

する月の前３月間当たりの割合を算出すること。

ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、主治の

医師の指示に基づく看護サービスを提供した実利用者数

イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者

の総数

② 大臣基準告示第75号ロの基準における利用者の割合について

は、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、算定日が属

する月の前３月間当たりの割合を算出すること。

ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における緊急時訪
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問看護加算を算定した実利用者数

イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者

の総数

③ 大臣基準告示第75号ハの基準における利用者の割合について

は、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、算定日が属

する月の前３月間当たりの割合を算出すること。

ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における特別管理

加算を算定した実利用者数

イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者

の総数

④ ①から③までに規定する実利用者数は、前３月間において、

当該事業所が提供する看護サービスを２回以上利用した者又は

当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１と

して数えること。そのため、①から③までに規定する割合の算

出において、利用者には、当該指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所を現に利用していない者も含むことに留意すること。

また、算定日が属する月の前３月間において複合型サービス

費のうち短期利用居宅介護費のみを算定した者を含まないこと。

⑶ 看護サービスの指示の有効期間について ⑸ 看護サービスの指示の有効期間について

看護サービスは主治の医師による指示若しくは主治の医師の判 看護サービスは主治の医師による指示若しくは主治の医師の判

断に基づいて交付された指示書の有効期間内に行われるものであ 断に基づいて交付された指示書の有効期間内に行われるものであ

ること。 ること。

⑷ 医療保険の訪問看護を行う場合の減算について ⑹ 医療保険の訪問看護を行う場合の減算について

① 末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（95号告 ① 末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（利用者

示第４号を参照のこと。）の患者について、医療保険の給付の 等告示第４号を参照のこと。）の患者について、医療保険の給

対象となる訪問看護を行う場合には、所定単位数から減算する。 付の対象となる訪問看護を行う場合には、所定単位数から減算

する。

② 前記①の場合、月途中から医療保険の給付の対象となる場合 ② 前記①の場合、月途中から医療保険の給付の対象となる場合

又は月途中から医療保険の給付の対象外となる場合には、医療 又は月途中から医療保険の給付の対象外となる場合には、医療

保険の給付の対象となる期間に応じて単位数を減算する。なお、 保険の給付の対象となる期間に応じて単位数を減算する。なお、

医療保険の給付の対象となる期間については、主治の医師によ 医療保険の給付の対象となる期間については、主治の医師によ

る指示に基づくものとする。 る指示に基づくものとする。

③ 利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必 ③ 利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必

要がある旨の特別指示又は特別指示書の交付があった場合は、 要がある旨の特別指示又は特別指示書の交付があった場合は、

交付の日から14日間を限度として医療保険の訪問看護の給付対 交付の日から14日間を限度として医療保険の訪問看護の給付対
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象となるものであり、当該月における当該特別指示の日数に応 象となるものであり、当該月における当該特別指示の日数に応

じて減算する。 じて減算する。

④ 前記③の場合の医療機関における特別指示については、頻回 ④ 前記③の場合の医療機関における特別指示については、頻回

の訪問看護が必要な理由、その期間等については、診療録に記 の訪問看護が必要な理由、その期間等については、診療録に記

載しなければならない。 載しなければならない。

⑸ 理学療法士等の看護サービスの提供について ⑺ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の看護サービスの提供に

ついて

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この項において 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による看護サービスは、

「理学療法士等」という。）による看護サービスは、その看護サ その看護サービスが看護業務の一環としてのリハビリテーション

ービスが看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心とし を中心としたものである場合に、看護職員の代わりに看護サービ

たものである場合に、看護職員の代わりに看護サービスを提供さ スを提供させるという位置付けのものである。

せるという位置付けのものである。 なお、言語聴覚士により提供される看護サービスは、あくまで

なお、言語聴覚士により提供される看護サービスは、あくまで 看護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務のうち保健師

看護業務の一部であることから、言語聴覚士の業務のうち保健師 助産師看護師法の規定にかかわらず業とすることができるとされ

助産師看護師法（昭和23年法律第203号）の規定に関わらず業と ている診療の補助行為（言語聴覚士法第42条第１項）に限る。

することができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士法（平

成９年法律第132号）第42条第１項）に限る。

⑹ 認知症加算について ⑻ 認知症加算について

小規模多機能型居宅介護と同様であるので、５⑷を参照するこ 小規模多機能型居宅介護と同様であるので、５⑷を参照するこ

と。 と。

⑺ 退院時共同指導加算について ⑼ 退院時共同指導加算について

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑾を 定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑾を

参照すること。 参照すること。

⑻ 事業開始時支援加算について ⑽ 事業開始時支援加算について

小規模多機能型居宅介護と同様であるので、５⑸を参照するこ ① 「事業開始」とは、指定日（指定の効力が発生する日をいう。）

と。 の属する月をいうものとする。

② 算定月までの間100分の70に満たないとは、算定月の末日時

点において、100分の70以上となっていないことをいうもので

ある。

③ 登録者（短期利用居宅介護費を算定する者を除く。）の数が

過去に一度でも登録定員の100分の70以上となったことのある

事業所については、その後100分の70を下回った場合であって

も、当該加算の算定はできないものである。

④ 当該加算は、区分支給限度基準額から控除するものである。

⑼ 緊急時訪問看護加算について ⑾ 緊急時訪問看護加算について



- 96 -

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑺を 定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑺を

参照すること。 参照すること。

⑽ 特別管理加算について ⑿ 特別管理加算について

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑻を 定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑻を

参照すること。この場合、「訪問看護サービス記録書」は「複合 参照すること。この場合、「訪問看護サービス記録書」は「看護

型サービス記録書」とすること（以下同じ）。 小規模多機能型居宅介護記録書」とし、「訪問看護サービス」は

「看護サービス」とすること。

⑾ ターミナルケア加算について ⒀ ターミナルケア加算について

定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑼を 定期巡回・随時対応型訪問介護看護と同様であるので、２⑼を

参照すること。この場合、２⑼①中「在宅」とあるのは、「在宅 参照すること。この場合、２⑼①中「在宅」とあるのは、「在宅

又は複合型サービス事業所」とすること。 又は看護小規模多機能型居宅介護事業所」とすること。

（新設） ⒁ 訪問看護体制強化加算について

① 訪問看護体制強化加算については、医療ニーズの高い中重度

の要介護者が療養生活を送るために必要な居宅での支援に取り

組む指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の実績を評価する

ものである。

② 訪問看護体制強化加算を算定するに当たっては、９⑷を準用

すること。この場合、９⑷①から③まで中「第75号」とあるの

は「第78号」とすること。

③ 訪問看護体制強化加算を算定するに当たっては、当該指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所の看護師等が、当該加算の内

容について利用者又はその家族への説明を行い、同意を得るこ

と。

④ 訪問看護体制強化加算を算定するに当たっては、大臣基準告

示第78号イ、ロ及びハの割合について、継続的に所定の基準を

維持しなければならない。なお、その割合については、台帳等

により毎月記録するものとし、所定の基準を下回った場合につ

いては、直ちに第一の５の届出を提出しなければならないこと。

⑤ 訪問看護体制強化加算については、区分支給限度基準額から

控除するものである。

（新設） ⒂ 総合マネジメント体制強化加算について

① 総合マネジメント体制強化加算は、指定看護小規模多機能型

居宅介護事業所において、登録者が住み慣れた地域での生活を

継続できるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図り

つつ、登録者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を
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踏まえて、「通い・訪問・宿泊」を柔軟に組み合わせて提供す

るために、介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その

他の関係者が日常的に行う調整や情報共有、多様な関係機関や

地域住民等との調整や地域住民等との交流等の取り組みを評価

するものである。

② 大臣基準告示第79号イ及びハについては、小規模多機能型居

宅介護と同様であるので、５⑺②を準用する。

なお、大臣基準告示第79号イに規定する「その他の関係者」

とは、保健師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士をいう。

③ 大臣基準告示第79号ロについては、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護と同様であるので、２⒂②イを準用する。

なお、大臣基準告示第79号ロに規定する「その他の関係施設」

とは、介護老人福祉施設、小規模多機能型居宅介護事業所等の

地域密着型サービス事業所又は居宅介護支援事業所をいう。ま

た、「具体的な内容に関する情報提供」とは、当該指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所が受け入れ可能な利用者の状態及

び提供可能な看護サービス（例えば人工呼吸器を装着した利用

者の管理）等に関する情報提供をいう。

⑿ サービス提供体制加算について ⒃ サービス提供体制加算について

小規模多機能型居宅介護と同様であるので、５⑹を参照するこ 小規模多機能型居宅介護と同様であるので、５⑻を参照するこ

と。 と。

⒀ 介護職員処遇改善加算について ⒄ 介護職員処遇改善加算について

２の⒀を準用する。 ２の⒀を準用する。

第三 指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表について 第三 指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表について

指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表における各単 指定地域密着型介護予防サービス介護給付費単位数表における各単

位数の算定に当たっては、指定地域密着型サービス介護給付費単位数 位数の算定に当たっては、指定地域密着型サービス介護給付費単位数

表の相当単位数における取扱いを参照すること。 表の相当単位数における取扱いを参照すること。


